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調査団は、平成 24 年 6 月から平成 25 年 1 月までミャンマーの政府関係者と協議を行うとともに、計

画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりま

した。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを願う
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要約-1 

要     約 

 

ミャンマー国（以下「ミ」国）は、ベンガル湾とアンダマン海に面して約 2,400 キロの海岸線を有

している。国民の大多数が、河川の洪水により氾濫する肥沃な平野もしくは高潮やサイクロンなどの

負の気象現象に脅かされている沿岸部に生活の場を構えている。そのためサイクロン及び暴風雨等に

よる災害の被害は、「ミ」国の経済・開発活動を阻害する要因となっている。とりわけ「ミ」国にお

いて甚大な被害をもたらすサイクロンは、主としてベンガル湾沿いに極めて大きな被害を与えており、

被災者及び被害総額は計り知れない。 

「ミ」国を襲うサイクロンは、ベンガル湾の南部に発生した熱帯低気圧が発達しながら北上した後

東寄りに転向し、サイクロンとなって上陸するコースをとるのが一般的である。2000 年以前は、約 3

～4年に 1度の頻度でサイクロンが「ミ」国沿岸部に上陸したが、2000 年以降は、毎年のように「ミ」

国沿岸部に上陸している。いずれのサイクロンにおいても死者が出ており、被害者数、被害額も非常

に多い。中でも 2008 年 4 月 27 日～5 月 3 日に「ミ」国を襲ったサイクロン「ナルギス」の被害は突

出している。「ナルギス」は「ミ」国の南端をなぞるように東進し、エーヤワディ・デルタ地帯を直

撃した。エーヤワディ・デルタの周辺地域は人口が集中し、経済活動の中心であるため、死者・行方

不明者 13 万 8 千人以上、被害者数 240 万人以上、被害額は円高のレートで換算しても約 3,200 億円

（ASEAN 事務局発表：被害総額は約 40 億ドルで 1ドル＝80 円で計算）にのぼり、「ミ」国全体の社会

経済活動が麻痺するような甚大な被害となった。最近では 2011 年 10 月にバングラデシュと「ミ」国

の国境付近に上陸した熱帯低気圧の影響で、マグウェ管区、マンダレー管区を中心に鉄砲水被害が発

生し、死者・行方不明者 161 人、2,650 世帯、35,000 人以上が被災した。「ミ」国において、最も大

きな被害をもたらすサイクロンをより速く且つ的確にその発生・勢力・動向を把握するには、ベンガ

ル湾岸全域を監視範囲に置く、気象レーダーシステムによる監視網が不可欠である。 

近年、地球温暖化に伴う気候変動により、熱帯低気圧（サイクロン）の強大化や大雨の増加等が予

測されており、世界的に気象災害の拡大が懸念されている。「ミ」国も例外ではなく、気候変動によ

る気象条件の変化に大きく影響されることが予想されている。こうした中、「ミ」国が自国を含むベ

ンガル湾周辺域での気象災害の被害を軽減するためには、「ミ」国における①適切な気象観測（気象

レーダーシステムによる監視）、②ベンガル湾諸国との適時・迅速な気象観測データ及びサイクロン

情報等の交換、を通して気象観測・通信・予警報体制を強化し、ベンガル湾地域での連携強化を促進

することが最重要課題である。 

しかし、サイクロン監視に最も重要な位置にある「ミ」国西部のベンガル湾沿いにあるチャオピュ

ーの「ミ」国唯一の気象レーダーシステム（1979 年に WMO/UNDP によって米国製気象レーダーが設置

された）は、老朽化が著しく 2004 年に稼動が完全に停止した。ミャンマー気象水文局（Department of 

Meteorology and Hydrology、以下 DMH）は、洋上のサイクロンを監視し、毎時間刻々と変化するサイ
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クロンや暴風雨の強さや中心位置、進行方向を知ることができないため、気象予報業務の中枢である

DMH ネピドーやヤンゴンに対して必要な情報の提供が何らできない状況が続いている。また DMH はサ

イクロン災害を軽減するためにタイムリーで正確な予警報を提供するという重要な役割を果たすこ

とができずにいる。 

2011 年 3 月の「ミ」国新政権発足後、防災対策を効果的に実施するために、国の開発計画の一端と

して、国家平和発展評議会の安全保障管理委員会の指針に基づき、自然災害防止・救済・再定住中央

委員会が設置された。「ミ」国政府の防災への意識は極めて高く、自然災害軽減のため、自然災害に

対する対応能力、防災体制強化が推し進められているほか、貧困削減の観点からも貧困層のリスクを

緩和するための効果的な災害対策が促進されている。「ミ」国においてサイクロンや鉄砲水、洪水に

よる被害を軽減するには、DMH が精度の高い気象情報・警報を各防災組織、地方政府、マスメディア

等へ迅速に伝達することが重要である。DMH からの情報は各防災関連機関の初動のトリガーであるた

め、気象レーダーにより DMH の気象現象の監視能力を向上することが強く求められている。「ミ」国

大統領は、このような状況を踏まえ、2012 年 7 月 31 日付でチャオピュー、ヤンゴン及びマンダレー

に気象レーダー観測所を設置することを承認している。 

しかし、気象レーダー等の施設建設及び機材調達・据付け等に必要となる資金と技術の不足により、

「ミ」国独自で実施することは困難である。2012 年 4 月 21 日に行われた「ミ」国と我が国の首脳会

談において、今後の我が国の「ミ」国支援について協議され、自然災害から国民を守るために「ミ」

国の気象分野の向上が必要不可欠であるという両国共通の認識が示された。これを受けて、我が国政

府は、気象観測機材整備に向けた準備調査の実施を決定し、JICA は 2012 年 6 月 17 日から 8 月 24 日

まで準備調査団を現地に派遣した。同調査団は、現地にて「ミ」国政府及び気象局関係者と要請内容

について協議し、プロジェクトの実地調査、関連資料等をもとに、DMH の機材運用・維持管理能力、

最適機材配置計画等の様々な観点から、最適な機材内容、規模・数量を検討した。 

これを基に JICA は、2013 年 1 月 4日から 1月 12 日まで概略設計概要説明調査団を「ミ」国に派遣

し、概略設計案の説明及び協議を重ねた結果、本プロジェクトの目的や効果を鑑み最終的に以下の項

目が必要である旨が確認された。各項目について国内において解析を行った結果、次の表に示したも

のが概略設計の対象項目となった。 

表 1  概略設計の対象項目 

内容 

DMH ネピドー 

早期警報 

センター 

チャオピュー

気象レーダー

観測所 

ヤンゴン 

気象レーダー

観測所 

マンダレー 

気象レーダー

観測所 

ヤンゴン 

国際空港 

航空管制塔 

自動気象 

観測所 

機材調達・据付       

Sバンド固体化電力増幅式気象

ドップラーレーダーシステム

（バックアップシステム、耐雷

設備、メンテナンス用機器及び

スペアパーツ等を含む） 

- 1 式 1 式 1 式 - - 
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気象レーダーデータ表示シス

テム 
1 式 1 式 1 式 1 式 5 式 - 

気象データ衛星通信システム 1 式 1 式 1 式 1 式 - - 

気象データ通信システム - - 1 式 - 1 式 - 

自動気象観測システム 
1 式 

(気象データ管理シ

ステム) 

- 
1 式 

(気象データ管理シ

ステム) 

- - 30 式 

施設建設       

気象レーダー塔施設建設 - 1 棟 1 棟 1 棟 - - 

ソフトコンポーネント  1 式    

なお、本プロジェクトの工期は、約 42 ヶ月（実施設計：約 5ヶ月、施設建設：約 37 ヶ月、機材調

達及び据付工事: 約 41 ヶ月）、概略事業費は 38.58 億円（日本国側 38.45 億円、「ミ」国側 0.13 億円）

と見込まれる。 

本プロジェクトの推定直接・間接裨益人口は、「ミ」国 2012 年の全人口概算で約 6,300 万人である。

「ミ」国の人口増加率は、年平均 2％であり、10 年で 2割人口増加する計算となり、今後、裨益人口

も増加するものと推測される。また気象ドップラーレーダー画像の情報は、「ミ」国のヤンゴン国際

空港においても安全航行のために利用される計画であるため、空港を離発着する国内・国際民間航空

機を利用する約 2.5 百万人／年の旅客の安全にも寄与するものと考えられる。 

 

前述の両国首脳会談（2012 年 4 月 21 日）において、今後の我が国の「ミ」国支援の基本方針は、 

① 国民の生活向上のための支援、 

② 経済・社会を支える人材の能力向上や制度の整備のための支援、 

③ 持続的経済成長のために必要なインフラや制度の整備等の支援、の 3点に定められた。 

この中で、「①国民の生活向上のための支援」の具体例として、自然災害から国民を守るための「気

象観測装置の整備に向けた調査」が挙げられている。 

本プロジェクトは、「ミ」国に気象ドップラーレーダーシステム、気象データ表示システム及び気

象データ通信システムを投入するとともに、人材育成を実施して、サイクロンや大雨などの災害を引

き起こす気象現象の監視能力を強化させることにより、「ミ」国及びベンガル湾諸国のサイクロン情

報や気象予警報が向上され、自然災害による被害の軽減に寄与することを目標とするものである。サ

イクロンにより「ミ」国のみならず、周辺国（地域）にも人的、社会経済的に甚大な被害を被ってき

た歴史と、今後、一層加速するであろう地球温暖化による気候変動への影響を踏まえると、本プロジ

ェクトは、広く人々の生活向上及び社会経済全体に裨益するものと考える。 

本プロジェクトで導入が計画されている固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステムで既

に実用され且つ技術が確立されているもの、観測精度、信頼性、耐久性が気象観測業務に耐えうるも
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のとして確認されているものは、日本製以外にはない。また現在までに、我が国の無償資金協力によ

り整備され、途上国において稼動している日本製気象レーダーシステムの殆どが、長年に渡り良好に

稼働していることから、世界的にも日本製気象レーダーシステムに対する信頼度が高く、世界気象機

関（WMO）も、特に運用維持管理の面で問題が多い途上国においては、日本製気象レーダーシステム

が最適であることを明言している。 

前述のように、本プロジェクトの効果や先方の組織能力等を総合的に検討した結果、本プロジェク

トを実施する意義は極めて高い。サイクロン及び危険な気象現象により「ミ」国のみならず、周辺国

（地域）にも人的、社会経済的に甚大な被害をもたらした歴史と、今後、一層加速するであろう地球

温暖化による気候変動への影響を踏まえると、本プロジェクトは、広く人々の生活向上及び社会経済

全体に寄与するものである。 

気候変動の問題は、人類の生存基盤の持続性自体を脅かす大きな脅威であり、先進国、開発途上国

が協調して取り組まなければならない課題である。地球温暖化が進むにつれて、サイクロンによる風

速・降水量が増加するため、1つのサイクロンによる被害の規模が増大するものと考えられている。 

以上の内容により、本プロジェクトの妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。また

DMH の運用維持管理費が軽減できるよう、本プロジェクトの機材・施設設計に当たり交換部品や消耗

品を最小限とし、最も大きなウェイトを占める電気代を極力抑える設計を採用するなどの技術的な対

応を行った。その結果、本プロジェクト実施に必要な初度経費及び運用維持管理費も十分確保できる

見込みである。本プロジェクトの効果や先方の組織能力等を総合的に検討した結果、本プロジェクト

を実施する意義は極めて高く、我が国の無償資金協力により「ミ」国の気象監視能力が向上され、「ミ」

国とベンガル湾地域の国々の防災機関の連携が強化されることは、我が国の国際協力として極めて意

味深いことと考える。 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

 

１－１  当該セクターの現状と課題 

 

１－１－１ 現状と課題 

 

ミャンマー国（以下「ミ」国）は、ベンガル湾とアンダマン海に面して約 2,400 キロの海岸線を有

している。国民の大多数が、河川の洪水により氾濫する肥沃な平野もしくは高潮やサイクロンなどの

負の気象現象に脅かされている沿岸部に生活の場を構えている。そのためサイクロン及び暴風雨等に

よる災害の被害は、「ミ」国の経済・開発活動を阻害する要因となっている。とりわけ「ミ」国にお

いて甚大な被害をもたらすサイクロンは、主としてベンガル湾沿いに極めて大きな被害を与えており、

被災者及び被害総額は計り知れない。 

右の図に示したように、世界で発生するサイ

クロンの約 5%がベンガル湾で発生する。ベンガ

ル湾で発生するサイクロンは、時に勢力が強大

となり、またサイクロンの襲来時が満潮時と重

なり、ベンガル湾地域の国々に想像を絶する甚

大な被害を及ぼす。ベンガル湾地域におけるサ

イクロン対策の主要メンバーは、インド、バン

グラデシュ、「ミ」国である。 

「ミ」国を襲うサイクロンは、ベンガル湾の南部に発生した熱帯

低気圧が発達しながら北上した後東寄りに転向し、サイクロンとな

って上陸するコースをとるのが一般的である。海水温が高いベンガ

ル湾は、サイクロンの急激な発達を加速するには最適な場所である。

発達したサイクロンは強風（最大風速 53m/s（120 マイル/h）以上）、

強雨（130mm（5 インチ）以上/24 時間）、高潮（3m（10 フィート）以

上）の 3 つの破壊的な力を同時に出現させる。特にサイクロンによ

る高潮被害の主原因は上陸地点となるベンガル湾沿岸部地域の脆弱

さによるところが大きい。毎年、約 10 個の熱帯低気圧がベンガル湾

で発生し（内、約 6 個はサイクロンに発達）、プレモンスーン期の 4

～5 月とポストモンスーン期の 10～11 月は勢力が大きく、寿命も長

い。またモンスーン期である 6～9 月に発生する熱帯低気圧は勢力が小さく、その寿命も短い。右上

の表のように、「ミ」国におけるサイクロンの月別襲来率は5月が 30％と最も高く、続いて4月の 19%、

表2  「ミ」国に襲来したサイク

ロン（1887年～2005年） 
月 襲来数 月別襲来率（%）

1月 2 2 

2月 1 1 

3月 - - 

4月 15 19 

5月 24 30 

6月 1 1 

7月 - - 

8月 - - 

9月 - - 

10月 14 18 

11月 14 18 

12月 9 11 

合計 80 100 

出典：DMH

17% 11% 

38% 

5% 

9% 10% 

1% 

9% 

ミャンマー 

図 1  世界で発生したサイクロン 
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10 月及び 11 月の 18%となっている。つまり、「ミ」国には勢力が大きく寿命の長いサイクロンが襲来

するケースが多いということになる。 

ミャンマー気象水文局（ Department of Meteorology and 

Hydrology、以下 DMH）は、サイクロン災害を軽減するためのタイム

リーで正確な予警報を提供する役割を担うことを国民から期待さ

れているが、サイクロン監視に最も重要な位置にある「ミ」国西部

のベンガル湾沿いにあるチャオピューの「ミ」国唯一の気象レーダ

ーシステム（1979 年に WMO/UNDP によって米国製気象レーダーが設

置された）は老朽化が著しく 2004 年に稼動が完全に停止した。そ

のため、DMH は洋上のサイクロンを監視し、毎時間刻々と変化する

サイクロンや暴風雨の強さや中心位置、進行方向を知ることができ

ず、気象予報業務の中枢である DMH ネピドーやヤンゴンに対して必

要な情報の提供が何らできない。加えて各既設気象観測所での観測

は、3 時間毎のマニュアル観測であり、観測毎の全ての観測データ

の収集に 1 時間以上の時間を費やしていることから、DMH ネピドー

本局にある早期警報センターにおいて、洪水や土砂災害を多発させ

る大雨を迅速且つ定量的に把握することができない状況である。 

2006 年 4 月 29 日にサイクロン「マラ」(2005 年にアメリカを襲ったハリケーン「カトリーナ」と

同等規模）が「ミ」国に襲来して甚大な被害を及ぼしているが、DMH がサイクロン監視を行えていな

かったことも、被害を大きくした一因であると言われている。また我々の記憶にも新しいサイクロン

「ナルギス」は、約 14 万人の死者・行方不明者を出す未曾有の人的被害に加え、経済活動の中心で

ある南部デルタ地帯に上陸し、地域住民の生活・生産活動を壊滅させ、更に国全体の社会経済活動を

麻痺させる（ASEAN 事務局発表：被害総額は約 40 億ドル）甚大な被害をもたらした。「ミ」国におい

て、最も大きな被害をもたらすサイクロンをより速く且つ的確にその発生・勢力・動向を把握するに

は、ベンガル湾岸全域を監視範囲に置く、気象レーダーシステムによる監視網が不可欠である。過去

30 年間に「ミ」国に上陸したサイクロンは下表の通りであり、進路は次頁の図に示している。 

表 3  「ミ」国に上陸したサイクロン（1981 年～2010 年） 

年 月日（発生～消滅） 名前 
3 分間平均 

最大風速（Km/h)

最低気圧

（hPa）
死者 被害者 

被害額

（US$百万）

2010 年 10 月 21 日～10 月 23 日 Giri 195 950 45 260,049 57 

2008 年 4 月 27 日～5 月 3日 Nargis 165 962 138,373 2,420,000 4,000 

2006 年 4 月 25 日～4 月 29 日 Mala 185 954 37 60,106 - 

2004 年 5 月 17 日～5 月 19 日  165 952 600 25,000 30 

2003 年 5 月 10 日～19 日  115 982 80 - 15 

1994 年 4 月 29 日～5 月 2日  215 940 17 64,970 10 

1992 年 5 月 17 日～5 月 19 日  65 992 27 - 23 

1982 年 5 月 1 日～5月 4日  233 - 11 36,000 - 

 出典：DMH

チャオピュー気象レーダー観測所

チャオピュー気象レーダー観測所

より見たベンガル湾
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2000 年以前は、約 3～4 年に 1 度の頻度でサイ

クロンが「ミ」国沿岸部に上陸したが、2000 年以

降は、毎年のように「ミ」国沿岸部に上陸してい

る。いずれのサイクロンにおいても死者が出てお

り、被害者数、被害額ともに甚大である。中でも

2008 年に上陸したサイクロン「ナルギス」の被害

は突出している。右図から分かるように、「ナルギ

ス」は「ミ」国の南端をなぞるように東進し、エ

ーヤワディ・デルタ地帯を直撃した。エーヤワデ

ィ・デルタの周辺地域は人口が集中し、経済活動

の中心であるため、死者・行方不明者 13 万 8 千人

以上、被害者数 240 万人以上、被害額は円高のレートで換算しても約 3,200 億円（1ドル＝80 円）に

のぼり、「ミ」国全体の社会経済活動が麻痺するような甚大な被害となった。最近では、2011 年 10

月にバングラデシュと「ミ」国の国境付近に上陸した熱帯低気圧の影響で、マグウェ管区、マンダレ

ー管区を中心に鉄砲水被害が発生し、死者・行方不明者 161 人、2,650 世帯、35,000 人以上が被災し

た。（熱帯低気圧のため表 3には記載されていない）。 

以下に 2008 年のサイクロン「ナルギス」の詳細を記した。 

表 4  サイクロン「ナルギス」の詳細 
日時 特徴 被害状況 

2008年4月27日～

5月3日 

 

5 月 2 日、 

「ミ」国、エーヤ

ワディ・デルタに

上陸 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜特徴＞ 

1. 進路：「ミ」国を襲来するサイクロンはベンガル

湾を北～北東に進むことが多いが、「ナルギス」

は東進した。上空の偏西風帯（通常は北緯 25°

付近）が北緯 15°付近に南下しており、「ナル

ギス」は、この偏西風に乗って東進したとみら

れる。 

2. 急速に発達：「ナルギス」の進路付近の海面水温

が平年と比べて 0.2～0.6℃高かったため、急速

に発達したとみられる。上陸までの 24 時間に、

日本の台風ランクでいえば、強い台風から猛烈

な台風に発達した。 

 

DMH 発表の最大風速（1分間平均）：150 マイル/h

（67m/s） 

総降水量：500～600mm（推定値） 

死者・行方不明者数：138,373 人 

被災者数：2,420,000 人（全人口の約 5%）

被害総額：4,000（US$百万） 

 
＜被害理由＞ 
最も気圧の低いサイクロンの中心が「ミ」国

の南岸沿いを進んだ。気圧低下による海水の

吸い上げ効果（気圧降下による高潮）と、強

い南風による吹き寄せ効果で高潮（風成高

潮）が発生。エーヤワディ・デルタの入り汲

んだ地形が高潮の被害を拡大させた。又、エ

ーヤワディ・デルタ地区には全人口の約半数

が集中していることも死者・被災者数の増加

に繋がった。 

 
 

エーヤワディ・デルタの地形 

 
「ナルギス」の雲画像及び進路 

図 2  「ミ」国に上陸したサイクロン経路図 

（1981 年～2010 年） 

2008 Nargis 

2006 Mala 

1982 

2004

1994 

2010 Giri 

Yangon 

1992 
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Yangon 
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平均経路 
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＜サイクロンの上陸地点南下傾向＞ 

近年、バングラデシュのチッタゴンから「ミ」国にかけてのベンガル湾沿岸において、サイクロンの

上陸地点南下傾向が見られる。下表は 1991 年～2000 年及び 2001 年～2010 年の 10 年ごとのサイクロン

の上陸数を示している。また表中の図に描かれている矢印は、1991 年～2000 年及び 2001 年～2010 年の

サイクロン経路をそれぞれ平均化して表したものである。 

 

シットウェーより北部地域へ上陸し

たサイクロンは、1991 年～2000 年（10

年間）で 7個、2001 年～2010 年（10 年

間）では 2 個だった。一方、シットウ

ェー及びシットウェーより南部地域に

上陸したサイクロンは、1991 年～2000

年は1個だったのに対し、2001年～2010

年は 5 個と南部地域に上陸する確率が

高くなっている。上陸地域の変化は、

サイクロンの転向点（東寄りに向きを

変える地点）が南下しているためであ

るという見方もある。今後もこの傾向

が続けば、海抜が極めて低く、高潮（サ

イクロンによる風成高潮＋気圧降下に

よる高潮）による甚大な被害が極めて

発生しやすい地形条件のシットウェー

以南地域への上陸が増え、2008 年のサ

イクロン「ナルギス」の悪夢を「ミ」国が再び見なくてはならない可能性も考えられる。そのためチャ

オピューやヤンゴンに気象レーダーシステムを構築して、ベンガル湾沿岸域でのサイクロンの監視能力

表 5  ベンガル湾沿岸（チッタゴン～「ミ」国）のサイクロン上陸数 

上陸地域 
サイクロン上陸数  

1991 年～2000 年 2001 年～2010 年

シットウェー以北地域 7 2 

 

シットウェー及び 

シットウェー以南地域 
1 5 

ベンガル湾沿岸（チッタゴン～「ミ」

国）のサイクロン上陸総数 
8 7 

風成高潮＋気圧降下による高潮 

サイクロンの目 

風成高潮 

気圧降下による高潮 

図 4  サイクロンによる風成高潮と気圧降下による高潮 

図 3  サイクロンの風成高潮＋気圧降下による高潮により甚

大な被害が発生する可能性がある危険地域 
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を強化し、DMH が迅速に精度の高いサイクロン予警報を国民へ発表することが重要である。 

＜洪水多発地域＞ 

「ミ」国ではモンスーン期中盤の 8月から 10 月にかけて大雨による洪水（鉄砲水や土砂災害を含

む）が多発する。「ミ」国で発生する洪水は、次のように 4つに大別される。 

 河川氾濫による洪水（riverine floods） 

 河川の上流側山地で1～3日間程度の集中豪雨によって発生する鉄砲水（flash flood） 

 地盤の高い水飽和度と低浸透性、排水システム等のインフラ設備が乏しい等の要因の組み合わ

せにより都市部で局所的に発生する洪水、あるいは農村地域でダムや堰、堤防が決壊すること

によって発生する局所的な洪水（localized floods） 

 サイクロンや高潮により沿岸地域で発生する洪水（flooding due to cyclone and storm surge） 

近年はモンスーン期間が短くなっている傾向であるが、大雨（集中豪雨等）の降る回数は増加して

いる。「ミ」国は、主要都市や経済的に重要な地域が主要河川沿いに位置していること、最大河川の

エーヤワディー河をはじめとする多数の大小河川が網の目のごとく流れていること、更に北部には急

峻な山岳地帯が連なっていることから、洪水の多発や被害を受ける高い潜在性を有している。全国各

地で洪水または土砂災害が発生しているが、特に国土の 6割を占め人口が密集しているエーヤワディ

ー河川流域における洪水多発地域とその発生原因を下表にまとめた。 

表 6  エーヤワディー流域における洪水多発エリアと発生原因 
 モンスーン期の上流

域の大雨 
モンスーントラフに

よる短時間強雨 
北部山岳地帯の夏季

の雪解け水 
サイクロンの暴風

北部山沿い 河川氾濫 鉄砲水 鉄砲水  

中部内陸部 河川氾濫 都市部の内水氾濫 － － 
南部デルタ地帯 河川氾濫 都市部の内水氾濫 － 高潮氾濫 

この他、南シナ海からインドシナ半島に上陸した台風が風速を落としつつも西進し、ラオスから

「ミ」国東部に大雨をもたらし、「ミ」国東部タンルウィン河域で洪水が発生することもある。 

＜気候変動に伴う災害発生頻度予測＞ 

右図は、地球温暖化が引き起こす気候変動

に伴って今後予想される災害発生頻度（サイ

クロン／強風、洪水／高潮、集中豪雨）を表

している。全ての災害の発生頻度が最も高い

ものと予想される地域は、経済活動の中心で

あるヤンゴンが位置する南部デルタ地帯及

図 5  気候変動による災害発生頻度予測 

災害発生頻度レベル 高    中    低 

サイクロン／強風 洪水／高潮 集中豪雨

出典：DMH 
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びベンガル湾沿岸域であり、また北部地域は洪水の発生頻度が最も高いものと予想されている。 

 

１－１－２ 開発計画 

2011 年 3 月の「ミ」国新政権発足後、防災対策を効果的に実施するために、国の開発計画の一端と

して、国家平和発展評議会の安全保障管理委員会の指針に基づき、自然災害防止・救済・再定住中央

委員会が設置された。毎年のようにサイクロンや鉄砲水、洪水による被害を受けていることから、こ

れまでに引き続き「ミ」国政府の防災への意識は極めて高い。自然災害軽減のため、自然災害に対す

る対応能力、防災体制強化が推し進められているほか、貧困削減の観点からも貧困層のリスクを緩和

するための効果的な災害対策が促進されている。 

「ミ」国においてサイクロンや鉄砲水、洪水による被害を軽減するには、精度の高い気象情報・警

報を各防災組織、地方政府、マスメディア等へ迅速に伝達することが重要である。DMH からの情報は

各防災関連機関の初動のトリガーとなるため、災害を引き起こす可能性がある気象現象の監視能力の

向上が強く求められている。2012 年 7 月 31 日付で「ミ」国大統領が、チャオピュー、ヤンゴン及び

マンダレーに気象レーダー観測所を設置することを承認している。 

 

 

１－１－３ 社会経済状況 

下図は「ミ」国における GDP 成長率である。世界の災害史に残るであろう壊滅的な被害をもたらし

たサイクロン「ナルギス」が襲来した2008年は、それまで10％以上を維持していたGDP成長率が 3.59%

まで落ち込んだ。この事例は、サイクロン等の気象災害がもたらす被害が、「ミ」国全体の経済発展

に大きな負の影響を及ぼすことを示している。 
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サイクロン「ナルギス」 
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最大風速 150 ﾏｲﾙ/h（1 分間平均）

被害額 4,000（US$百万） 

図 6  「ミ」国の GDP 成長率年間推移と気象災害 

出典：IMF 
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１－２  無償資金協力の背景・経緯及び概要 

2012 年 4 月 21 日に行われた両国首脳会談において、我が国の「ミ」国支援について協議された。

自然災害から国民を守るために「ミ」国の気象分野の向上が必要不可欠であるという両国共通の認識

が示されたことから、日本国政府は、気象観測機材整備に向けた準備調査の実施を決定し、JICA は

2012 年 6 月 17 日から 6月 30 日及び 7月 14 日から 8月 24 日まで準備調査団を現地に派遣した。同調

査団は、現地にて「ミ」国政府及び気象局関係者と要請内容について協議し、プロジェクトの実地調

査、関連資料等をもとに、DMH の機材運用・維持管理能力、最適機材配置計画等の様々な観点から、

最適な機材内容、規模・数量を検討した。また「ミ」国政府は、準備調査団との協議を踏まえ、2012

年 11 月 2 日に公式に、我が国の無償資金協力による本プロジェクトの実施を要請してきた。 

これを基に JICA は、2013 年 1 月 4日から 1月 26 日まで概略設計概要説明調査団を「ミ」国に派遣

し、概略設計案の説明及び協議を重ねた結果、本プロジェクトの目的や効果を鑑み最終的に以下の項

目が必要である旨が確認された。各項目について国内において解析を行った結果、次の表に示したも

のが概略設計の対象項目となった。 

表 7  概略設計の対象項目 

内容 

DMH ネピドー 

早期警報 

センター 

チャオピュー

気象レーダー

観測所 

ヤンゴン 

気象レーダー

観測所 

マンダレー 

気象レーダー

観測所 

ヤンゴン 

国際空港 

航空管制塔 

自動気象 

観測所 

機材調達・据付       

Sバンド固体化電力増幅式気象

ドップラーレーダーシステム

（バックアップシステム、耐雷

設備、メンテナンス用機器及び

スペアパーツ等を含む） 

- 1 式 1 式 1 式 - - 

気象レーダーデータ表示シス

テム 
1 式 1 式 1 式 1 式 5 式 - 

気象データ衛星通信システム 1 式 1 式 1 式 1 式 - - 

気象データ通信システム - - 1 式 - 1 式 - 

自動気象観測システム 
1 式 

(気象データ管理シ

ステム) 

- 
1 式 

(気象データ管理シ

ステム) 

- - 30 式 

施設建設       

気象レーダー塔施設建設 - 1 棟 1 棟 1 棟 - - 

ソフトコンポーネント  1 式    

 

 

１－３  我が国の援助動向 

2003 年、アウン・サン・スー・チー女史が「ミ」国政府当局に拘束されて以降、我が国は、緊急性

が高く、真に人道的な案件等の例外を除き、新規の経済協力を基本的に停止してきた。しかしながら

「ミ」国政府は 2010 年、総選挙を実施してスー・チー女史の自宅軟禁措置を解除したほか、2011 年

には民政移管も行い、「ミ」国の民主化に向けた前向きな動きが見られるようになった。我が国は民
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主化及び人権状況の改善を見守りつつ、「ミ」国民が直接恩恵を受ける基礎生活分野の案件を中心に

「ミ」国に対する経済協力を検討・実施することとした。 

以下は、2010 年度に実施された我が国の無償資金協力及び技術協力である。 

＜無償資金協力＞ 

 サイクロン被害に対する緊急無償資金協力（国連世界食糧計画：WFP 経由） 

 食糧援助（WFP 経由） 

 草の根・人間の安全保障無償資金協力 

 NGO 連携無償資金協力 

＜技術協力＞ 

 保健、医療、教育、農業、麻薬対策等を中心とした人材育成に対する協力 

 「農民参加による優良種子増殖普及システム確立計画プロジェクト」 

 「主要感染症対策プロジェクト」等 

2012 年 4 月 21 日に行われた両国首脳会談において、今後の我が国の「ミ」国支援について協議さ

れ、基本方針は、 

① 国民の生活向上のための支援、 

② 経済・社会を支える人材の能力向上や制度の整備のための支援、 

③ 持続的経済成長のために必要なインフラや制度の整備等の支援の 3点となった。 

この中で、「①国民の生活向上のための支援」の具体例として「気象観測装置の整備に向けた調査」

が挙げられており、自然災害から国民を守るために「ミ」国の気象分野の向上が必要不可欠であると

いう両国共通の認識が示されている。 

 

 

１－４  他ドナーの援助動向 

他ドナーによる「ミ」国気象分野（DMH）に対する援助活動は、以下の通りである。本プロジェク

トと重複した援助計画はない。 

表 8  その他のドナーの支援 
援助国・援助組織 年 プロジェクト実施機関 プロジェクト費用 内容 

世界気象機関 2007 WMO/VCP プログラム - 
グローバル通信システム：1 セット、メ

ッセージ交換：1セット 

タイ 2008 
タイ王国エネルギー省・代エ

ネ・効エネ局 
米ドル 61,510 ソーラー測定装置：5セット 

中国 2009 中国気象局 米ドル 18,056.90 温度計及びコンピュータ：2セット 

シンガポール 2010 シンガポール地球観測研究所 米ドル 100,779 全地球測位システム：1セット 
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タイ 2011 タイ国際開発協力機構 
タイバーツ

37,162,271.02 
ラジオゾンデ及び地上気象観測システム

中国 2011 
中国気象局 

（WMO/VCP プログラム） 
- CMA キャスト（ソフトのインストール）

シンガポール 2011 シンガポール地球観測研究所 米ドル 106,806 全地球測位システム：56 セット 

タイ 2011 タイ国際開発協力機構 
タイバーツ

37,162,271.02 

地上気象観測機器：20 セット、スタンド

付雨量計：20 セット、高層ラジオ経緯儀

システム：1セット、電源：2 セット、自

動付随装置：1 セット、メンテナンスツ

ール：2セット 

中国 2011 中国気象局 米ドル 10,800.00
気象衛星データ受信システム、CMA キャ

スト及び MICAPS 3.1 システム：1セット

中国 2012 中国地震局 中国人民元 77,670

蓄電池：16 セット、ソーラーパネル：16

セット、フレーム：2 セット、単一チャ

ンネルビデオエンコーダー：2 セット、

IR ドームカメラ：2 セット、IPhone：3

セット 
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

 

２－１  プロジェクトの実施体制 

 

２－１－１ 組織・人員 

「ミ」国の気象業務を行なう唯一の政府機関である DMH の主管官庁は、運輸省である。DMH の現在

の正職員数は、見習い期間中の職員を含めて全部で 115 名である。DMH の組織構成概略は以下の通り

となっている。DMH 本局はネピドーにある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜DMH の気象予報業務＞ 

 DMH の予報業務体制 

現在、DMH の気象課には 62 名が在籍している。気象

課は、天気予報セクション、気象記録セクション、長

期予報及び気候セクション、資料室、放送室及び調査

開発セクションに分かれており、各セクションの職員

数は右表の通りである。 

 

天気予報セクションは 24 時間勤務の日夜勤、7時間勤務の日勤があり、いずれも 3交代制で業務を

行っている。サイクロン襲来時や豪雨等の災害を引き起こす可能性のある天候の場合には、気象現象

により予報官を増員し、気象現象の監視強化や迅速な予警報の発表等に対応している。予報官、予報

補佐官及び観測員の人数は下表に示した通りである。 

表 9  DMH 気象課各セクションのスタッフ数
セクション名 人数 

天気予報セクション 40 

気象記録セクション 10 

長期予報及び気候セクション 4 

資料室 2 

放送室（ネピドー） 3 

調査開発セクション 3 

合計 62 

 

管理課課長 水文課課長 気象課課長 

長官室室長 

補佐官 

ミャンマー上部管区
気象台台長 

長官 

副長官 

補佐官 補佐官 補佐官 補佐官 補佐官 補佐官 補佐官 補佐官 

9 つの州
及び県 

管理及び

会計課 
地震課 水文課気象測器及

び通信課

農業気象
課 

気象課 航空 

気象課 

5 つの州
及び県 

ミャンマー下部管区
気象台台長 

図 7  気象水文庁の組織図
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 DMH の通常天気予報 

DMH から発表される天気予報の種類及び発表時間は下表の通りである。天気予報は、通常天気予報

が 1 日 4 回、航空気象が 30 分毎、海上気象が 1 日 2 回発表される。このほか、沿岸予報や飛行場予

報等がある。また、サイクロン等により荒れた天気が予想される場合は、悪天情報が 1日 2回発表さ

れる。 

表 11  気象予報 
天気予報 発表頻度 発表時間 

  予報地域   

天気予報 

通常天気予報 「ミ」国 4 回／日 7 時／12 時／16 時／19 時（現地時間）

航空気象 国内／外 30 分毎 

海上気象 「ミ」国沿岸地域 2 回／日 10 時 30 分／14 時（現地時間） 

沿岸予報 

航路予報 

ラカイン沿岸地域、 
デルタ～モン～タニンタ

イ沿岸地域 

1 回／日 10 時 30 分（現地時間） 

港 

ベンガル湾（北東部／北

西部／中西部／中東部／

南西部／南東部）、アンダ

マン海（北部／南部） 

1 回／日 

ミャンマー語 10 時 30 分（現地時間）

または英語 14 時 00 分（現地時間）

（気象状況により 6時間毎） 

海上予報 

船舶速報 なし   

暴風／サイクロン襲来時の警報に対する

付加事項 
  

 港名   

港湾予報 

シットウェー（Sittwe）／チャオピュー

（Kyaukphy）／サンドウェ（Thandwe）／

パテイン（Pathein）／ココ島（CoCo 

Island）／ヤンゴン（Yangon）／モーラミ

ャイン（Mawlamyine）／ダウェイ（Dawei）

／ミェイ（Myeik）／カウタウン

（Kawthoung） 

スコール／サイク

ロン時に発表 
0 時／3時／12 時（世界標準時） 

サイクロン警報による 

 空港名 

2 回／日 0 時／12 時（世界標準時） 
飛行場予報（TAF） 

ヤンゴン国際空港 

タダウー（Tada-U）国際空港（マンダレー）

飛行予報 ヤンゴン国際空港で主に発表 4 回／日 0時／6時／12時／18時（世界標準時）

上記以外の特別天気予報 

悪天情報（SIGMET）の発表（TC SIGMET：トロピカルサイクロ

ン、WS SIGMET：熱帯暴風雨） 

2 回／日 6 時 30 分／18 時 30 分（現地時間）

現地時間＝世界標準時＋6時間 30 分

 

表 10  DMH 本局天気予報セクション勤務体制 

 開始時刻 勤務時間 
要員数 

予報官 予報補佐官 観測官 

日夜勤 1 10:00 a.m. 24 時間 1 2 2 

日夜勤 2 10:00 a.m. 24 時間 1 2 2 

日夜勤 3 10:00 a.m. 24 時間 1 2 2 

日勤 1 9:30 a.m. 7 時間 - 4 2 

日勤 2 9:30 a.m. 7 時間 - 4 2 

日勤 3 9:30 a.m. 7 時間 - 4 2 

緊急時(*) 気象現象による 気象現象による 気象現象による 気象現象による 気象現象による

(*)サイクロン等の悪天候時
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DMH から配信されるプロダクトは下表の通りである。予報は、通常天気予報以外に中期予報、季節

予報があり、新聞やテレビ等のマスメディアを通じて一般市民に伝達される。警報の種類は、サイク

ロン、高潮、大雨、高温／低温、港湾、濃霧／雷雨がある。 

表 12  気象プロダクト配信 
気象プロダクト プロダクト名 ユーザー名 配信方法 

予報 
通常天気予報、中期予報、季節予報 一般市民、上級機関、部局、メディア 

新聞／テレビ／ウェブペ

ージ／ホットライン／ラ

ジオ／FM ラジオ 

特別予報 上級機関と特定顧客のみ テキスト／ファックス 

情報 
記録更新、特別予報 一般市民、上級機関、救済再定住局、 

地方自治体 

電話／ファックス／テキ

スト 特別天気速報 

注意報 ターミナル飛行場予報 
国内線、地方の気象官署、 

地方の空軍基地 

ラジオ／トランシーバー

／ファックス／ファック

ス／地図／チャート 

警報 

サイクロン 

一般市民、上級機関、救済再定住局、

地方自治体 

新聞／テレビ／ウェブペ

ージ／ホットライン／ラ

ジオ／FM ラジオ 

高潮 

大雨 

高温／低温 

港湾警報 海軍、港、漁師、地方港事務所 ファックス 

濃霧／雷雨 航空交通管制部、航空業務 
ファックス／電話／国際

航空固定通信網 
 

 DMH の水文情報及び洪水予報 

DMH の水文課では、30 ヶ所の水文観測データを用いて、主要 8河川に対して洪水予報を作成してい

る。水文課が作成している水文情報及び洪水予報を以下の表に示した。 

 

表 13  DMH 水文課が発表する洪水情報／予報／警報 

プロダクト名 発表日 予報期間 予報対象 

日水位予報 毎日 1 日間 30 水位観測所（8主要河川対象） 

10 日水位予報 毎月 8、18、28 日 10 日間 20 水位観測所（ｴｰﾔﾜﾃﾞｨｰ川及びﾁﾝﾄﾞｳｨﾝ川対象）

1ヶ月水位予報 毎月 28 日 1 ヶ月間 

低水位期は 20 水位観測所（ｴｰﾔﾜﾃﾞｨｰ川及びﾁﾝﾄﾞ

ｳｨﾝ川対象） 

モンスーン期は30水位観測所（8主要河川対象）

水位に関する重要情報 プレモンスーン期 水位上昇度合いによる 20 水位観測所（ｴｰﾔﾜﾃﾞｨｰ川及びﾁﾝﾄﾞｳｨﾝ川対象）

洪水警報及び情報 モンスーン期 水位上昇・下降度合いによる 30 水位観測所（8主要河川対象） 

最低警戒水位及び情報 低水位期 水位下降度合いによる 7 水位観測所（ｴｰﾔﾜﾃﾞｨｰ川及びﾁﾝﾄﾞｳｨﾝ川対象）

季節水位予報     

 長期洪水予報 4月28日 モンスーン全期間 

30 水位観測所（8主要河川対象） 
モンスーン前期洪水予報 4月28日 

2 ヶ月間  モンスーン中期洪水予報 6月28日 

 モンスーン後期洪水予報 8月28日 

 

 DMH のサイクロン警報 

サイクロンが発生すると、以下の表に示されるように、海上情報、ストーム情報、ストーム警

報、ストーム情報（影響がなくなった時）の 4 種類のプロダクトが作成・発表され、分かりやす
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いように色区分される。この色区分は、サイクロン「ナルギス」によって甚大な被害を受けた後

に採用されたものである。DMH の現状のサイクロンの監視は、主に気象衛星（METEOSAT）より受

信しているデータと GTS 経由で収集した近隣国のデータ等を用いて、DMH 本局の予報セクション

が実施し、警報を発表している。 

表 14  DMH が発表するサイクロン警報 

プロダクト名 色区分* 発表基準 内容 

海上情報 - 

低圧部がベンガル湾またはアンダマ

ン海上に発生した時。 

低圧部の位置（ベンガル湾及びアンダマン海を 8

つに分けた海域名） 

熱帯低気圧への発達の可能性 

海況、強風、大雨についての警戒情報（警戒地域

を示す） 

ストーム情報

** 
黄 

低圧部がストーム（熱帯低気圧・サイ

クロン）に発達した場合。ただし「ミ」

国沿岸には向かっていない。 

位置（主要都市からの距離）及び予想進行方向 

海況、強風、大雨についての警戒情報（警戒地域

を示す） 

ストーム警報 

オレン

ジ 

低圧部がストーム（熱帯低気圧・サイ

クロン）に発達し、「ミ」国沿岸に向

かっている場合（又は東経 90 度を越

えて東側に入ってきた場合）。 

ストーム（熱帯低気圧・サイクロン）

の位置により、3時間毎に発表。 

位置（主要都市からの距離）及び予想進行方向 

上陸までのリードタイム及び影響地域（熱帯低気

圧・サイクロンの位置による） 

予想最大風速及び影響地域 

海況、強風、大雨についての警戒情報（警戒地域

を示す） 

赤 

ストーム（熱帯低気圧・サイクロン）

が 12 時間以内に「ミ」国沿岸に上陸

（または「ミ」国沿岸から 50～100km

以内に接近）すると予想された場合。

ストーム（熱帯低気圧・サイクロン）

の位置により、1～3時間毎に発表。

位置（主要都市からの距離）及び予想進行方向 

上陸までのリードタイム及び影響地域 

中心付近の予想最大風速及び予想最大瞬間風速 

海況、高潮、強風、大雨、土砂災害についての警

戒情報（警戒地域を示す） 

茶 

ストーム（熱帯低気圧・サイクロン）

がすでに「ミ」国に上陸・通過中の場

合。 

ストーム（熱帯低気圧・サイクロン）

の位置により、1時間毎に発表。 

上陸地域 

中心付近の予想最大風速及び予想最大瞬間風速 

海況、高潮、強風、大雨、土砂災害についての警

戒情報（警戒地域を示す） 

ストーム情報 緑 

ストーム（熱帯低気圧・サイクロン）

がすでに「ミ」国を通過し、影響がな

くなったと判断された時。 

 

* 「色区分」は、2008 年のサイクロン「ナルギス」災害以降に採用された。 

** DMH はサイクロンだけではなく、熱帯低気圧も含めてストーム情報、ストーム警報を発表している。
出典：DMH

 

 

２－１－２ 財政・予算 

「ミ」国の会計年度は 4 月 1 日～翌年 3 月 31 日で、予算要求提出期限は 8 月もしくは 9 月となっ

ている。下表は、「ミ」国会計年度 2008 年度から 2012 年度までの DMH の年間予算の推移及びその内

訳である。年度予算は増加傾向にあり、2012 年度は 2011 年度の 2倍以上となっている。主な内訳は、

人件費、電気代等の光熱費、機材管理費、通信費及び設備投資費であり、2012 年度の設備投資費は大

幅に増加し、2011 年度の約 4倍となっている。 
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表 15  「ミ」国会計年度 
年度始期 年度終期 予算要求提出時期 

4 月 1日 3 月 31 日 8 月/9 月 

 

表 16  DMH の年度予算の内訳 (1,000 チャット)

項目 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 

人件費 344,020 376,158 502,176 527,414 796,202

電気代、燃料代、水道代 63,920 69,856 69,578 76,700 76,700

交換部品調達を含む機材管理費 30,175 25,392 29,617 31,525 31,525

通信費 25,579 49,401 50,470 50,000 50,000

設備投資費 205,479 342,673 236,827 278,970 1,095,368

1) 建設費 

2) 建設費（追加分） 

3) 機械設備費 

4) 機器費（事務所用） 

88,908

-

100,513

12,458

143,976

-

97,172

45,215

104,180 

23,802 

54,565 

38,360 

52,802 

- 

178,711 

1,5980 

650,658

-

394,980

7,000

他の経費 56,004 53,373 65,524 66,350 66,350

総額 725,177 916,853 954,192 1,030,959 2,116,145

 

 

２－１－３ 技術水準 

 DMH には、技術職員が 13 名在籍しており（ネピドー：7名、ヤンゴン：5名、マンダレー：1名）、

気象測器及び通信課（Instrument & Communication Division）に所属している。昨今の気象ドップ

ラーレーダーシステムの運用・維持管理に欠かせないコンピューターのハード及びソフトウェアにつ

いて習熟している技術者も多いことから、コンピューターに依存している信号処理、画像処理及びレ

ーダー制御等への技術的対応には大きな問題はないものと考えている。しかしながら、気象レーダー

システム特有の送信装置（心臓部）、受信信号処理装置及び空中線装置（パラボラアンテナ）等の部

分については、実機を使用した現地研修を主体とした技術移転及び障害チェックや障害発生時の対応

方法等に関する技術支援が必要である。 

 

 

２－１－４ 既存施設・機材 

 

チャオピュー既設気象レーダー塔施設の状況は、添付の写真に示す通りである。既設気象レーダー

塔施設は、定期的に塗装等のメンテナンスが行われていることから、外観からは建物の傷みが判りに

くい。しかしコンクリートの材齢が 33 年を経過しており、補修が行われていない維持管理室を見る

表 17  DMH 技術職員の PC 操作技術 

技術職員数 Linux Microsoft word
Microsoft 

Excel 

Microsoft 

Power Point 

ソフトウェアの

インストール 

ネピドー 7 1 7 7 7 3 

ヤンゴン 5 2 5 5 5 4 

マンダレー 1 - 1 1 1 - 
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と全体的な劣化（雨漏り、コンクリート構造躯体のクラック、クラックから進入した水と潮風による

鉄筋の腐食、内壁・外壁の剥離、金属部及び建築設備機器の塩害による損傷等が確認できている）が

進んでいる。 

 

以下にチャオピュー既設気象レーダー塔施設のコンクリート圧縮強度シュミットハンマー試験及

写真  チャオピュー既設気象レーダー塔施設の現状 
  

発電機室 
剥離したコンクリート壁 

気象レーダー装置室 
コンクリート壁に発生したクラック 

  

気象レーダー機械室 

漏水によって剥離した天井のコンクリート及び朽

ちた照明器具 

レドーム室 
剥離したコンクリートから露出した鉄筋 

  

気象レーダー運用室 
漏水跡 

気象レーダー運用室 
柱に垂直に発生したクラック 
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び構造検討結果を添付する。 

表 18  チャオピュー既設気象レーダー塔施設のコンクリート圧縮強度シュミットハンマー試験結果

測定 

箇所 

シュミット 

ハンマーテスト 棄却域及び採択域 
採択域の

平均(R)

チャオピュー既設気象レーダー塔施設

のコンクリート圧縮強度 
番号 反発度 平均

梁 

及び 

床 

1 32 

28.9

棄却域:平均値の+20％以上

=28.9×1.2=34.7 

採択域 

棄却域:平均値の-20％以下

=28.9×0.8=23.1 

32

30.2 

F=α×(13R-184)/9.8 

 

α=コンクリート材令補正

値、1,000 日以上：α=0.6 

12.77 N/mm2

2 32 32

3 33 33

4 46 46

5 42 42

6 21 21

7 21 21

8 30 30

9 13 13

10 12 12

11 18 18

12 40 40

13 38 38

14 30 30

15 25 25

16 38 38

17 17 17

18 28 28

19 30 30

20 32 32

通常の設計コンクリート強度：21N/mm2

建築工事標準仕様書 コンクリート打設時の品質管理強度：24N/mm2

 

表 19  チャオピュー既設気象レーダー塔施設の現状と構造検討結果 
目視確認調査 

柱 細かな多数のクラックがみられる 

梁 細かな多数のクラックがみられる 

床 細かな多数のクラックがみられる 

壁 
仕上げモルタル表面に多数の大きな水平方向のクラックがあり、その部分からと思

われる漏水による塗装膜の剥離がみられる 

屋上屋根床 
コンクリートクラックからの漏水跡が多くみられ、その部分からと思われる漏水に

よる塗装膜の剥離がみられる 

鉄筋 コンクリートが数カ所剥離して、鉄筋の露出が見られる 

シュミットハンマーコンクリート強度試験結果 

構造部 現状のコンクリート強度：13N/mm2（通常の設計コンクリート強度：21N/mm2） 

総合判定 

現状のまま継続使用するのは危険であるため、チャオピュー既設気象レーダー塔施

設は本プロジェクトには使用できない。気象レーダーシステムを据付けるには、新

たな気象レーダー塔施設建設が必要である。 
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２－２  プロジェクトサイト及び周辺の状況 

 

２－２－１ 関連インフラの整備状況 

＜敷地の調査＞ 

気象レーダー観測所敷地内インフラ概要は以下の通りである。 

表 20  気象レーダー観測所構築の候補地のインフラ整備状況 
 チャオピュー 

気象レーダー観測所 

ヤンゴン 

気象レーダー観測所 

マンダレー 

気象レーダー観測所 

アクセス道路 
幹線道路からサイトまで未舗

装アクセス道路（約 350m） 

レーダー塔建設実施において

の問題はない 

レーダー塔建設実施において

の問題はない 

商用電源（入力電源） - 440V、3 相 4線、50Hz 440V、3 相 4線、50Hz 

上水道設備 井戸水 井戸水と公共水道（不安定） 井戸水 

下水道設備 浄化槽・浸透桝で敷地内処理 浄化槽・浸透桝で敷地内処理 浄化槽・浸透桝で敷地内処理

電話設備 利用不可 利用可能 利用可能 

インターネット接続 利用不可 利用可能 利用不可 

敷地内での携帯電話 利用可能 利用可能 利用可能 

 

表 21  機材設置候補地のインフラ整備状況 
 DMH ネピドー早期警報センター 

（2012 年 8 月より、新しい早期警報センター

の建設工事が開始された） 

ヤンゴン 

国際空港 

アクセス道路 
幹線道路からサイトまで未舗装アクセス道

路（約 200m）:2012 年 8 月現在、建設工事中
アスファルト舗装道路整備済み 

商用電源（主入力電源） 440V、3 相 4線、50Hz 440V、3 相 4線、50Hz 

上水道設備 上水道あり 上水道あり 

下水道設備 浄化槽・浸透桝で敷地内処理予定 浄化槽・浸透桝で敷地内処理 

電話設備 利用可能（予定） 利用可能 

インターネット接続 利用可能（予定） 利用可能 

敷地内での携帯電話 利用可能 利用可能 

 

＜商用電源の安定度＞ 

ネピドーDMH 早期警報センター、チャオピュー気象レーダー観測所、ヤンゴン気象レーダー観測所及びマンダレー

気象レーダー観測所において、電源品質アナライザーにより連続データを記録し、商用電源の安定度調

査を実施した。結果として、24 時間運用を行うには発電機、電圧制御装置等の電源バックアップシス

テムの導入は不可欠である。 

表 22  商用電源安定度 （電源品質アナライザーによる） 

サイト名 
ネピドー 

DMH早期警報センター 

チャオピュー 

気象レーダー観測所 

ヤンゴン 

気象レーダー観測所 

マンダレー 

気象レーダー観測所 

商用電源(電圧:定格) 400V/230V、3相4線、50Hz - 400V/230V、3相4線、50Hz 400V/230V、3相4線、50Hz

電圧 

（V） 

最大値 236.3 - 248.6 227.8 

最小値 199.4 - 188.0 196.0 

周波数

（Hz） 

最大値 50.49 - 50.50 50.50 

最小値 49.54 - 49.65 49.05 

停電頻度 
乾季 1 回/週（約 0.2 時間） - 1 回/月（約 0.5 時間） 2 回/週（約 1 時間）

モンスーン期 3 回/週（約 0.5 時間） - 1 回/月（約 0.5 時間） 1 回/日（約 8 時間）
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２－２－２ 自然条件 

「ミ」国における降水現象は、ベンガル湾からの南西モンスーンやサイクロン、熱帯低気圧だけで

なく、南シナ海からのサイクロン、熱帯低気圧及び中緯度的な上空の気圧の谷や局地的な気象擾乱に

よっても、もたらされている。また 12 月頃～2 月頃（乾季）にも、北東モンスーンの影響を受けて、

降雨現象が発生する。以下の表は、「ミ」国における代表的な降水現象について、その発生時期と詳

細（メカニズムや「ミ」国に及ぼす影響）を記したものである。 

 

表 23  「ミ」国の代表的な降水現象カレンダー 

 

南西モンスーン 

1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月 
            

メカニズム： 
5 月中旬から 10 月中旬にかけて、ベンガル湾上では南西

モンスーンが卓越する。モンスーン強度は、「ミ」国の海

岸における南北の気圧差(ΔP)の大きさにより、6.0hPa 以

上で「強い」、8.0hPa 以上で「非常に強い」と分類される。

モンスーン強度「強い」以上で、沿岸部では大雨が降る。

地形効果により、北部山岳地帯においても豪雨が観測さ

れる。一方、モンスーンの風下となる内陸部では、地形

効果を逆に受け、モンスーンが強まるほど降水量が少な

くなる。 

予想される気象現象： 
大雨： 
 （発生頻度） 

日降水量 30mm 以上の雨：15～20 日/月 
日降水量 100mm 以上の雨：5～10 日/月 

（事例） 
沿岸部：739 mm/日（Taungkok、2011 年 7 月 21 日) 
山岳部：527 mm/日（Hkamti、1989 年 7 月 29 日） 

強風：最大 17～20m/s 
その他：シーズン始めと終わりには激しい雷雨が発生す

る。 

 

各降水現象発生時期 
各降水現象発生ピーク時期
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ベンガル湾からのサイクロン・熱帯低気圧 

1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月 
            

メカニズム： 
「ミ」国では、プレモンスーン期とポストモンスーン期

が、サイクロン・熱帯低気圧シーズンである。この時期、

ベンガル湾の南中部で発生したサイクロン・熱帯低気圧

は、「ミ」国に接近しやすい。サイクロン・熱帯低気圧が

最も上陸しやすい月は 5 月で、4 月・10 月・11 月がそれ

に続く。サイクロン・熱帯低気圧の通過後は南西モンス

ーンが強化され、雨が長引き降水量が多くなることがあ

る。 

予想される気象現象： 
風速：最大 34～45m/s（最大瞬間 50～65m/s） 
大雨：最大 250～350mm/日 
（事例） 

344 mm/日（Rakhine 州 Kyaukpyu、2010 年 10 月 23 日、

サイクロン Giri に伴う） 
256 mm/日（Mon 州 Thaton、2008 年 4 月 30 日、サイ

クロン Nargis に伴う） 
高潮：3～9m（強いサイクロンが、低く平坦なデルタ域

を通過する場合） 
上陸頻度：1.5 年に 1 個 
その他：サイクロンの接近時には、低く平坦なデルタ域

で竜巻が発生することもある。 

 

南シナ海からの台風・熱帯低気圧 

1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月 
            

メカニズム： 
南シナ海上の台風は、ベトナムや中国に上陸した後西進

を続け、台風崩れの雨雲が「ミ」国東部に大雨をもたら

すことがある。この場合、台風が南シナ海にある時点か

ら降雨が始まるため、降雨期間が長くなる傾向にある。

この現象が南西モンスーンの雨と重なった場合、より広

い範囲で大雨が降る。 

予想される気象現象： 
大雨：最大 200～250mm /日 
（事例） 

245 mm/日（Kachin 州 Putao、2002 年 8 月 17 日） 
229 mm/日（Kachin 州 Bhamo、2007 年 8 月 26 日） 

発生頻度：2～3 回/シーズン 
その他：風速は 17m/s 以下 
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雷雨 

1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月 
            

メカニズム： 
「ミ」国では、4 月と 5 月が一年で最も暑い時期である。

これはこの時期、地表面が乾いている上に、日射が強く

かつ長くなるためである。特に内陸部では、摂氏 40 度を

超えることがある。このため午後になると大気の状態が

不安定になり、上空に寒気が入ってくると更に不安定に

なる。このような状況下では、積乱雲が短時間で急発達

し、数時間激しい気象現象をもたらす。 

予想される気象現象： 
大雨（局地的）：最大 200～300mm/日 
（事例） 

306 mm/日（Sagain 州 Kalewa、1981 年 5 月 23 日） 
194 mm/日（Mandalay 州 Meiktila、1989 年 5 月 13 日）

突風：20～30m/s 
最高気温：35～45 度 
（事例） 

47.2 度（Mandalay 州 Myinmu、2011 年 5 月 14 日） 
発生頻度：内陸部ではほぼ毎日 
その他：積乱雲の下では雷、ダウンバースト、雹も発生

 

中緯度的な上空の気圧の谷 

1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月 
            

メカニズム： 
北半球の冬季は中緯度上空の偏西風が時々大きく南下す

るため、「ミ」国では乾季またはプレモンスーン期に中緯

度的な気象擾乱の影響を受ける。 

予想される気象現象： 
大雨：最大 50～100mm/日 
（事例） 

97 mm/日（Rakhine 州 Kyaukpyu、2012 年 4 月 29 日）

50 mm/日（マンダレー、2012 年 4 月 9 日） 
発生頻度：週に 1 回 
その他：寒冷前線の通過に伴い、強風や突風を伴う。 
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北東モンスーンに伴う収束帯 

1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月 
            

メカニズム： 
北半球の冬季はアジア大陸で高気圧が優勢となるため、

東南アジアでは北東モンスーンが卓越する。高気圧から

吹き出した東風は南シナ海を渡る間に、水蒸気を吸収し

気団の変質を受ける。この湿潤な気流と、「ミ」国北部か

ら直接侵入した乾燥した気流は、収束帯を形成する。こ

の収束帯では、対流雲が発生しやすくなる。 

予想される気象現象： 
大雨：最大 150mm/日 
（事例） 

144 mm/日（Rakhine 州 Kyaukpyu、2010 年 12 月 10 日）

発生頻度：月に 3 回 
その他：強風や突風を伴う 

 

 

 

自然条件調査として、各気象レーダー観測所における下表に列記した陸上地形測量及び地質調査を

「ミ」国の現地業者へ再委託して実施した。 

 

＜陸上地形測量＞ 

 

＜地質調査＞ 

表 24  陸上地形測量 

調査内容 

 既設施設、前面道路歩道、排水溝等を含む 

 磁北測量 

 敷地面積算出 

 地形平面測量（0.5m コンタ）：前面道路、歩道、既設建物及び塀、敷地内 4m 以上の樹木、道路外

灯、マンホール、排水溝等の位置も測量する 

 縦横断測量：10m コンタ、前面道路と歩道のレベルも測量する、水準点を新設する 

成果品 

 地形平面図 

 縦横断面図 

 AutoCAD データにて受領 

表 25  地質調査 

ボーリング調査（オールコ

ア） 

本数：3本 

深さ：40m、支持層を確認後 3m まで（指定深さまでで支持層を確認できない場合

でも確認できるまで継続） 

サンプル採取 

 3 サンプル（各ホールに） 

 攪乱サンプル及び不攪乱サンプルの採取   

 ASTM または JGS に準拠 

標準貫入試験 1m 毎 

土質ラボ試験 
 物理試験（粒度分布、比重、含水比、液性限界、塑性限界） 

 一軸圧縮試験及び圧密試験 

成果品 報告書：圧密係数及び地耐力の算定 
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＜地質調査結果＞ 

表 26  チャオピュー気象レーダー観測所ボーリング調査結果一覧 
ボ-リング No. 深度（m） 土質 N 値 RQD（%） 含水率（%） 

BH-1 
0.0 - 5.0 シルト質細砂 50 - 12.66 

5.0 - 10.0 砂岩 - 20 - 74 - 

BH-2 

0.0 - 3.0 粘土 2 - 23 - 26.50 

3.0 –  8.0 粘土 50 - 11.57 

8.0 –  13.0 泥板岩 - 0 - 100 - 

BH-3 

0.0 - 1.0 砂質粘土 50 - - 

1.0 –  2.0 粘土質シルト 47 –  50 - 17.82 

2.0 –  7.0 粘土 50 - 14.43 

7.0 –  12.0 泥板岩 - 25 - 93 - 

 

表 27  ヤンゴン気象レーダー観測所ボーリング調査結果一覧 
ボ-リング No. 深度（m) 土質 N 値 単位体積重量（g/cm3） 含水率（%） 

BH-1 

1.0 –  3.0 砂質粘土 1 - 7 2.65 17.11 

3.0 –  5.0 粘土質シルト 14 - 15 2.71 18.31 

5.0 –  8.0 粘土 10 - 15 2.67 17.57 

8.0 –  10.0 砂質粘土 7 - 11 2.71 24.08 

10.0 –  32.0 シルト質細砂 8 - 21 2.65 - 2.67 23.38 - 24.88 

32.0 –  36.0 砂 20 - 38 2.66 16.91 

36.0 –  50.0 粘土 22 - 50 2.72 24.23 

50.0 –  53.0 砂質粘土 47 - 50 - - 

53.0 –  59.0 粘土 40 - 50 2.72 23.06 

BH-2 

1.0 –  2.0 砂質粘土 5 2.65 20.75 

2.0 - 4.0 粘土質シルト 8 - 12 2.66 18.36 

4.0 –  7.0 粘土 6 - 15 2.75 31.28 

7.0 –  9.0 砂質粘土 5 - 8 2.67 23.67 

9.0 –  31.0 シルト質細砂 7 - 29 2.67 16.58 - 20.96 

31.0 –  47.0 粘土 22 - 50 2.65 - 2.73 19.73 - 25.31 

47.0 –  52.0 砂質粘土 35 - 50 2.77 25.18 

52.0 –  62.0 粘土 28 - 50 2.63 20.45 

BH-3 

1.0 –  3.0 砂質粘土 1 2.64 21.75 

3.0 –  6.0 粘土質シルト 7 - 11 2.65 22.92 

6.0 –  12.0 粘土 2 - 9 2.69 - 2.71 33.02 - 45.46 

12.0 –  16.0 砂質粘土 7 - 14 2.70 17.43 

16.0 –  31.0 シルト質細砂 11 - 27 2.66 20.37 - 21.13 

31.0 –  38.0 粘土 25 - 50 2.69 26.03 

38.0 –  41.0 シルト質細砂 40 - 50 2.64 13.61 

41.0 –  44.0 粘土 22 - 44 2.64 20.55 

44.0 –  47.0 砂質粘土 34 - 49 2.64 12.79 

47.0 –  55.0 粘土 35 - 50 2.69 23.55 

 

表 28  マンダレー気象レーダー観測所ボーリング調査結果一覧 
ボ-リング No. 深度（m） 土質 N 値 単位体積重量（g/cm3） 含水率（%） 

BH-1 

1.0 –  14.0 粘土 5 - 30 2.65 - 2.72 18.51 - 24.53 

14.0 –  22.0 粘土及びシルト 12 - 29 2.71 26.45 

22.0 –  31.0 シルト質細砂 27 - 50 2.68 16.67 

31.0 –  35.0 シルト 37 - 50 2.66 20.64 

35.0 - 41.0 砂 38 - 50 2.67 21.09 

41.0 –  48.0 シルト 29 - 50 2.70 28.79 

48.0 –  52.0 砂 50 2.68 20.57 

BH-2 1.0 –  14.0 粘土 17 - 50 2.67 - 2.71 16.38 - 19.11 
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14.0 –  23.0 粘土及びシルト 12 - 31 2.70 25.66 

23.0 –  31.0 シルト質細砂 23 - 45 2.68 28.61 

31.0 –  36.0 シルト 24 - 50 2.70 15.23 

36.0 –  40.0 砂 34 - 50 2.69 20.83 

40.0 –  47.0 シルト 30 - 47 2.71 26.98 

47.0 –  51.0 砂 50 2.68 22.15 

BH-3 

1.0 –  14.0 粘土 7 - 48 2.72 –  2.72 19.82 - 24.44 

14.0 –  22.0 粘土及びシルト 11 - 22 2.71 25.85 

22.0 –  31.0 シルト質細砂 16 - 44 2.68 - 2.71 15.91 - 26.31 

31.0 –  35.0 シルト 26 - 36 2.70 18.74 

35.0 - 40.0 砂 38 - 48 2.68 22.89 

40.0 –  48.0 シルト 31 - 47 2.69 30.13 

48.0 –  52.0 砂 50 2.68 24.75 

 

 

２－２－３ 環境社会配慮 

＜環境影響評価（EIA）＞ 

本プロジェクト実施にあたり、環境影響評価（Environmental Impact Assessment: EIA）に関して

は、「ミ」国林業省傘下の国家環境委員会（National Commission for Environmental Affairs：NCEA）

より、「ミ」国基準に照らし合わせた結果として、不要である旨の公式見解が DMH へ出されている。 

 

 

２－３  その他 

＜サイクロン及び大雨監視のための地域の連携＞ 

ベンガル湾で発生するサイクロンの多くは、発生から

西又は北西進を続けインドへ侵入してくるものと、発

生からしばらく北へ進路を取りその後東に転向し、バ

ングラデシュ及び／又は「ミ」国へ侵入してくるもの

の 2 つのパターンに大別できる。したがって、サイク

ロンがベンガル湾で一度発生すると、消滅しない限り、

ベンガル湾沿岸国である、インド、バングラデシュ又

は「ミ」国のうち、少なくとも 1ヵ国が必ず被災する。

バングラデシュ及び「ミ」国で発生する洪水や冠水の

多くがベンガル湾より侵入してくる南西モンスーンに

よる大雨に起因していることから、サイクロン及びモ

ンスーンの雨雲の動向をバングラデシュ気象局

（Bangladesh Meteorological Department: BMD）及び「ミ」国 DMH で連携して監視することは極め

て意義がある。地球温暖化によるサイクロンの勢力の強大化、更には海面上昇がサイクロン襲来時の

図 8  バングラデシュと「ミ」国による 

気象レーダー監視網予想図

ヤンゴン 

チャオピュー 

コックスバザール

MMYYAANNMMAARR  

ケプパラ 

マンダレー 

バングラデシュ既設気象レーダーシステム 

ミャンマー気象レーダーシステム 

（チャオピュー、ヤンゴン、マンダレー） 
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高潮被害を増加させることも懸念されていることから、今後、一層の連携強化が必要となる。以下に

「ミ」国及びバングラデシュ国のサイクロン・熱帯低気圧の分類比較を記した。双方のサイクロン分

類に大きな差異はないが、将来的に両国気象レーダーシステムによりベンガル湾の気象レーダー観測

網を構築するには、バングラデシュ・「ミ」国間の海洋境界を画定判決が下り、両国が一層の友好関

係を構築することが可能な現状において、サイクロン分類を統一することが望まれる。 

表 29  「ミ」国のサイクロン分類 

「ミ」国のサイクロン分類 
10 分間平均最大風速 

北西太平洋における分類 
knot m/s 

低圧部：Low Pressure Area < 17 < 14 熱帯低気圧 

（低気圧性循環の中心が不明瞭で閉じた等圧線

の半径が緯度 2度以上なら「低圧部」） 熱帯低気圧：Depression 17～33 14～16 

サイクロン：Cyclonic Storm 34～63 17～32 日本の「台風」に相当 

強いサイクロン：Severe Cyclonic 

Storm 
64 ≤ 33 ≤ 日本の「強い台風」以上に相当 

出典：DMH

 

表 30  「ミ」国及びバングラデシュ国のサイクロン・熱帯低気圧の分類比較 
「ミ」国のサイクロン分類 10 分間平均最大風速（m/s） バングラデシュ国のサイクロン分類 

低圧部：Low Pressure Area < 14 熱帯低気圧：Depression 
熱帯低気圧：Depression 14～16 強い熱帯低気圧：Deep Depression

サイクロン：Cyclonic Storm 17～32 
17～24 サイクロン：Cyclonic Storm

25～32 強烈なサイクロン：Severe Cyclonic Storm

強いサイクロン：Severe Cyclonic 

Storm 
33 ≤ 

33～60 ハリケーン級暴風を伴う強烈なサイクロン：Severe 

Cyclonic Storm with a core of Hurricane Winds 

61 ≤ 極めて強烈なサイクロン：Super Cyclone

出典：DMH 及び BMD
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第３章 プロジェクトの内容 

 

３－１  プロジェクトの概要 

 

「ミ」国はインドシナ半島の最も西に位置し、ベンガル湾及びアンダマン海に面している。「ミ」

国の北部から東部及び西部には標高の高い山々が連なり、数多くの大小河川がほぼ全土に流れている

ことから、ひとたび大雨が降ると、洪水や鉄砲水、地滑り等の災害が発生しやすい。 

このような気象災害をもたらす要因の一つは、ベンガル湾

で発生するサイクロンがもたらす暴風雨や高潮である。右図

は、記録が現存する 1947 年から、サイクロンが「ミ」国に上

陸した地点の統計をとったものである。シットウェー：20.8%、

チャオピュー：11.2%、ヤンゴン：3.2%と、シットウェーが一

番高く、南部の上陸率は低い傾向となっている。しかしなが

ら、近年、上陸地点の南下傾向が続いており、サイクロン「ナ

ルギス」のように、人口が集中し、経済活動の中心である南

部デルタ地帯に上陸し、国全体の社会経済活動が麻痺するよ

うな甚大な被害をもたらすこともある。 

もう一つの要因は、モンスーン期にベンガル湾から流れ込む暖かく湿った空気が山にぶつかって発

生する、いわゆる地形性降雨による大雨である。この大雨により、山沿いの地域では鉄砲水や地滑り、

平野部や沿岸部の河川流域では大規模な洪水が発生する。 

近年、地球温暖化に伴う気候変動により、熱帯低気圧（サイクロン）の強大化や大雨の増加等が予

測されており、世界的に気象災害の拡大が懸念されている。「ミ」国も例外ではなく、気候変動によ

る気象条件の変化に大きく影響されることが予想されている。こうした中、「ミ」国が自国を含むベ

ンガル湾周辺域での気象災害の被害を軽減するためには、「ミ」国における①適切な気象観測（気象

レーダーシステムによる監視）、②ベンガル湾諸国との適時・迅速な気象観測データ及びサイクロン

情報等の交換、を通して気象観測・通信・予警報体制を強化し、ベンガル湾地域での連携強化を促進

することが最重要課題である。 

このような状況下、サイクロンや大雨等の監視に最も重要な位置にあった DMH の既設アナログ気象

レーダーシステムが、老朽化により 2004 年に完全に停止した。しかしながら、近年「ミ」国に襲来

するサイクロン数が増加していることや、サイクロン上陸地点が南下傾向であり、経済活動の中心で

ある「ミ」国南部デルタ地帯が危険にさらされること等から、サイクロンをより早い段階で監視する

ことが必要となっている。また「ミ」国各地に洪水をもたらすモンスーン期の大雨の監視も不可欠で

出典：DMH

図 9  「ミ」国沿岸の地点別サイクロン

上陸率（1947 年からの統計）

 

MYANMAR
シトウェ 

チャオピュー 

タンドゥエ 

グワ 

ハイジ 

ヤンゴン

20.8％ 

11.2％ 

8.7％ 

8.7％ 

3.2％ 

3.2％ 

9.6％ マウンドー

シットウェー

タンドウェ 
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ある。このため、本プロジェクトは、「ミ」国に気象ドップラーレーダーシステム、気象データ表示

システム及び気象データ通信システムを投入するとともに、人材育成を実施して、サイクロンや大雨

などの災害を引き起こす気象現象の監視能力を強化させることにより、「ミ」国及びベンガル湾諸国

のサイクロン情報や気象予警報が向上され、自然災害による被害の軽減に寄与することを目標とする

ものである。 

 

 

３－２  協力対象事業の概略設計 

 

３－２－１ 設計方針 

 

（1） 基本方針 

 

a) ベンガル湾岸地域の連携強化と「ミ」国及びベンガル湾岸諸国の気象災害軽減に寄与するこ

とが可能となるシステム設計を行う。 

b) DMH が、気象情報を正確且つ迅速に伝達することで、「ミ」国の国民の生命と財産を災害から

保護することに寄与し、社会経済活動の安定に貢献できるよう設計する。 

c) サイクロンを含む災害を引き起す可能性がある気象現象を 24 時間体制でリアルタイムに監

視することができるよう設計する。 

d) 迅速な気象情報や警報の提供が可能となるよう設計する。 

e) サイクロンを含む災害を引き起す可能性がある気象現象の監視能力を向上させることで、人

的・経済的損失の軽減を図ることが可能となるよう設計する。 

f) DMH の技術レベル、運用維持管理能力に適した事業内容、規模となるよう設計する。 

 

＜機材の設計方針＞ 

本プロジェクトで新設するシステムの設計方針は以下の通りである。 

a) ベンガル湾サイクロン監視網の重要な役割を担うことが可能となるように計画する。 

b) WMO の定める技術仕様に適合した設計を行う。 

c) DMH の観測・予報業務と整合する計画とする。 

d) 気象予報の精度をより向上させるため、降雨監視機能と、風の速度検出ができる機能を気象

レーダーシステムに付帯させる計画とする。 

e) 観測範囲をより広域なものとして各高度の雨量分布を把握するため、複数仰角での気象レー

ダー観測を自動で連続的に行い、エコー強度データを 3 次元的に得ることができるように計

画を行う。 
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f) 適時、迅速にサイクロンを含む災害を引き起す可能性がある気象現象の情報を、自国を含む

ベンガル湾諸国の国民に伝達することができるように計画を行う。 

g) バングラデシュ気象局との気象レーダー画像の相互取得が可能となるように計画を行う。 

h) DMH の運用・保守体制能力を考慮して設計する。 

i) 予備部品・消耗品は容易に調達できるものとする。 

j) 自然条件を考慮し高い耐久性や信頼性を確保する。 

k) DMH の維持管理費を極力軽減する設計とする。 

l) 実雨量データを用いたレーダーデータ精度の較正が可能なシステム計画を行う。 

m) 停電及び落雷による影響が最小限となるようシステム計画を行う。 

n) 商用電源（440V 3 相 4 線 50Hz）の電圧変動+/-20%においても稼動するようシステム計画を

行う。 

 

＜施設の設計方針＞ 

DMH の将来計画を踏まえ、気象レーダー観測業務の拠点となる気象レーダー施設としての機能を

備え、またシステム・機材・職員の適切かつ効率的な稼動及び収容が可能な施設計画を行う。以

下の機能を有する施設として設計を行う事を方針とする。 

a) より広域な気象レーダー観測を可能とするため、観測の遮蔽となる既存施設及び山等の影響

を極力受けないように気象レーダー塔施設の高さを計画する。 

b) 観測精度を維持するため、建物水平変形角の傾きが 0.075 度以下、となるように基礎構造を

決定する。 

c) チャオピュー140 マイル/時(62.6m/秒)、ヤンゴン 120 マイル/時(約 53.7m/秒)、マンダレー

100 マイル/時(44.7m/秒)を基準風速として風荷重を計算する。 

d) 気象業務の流れに沿った動線計画とし、24 時間の交代制勤務及び業務職員数に対応できる施

設とする。 

e) 1 年を通して 24 時間体制で稼動する気象業務に適応した電源設備（発電機、無停電設備及び

電圧安定装置等）を整える。 

f) サイクロン襲来時でもレーダー観測を遂行する使命を帯びているため、自然災害時の気象業

務が可能な施設とする。 

g) 現地入手可能な材料を最大限に活用し、DMH の維持管理が容易となる計画とする。 

h) 停電及び落雷による影響が最小限となるよう計画する。 

 

（2） 自然環境条件に対する方針 

a. 気温・湿度 

「ミ」国は 1年を通して高温多湿であるため、気象レーダー送受信機が設置されるレーダー機
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械室、気象レーダー操作関連装置及び画像表示システム等が設置される気象レーダー観測室、電

源関連機器等が設置される電気室には、冷房設備を計画する。 

 

b. 降雨 

サイクロン等による大雨時においても、気象観測データを良好に送受信することが可能となる

システム計画を行う。降雨時においても、レーダー機器の定期点検を容易とするため、職員が濡

れずに各室まで行けるよう、1F からレーダー機械室及びレドーム内部までの階段は、気象レーダ

ー塔施設の中心に配置し、上部屋上スラブ下となるよう計画する。 

 

c. 雷 

雷が各システム等に甚大な被害をもたらすことも予想され、被害を極力最小限に食止める為に

も最良な避雷設備を計画する。 

 

d. 風 

ミャンマー工学学会が準備中の基準風速（チャオピュー140 マイル/時：62.6m/秒、ヤンゴン

120 マイル/時：53.7m/秒、マンダレー100 マイル/時：44.7m/秒）を用いて風荷重を計算する。 

 

e. 地震 

アメリカ UBC97（Uniform Building Code 97）に沿って、ミャンマー工学学会が準備中の地震

地域係数（チャオピュー（Zone 2B）、ヤンゴン（Zone 2B）、 マンダレー（Zone 4））を適用し地

震荷重を計算する。 

 

f. 地盤 

自然条件調査として、「ミ」国の現地業者へ再委託した地質調査の結果に従い、構造計算を実

施する。気象レーダー塔施設の基礎形状は、以下の通りとする。 

表31  各既設気象レーダー観測所の基礎形状 
 チャオピュー気象レーダー観測所 ヤンゴン気象レーダー観測所 ネピドー気象レーダー観測所 

基礎形態 直接基礎 杭基礎(場所打ちコンクリート杭) 杭基礎(場所打ちコンクリート杭)

 

（3） 建設事情に対する方針 

1) 環境規制 

気象レーダー塔施設の汚水に関しては、既設施設同様に、一次処理をした後に敷地内において

浸透処理することとする。 
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2) 現地調達可能資材の活用 

建設資材の殆どが現地において調達が可能であるため、丈夫で維持管理が容易であり、アスベ

ストを使用していない材料を選定して使用する。 

 

3) 現地工法・労務者の活用 

「ミ」国では、大工、左官、鉄筋工等の職種が確立されており、建設業の一般作業員、熟練労

働者の調達には問題はない。現地労務者の活用をより図るため、現地労務者が慣れている一般的

な工法である鉄筋コンクリート造を採用する。 

 

（4） 現地業者の活用に係る方針 

 

1) 施設建設工事 

一般的に現地建設業者は技術レベルも比較的高く、特殊工事を除き十分に経験を有している。本

プロジェクトの気象レーダー塔施設建設のサブコンとして有効に活用する。 

 

2) 機材据付工事 

日本人機材据付技術者の監督の下、現地電設工事業者等をサブコンとして有効に活用する。 

 

（5） 運営・維持管理能力に対する対応方針 

 

1) 操作が容易なシステム 

各システムは、DMH が国の気象機関として気象災害軽減のための気象業務をタイムリーに行うこ

とをサポートするものである。そのためシステムの複雑な操作が少なく迅速に各種データの処理、

解析、表示、送受信等を行うことが可能となる計画を行う。 

 

2) 点検修理等が容易で維持管理費が安価なシステム 

機材の交換部品や消耗品を最小限となるよう計画し、定期点検が容易で且つ交換部品の交換が

短時間で行えるよう機材計画を行う。また機材計画及び施設計画において、運用維持管理費の中

で最も大きなウェイトを占める電気代を極力抑える技術的対応を行う。 

 

3) 運営維持管理費の低減 

DMH による運営維持管理費の長期に亘る確保を容易とするため、以下の対策を機材及び施設計画

に盛り込む。 

 施設の利用エリアのみの運転が可能な電気・空調システムを計画し、省エネルギー化を図る。 
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 自然光を極力活用し照明等の使用時間を削減し省エネルギーを図る。 

 照明には LED を極力使用する。 

 レーダーシステムの各部品を可能な限り劣化しない構造（固体化）のものとし、交換頻度を

低減することにより、省資源化を図る。 

 

（6） 施設、機材等のグレードの設定に係る方針 

 

サイクロン接近時や上陸時においても、DMH は観測・予報等の気象業務を行う義務を有しているこ

とから、サイクロン、暴風雨及び落雷等に対して強靭で、且つ 1年を通して 24 時間体制で稼動する

ことが可能な施設、機材のグレードを目指す方針とする。 

 

（7） 工法／調達方法、工期に係る方針 

 

施設建設に関しては、可能な限り現地調達可能な資材と、現地で一般的な工法を採用する。気象

レーダー塔に設置される機材バックアップ用特殊電源装置及び気象関連機材は、現地での調達は出

来ない。また計画されている固体化電力増幅式 S バンド気象ドップラーレーダーシステムに関して

は、既に実用され技術が確立されていて、観測精度、信頼性、耐久性が気象観測業務に耐えうるも

のとして確認されているものは、日本製以外にはない。 

 

 

３－２－２ 基本計画 

 

本プロジェクトで導入予定の機材及び施設は、以下の通りである。 

表 32  概略設計の対象項目 

内容 

DMH ネピドー 

早期警報 

センター 

チャオピュー

気象レーダー

観測所 

ヤンゴン 

気象レーダー

観測所 

マンダレー 

気象レーダー 

観測所 

ヤンゴン 

国際空港 

航空管制塔 

自動気象観測

所 

機材調達・据付       

S バンド固体化電力増幅式気象ド

ップラーレーダーシステム（バッ

クアップシステム、耐雷設備、メ

ンテナンス用機器及びスペアパー

ツ等を含む） 

- 1 式 1 式 1 式 - - 

気象レーダーデータ表示システム 1式 1 式 1 式 1 式 5 式 - 

気象データ衛星通信システム 1 式 1 式 1 式 1 式 - - 

気象データ通信システム - - 1 式 - 1 式 - 

自動気象観測システム 
1 式 

(気象データ管理シ

ステム) 

- 
1 式 

(気象データ管理シ

ステム) 

- - 30 式 

施設建設       

気象レーダー塔施設建設 - 1 棟 1 棟 1 棟 - - 

ソフトコンポーネント  1 式    



3-7 

 

（1） 機材の基本計画 

 

1) 気象レーダーシステム 

S バンド気象レーダーは、気象レーダーの基本的な特長である“ロングレンジ”、“リアルタイム”

を最大限に活かしたバンド帯である。他のバンド帯に比べ、容易に高出力な電波を送受信でき、大

気や降雨の減衰を受けることが少なく、広域にわたり定量的な雨量情報を得られるため、サイクロ

ン等の大規模な気象災害の監視に適している。そのため本プロジェクトにおいて整備が予定されて

いる気象レーダーは、「ミ」国側の要請通り Sバンドとし、気象の急激な変化（擾乱、サイクロンに

よる暴風、嵐、トルネード）を正確且つリアルタイムで把握するため、降雨監視と擾乱監視の 2 つ

の機能を切り替えて観測が可能となるドップラーレーダーシステムとする。 

使用する周波数は、チャオピューにおいてDMHが使用していた送信周波数2,796MHz（帯域幅±5MHz）

を中心周波数として各気象レーダーシステムに使用する。 

表 33  計画するＳバンド固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステムの主要諸元

主要諸元 計画する気象レーダーシステム 

周波数 2.7～2.9GHz 

周波数帯域幅 10MHz (中心周波数の±5MHz) 

波長 約 10cm 

雨量強度 1mm/h 以上の降雨の最大探知距離 半径 450km 

風速の最大探知距離 半径 200km 

データグリッド（メッシュ） 0.625km 

観測可能な最大風速 ±70m/秒以上 

送信パワー 10kW（ピーク値） 

強風、暴風、嵐等の監視（ドップラー）機能 有 

雨量積算機能 有 

降雨強度定量データ 0～250mm/h 

 

＜気象ドップラーレーダーの付帯機能＞ 

本プロジェクトの成果目標を達成するために、対象とする気象現象を把握する必要があることか

ら、下記の機能を付帯させるものとする。 

① ドップラーモード機能 

サイクロンによる暴風雨及びトルネード等を監視するために、ドップラーモードを使用する。

地上気象等の他の観測との組合せにより、半径 200km 程度の範囲内の風に起因する現象を実況監

視する上で効果を発揮する。本プロジェクトにおいて導入される気象レーダーは、従来の機能で

ある降雨の監視機能と、風の速度検出ができる機能とを有する気象ドップラーレーダーとする。 
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② CAPPI(Constant Altitude PPI (Plan Position Indicator))機能 

気象レーダーは通常、反射エコーの強度をもとに雨量データに換算しているが、観測されたエ

コーの高度によってエコー強度の特性が異なることから雨量データに誤差が生じる。CAPPI 観測で

は複数の仰角での観測を自動で連続的に行い、エコー強度データを3次元的に得ることができる。

このデータをもとに一定の高度面のデータを取り出し雨量データに換算することで、上述の誤差

を取り除くことができる。大雨の量の推定や、他レーダーのデータとの画像合成には、上述の観

測誤差のないデータ、特に高度 2km 又は 3km の CAPPI プロダクトを用いる必要がある。このため

本プロジェクトでは、複数仰角観測から CAPPI プロダクト作成までを自動で行う CAPPI 機能を付

帯させることとする。 

③ 基本機能として備える必要のある表示・出力情報機能 

気象ドップラーレーダーにより、効率的且つ効果的に裨益効果発現を促進するには、下記の基

本機能を気象レーダーシステムに付帯させることが、極めて重要なファクターである。 

表 34  基本機能として備える必要のある表示・出力情報機能 
気象ﾚｰﾀﾞｰ表示・出力情報機能 観測／使用目的 

1 PPI 表示（強度、ﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ速度、速度幅の基本要素） 

雨量観測 

2 RHI 表示（強度） 

3 サイクロン中心位置手動マッピング及び軌跡表示 

4 指定降雨レベル表示 

5 指定時間積算雨量表示（1, 2, 3, 6, 12, 24 時間積算） 

6 Z-R 関係のﾊﾟﾗﾒｰﾀ設定 

7 積算降水量の配信 

8 特定地域雨量表示 

9 表層雨量表示 

10 距離時間表示 

11 合成画像表示 

12 風向・風速表示 

風向・風速観測 

13 上層風時間変化表示 

14 ｳｨﾝﾄﾞｼﾔｰ情報表示 

15 複数ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄのｵｰﾊﾞﾚｲ表示 

16 特定地域強風表示 

17 CAPPI 表示 

3 次元観測 

18 ｴｺｰ高さ表示 

19 鉛直積算雨水量表示 

20 鉛直最大雨量表示 

21 3 次元画像表示 

22 任意断面表示 

23 ﾚｰﾀﾞｰﾛｰｶﾙ制御及びﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 
ﾚｰﾀﾞｰ制御、監視 

24 観測ｽｹｼﾞｭｰﾙの設定、制御 

25 ﾃﾞｰﾀ記録表示 

ﾃﾞｰﾀ記録、再生 
26 外部記録媒体へのﾃﾞｰﾀ保存及び出力 

27 各外部記録媒体からの再生ﾃﾞｰﾀﾘｽﾄの表示 

28 各外部記録媒体からの各種気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄの再生 

29 ﾃﾞｰﾀ受信 

表示、入出力機能 

30 JPG 画像出力 

31 Multi-Window 表示 

32 地図とﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄの合成表示 

33 指定された地点の情報表示（位置情報、ﾃﾞｰﾀ数値の表示、地点間距離） 
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34 拡大表示（2倍/4 倍選択が可能） 

35 連続履歴再生（ｱﾆﾒｰｼｮﾝ） 

36 地図編集 

37 GIF ｱﾆﾒｰｼｮﾝ（24 ﾌﾚｰﾑ以上） 

Web 機能 38 既存ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾊﾞｰにﾚｰﾀﾞｰ画像を Http 形式で出力 

39 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾞﾗｳｻﾞよりﾛｸﾞｲﾝしﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ 

 

「プロジェクト完成後の「ミ」国気象レーダー観測網画像合成範囲図」を次に示す。
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観測データ処理範囲 

最大探知範囲 

気象レーダーシステム

観測範囲：半径 450km

ママンンダダレレーー  
MMaannddaallaayy  

  

ヤヤンンゴゴンン  
YYaannggoonn  

チチャャオオピピュューー  
KKyyaauukkppyyuu  

気象レーダーシステム

観測範囲：半径 450km

気象レーダーシステム

観測範囲：半径 450km 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 10  プロジェクト完成後の 

「ミ」国気象レーダー観測網画像合成範囲図 
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2) 気象レーダーデータ表示システム 

DMH の観測官や予報官が多忙な業務の中でデータを利用することを考えると、作業スペースから

離れることなく気象情報を入手する必要がある。このことから、気象レーダーデータ表示システ

ムを設置する場所は、建設予定の各気象レーダー塔施設、DMH 本局のネピドー早期警報センター及

びヤンゴン国際空港航空管制塔（航空気象事務所、エリアコントロールセンター、航空管制室）

とした。また気象業務で利用するためには、気象レーダーデータはリアルタイムで迅速に提供さ

れなければならないため、本システムはリアルタイムでデータを受信、表示する機能を有するも

のとする。ディスプレイは、設置スペースを大きく取らず、消費電力が少なく、冷房効率を考慮

して発熱が小さなものとし、且つ各室係官の円滑な業務の実施と長時間の使用も可能となるよう、

画面の反射が極力少ないものとする。また各気象レーダー観測範囲内全ての雨量強度のデータフ

ァイルは、ネピドー早期警報センターにおいて、レーダー観測範囲内の 2.5km 間隔の 1 時間雨量

をバイナリー形式で格納可能となるよう計画する。 

 

3) 気象データ衛星通信システム（VSAT） 

チャオピュー、ヤンゴン及びマンダレーの気象レーダーデータは、下表の通り CAPPI 観測時間

を考慮し15分毎に遅延なくDMHネピドー早期警報センターにおいて受信が可能となるような体制

を整える必要がある。災害発生時においても支障なく、気象レーダーデータを各気象レーダー観

測所から DMH ネピドー早期警報センターへ送信することが要求されるため、送信スピード 64kbps

以上の通信衛星を利用した高速データ通信システムの構築が不可欠である。また降雨減衰の少な

い Cバンドを使用する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下に気象データ衛星通信システム（VSAT）によるデータ送信時間、データ量及びプロダクト

 

出力 

頻度 

FEC: 3/4

ビットレート：64kbps 

FEC: 1/2 

DMH 
早期警報 セン

ター（ネピドー）

バンド幅 

117.2 kHz 

その他使

用 

5kHz 

その他使用 チャオピュー ヤンゴン マンダレー

バンド幅

70.4 kHz

バンド幅

70.4 kHz

バンド幅

70.4 kHz

ビットレート：64kbps

ビットレート：64kbps

FEC: 3/4

FEC: 3/4

5kHz 5kHz 2kHz 2kHz 2kHz 保護帯域

ビットレート：64kbps

5kHz

図 11  概算必要最小スペースセグメント 

必要となるスペースセグメント：350kHz
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を示す。 

 

 

気象データ衛星通信システム（VSAT）に以下の条件を満たす静止衛星を使用する。 

 

 サービス範囲 ：「ミ」国を含むアジア地域 

 利用周波数帯 ：Cバンド 

アップリンク：5,850MHz～6,425MHz 

ダウンリンク：3,625MHz～4,200MHz 

 偏波 ：直交偏波 

 EIRP ：40[dBW]以上（EIRP: Effective Isotropic Radiated Power/等価等方輻射電力） 

 G/T ：0[dB/K]以上（G/T: Gain to Temperature ratio/アンテナと受信機で決まる受信性能係数） 

 SFD ：-92[dBW/m2 ]以上（SFD: Saturation Flux Density/衛星出力飽和電力束密度） 

 軌道位置（経度） ：76°E ～ 140°E 

 

4) 気象データ通信システム 

気象レーダーデータをヤンゴン国際空港航空管制塔へ送信するためのデジタル高速通信システ

ムを導入する。ヤンゴン DMH とヤンゴン国際空港航空管制塔間（約 5km）において、2.4GHz、4.9GHz、

5.6GHz 帯、それぞれのスキャン試験（占有チャンネルの有無確認）及び diag 試験（通信試験）を

行った。 

表 35  回線設計速度 64kbps 以上（実速度 32kbps 以上）の場合のデータ送信時間 
気象レーダーデータ 送信時間 合計 送信必要時間 

1 仰角数値雨量データ (120kBytes) 0.6 分 
➟  13.4 分 ➟    15 分 

10 仰角数値雨量データ及びドップラーデータ (2.4Mbytes) 12.8 分 

表 36  各気象レーダーシステムにより作成される観測データ 
データの種類 1 観測当りのデータ量 表示画像 

1 仰角 （最低仰角）・広域 （半径 450km） 

数値雨量データ 

[8bit 雨量] 

・極座標形式 

・320 レンジ x360 方位

・8bit データ （雨量）

合計：120kbytes 

レーダー情報 

・PPI、RHI 表示 

・サイクロン軌跡表示及び進路予測 

・大雨警報出力 

・指定時間積算雨量表示 

・新合成画像表示 

・流域／地域雨量表示 

10 仰角・狭域 （半径 200km） 

毎数値雨量データ及びドップラーデータ 

 [8bit 雨量]    [ドップラー] 

 

・極座標形式 

・320 レンジ x360 方位

・8bit データ  

（雨量/ドップラー）

・10 仰角分生成 

 合計：2.4Mbytes 

上述プロダクトに加え以下の生成が可能

・CAPPI 表示 

・エコー頂表示 

・任意断面表示 

・表層雨量表示 

・鉛直積算雨水量表示 

・3次元表示 

・風向・風速表示 

・上層風時間変化表示 

・ウインドシヤー検出警告 
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試験結果は下表に示した通りである。 

表 37  占有チャンネルスキャーニングテストの結果（2012 年 8 月現在） 

プロジェクト 

サイト 

占有されているチャンネル 

2.4GHz 帯 
4.9GHz 帯 

5.6GHz 帯
20mW システム 10mW システム 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 184 188 192 196
H 

183 184 185 187 188 189

ヤンゴン DMH             
長距離送信

には不向き

なため使用

不可 
ヤンゴン国際空港             

   

  ：現在使用されているチャンネル 

 

上表に示したように、2.4GHz 帯の全てのチャンネルが既に使用されている。また降雨による減

衰を考慮すると、長距離通信には 5GHz 帯を使用することができないことから、「ミ」国において

使用されている 4.9GHz 帯を使用することとした。4.9GHz 帯は、等価等方放射電力（Equivalent 

Isotropically Radiated Power：EIRP = 送信出力 + アンテナ利得）が 5GHz 帯よりも大きいこと

から降雨減衰を軽減させることが可能であるため、長距離通信においても問題はない。また将来

的に他の通信機器との混信を避ける上でも有利である。気象レーダーシステムからの連続観測デ

ータをヤンゴン国際空港航空管制塔へ送信するための 4.9GHz デジタル高速通信システム（直交周

波数分割多重通信）を導入する。 

表 38  4.9GHz 帯の直交周波数分割多重通信の特徴 

項 目 4.9GHz 帯の直交周波数分割多重通信 

使用周波数帯 4.9GHz 帯（4,915～4,980MHz） 

伝送速度（最速） 54Mbps（20MHz システム） 

送信電力 +15dBm（20MHz システム：2mW/MHz、10MHz システム：4mW/MHz） 

消費電力 5W 以下 

通信料 無料 

信頼性 耐久性、信頼性が高い 

保守性 保守は容易 

維持管理費 非常にコストは小さい（通常は不要） 

 

本システムは、他の通信システムと比較して、以下のような優位点があり本プログラムでの使

用に最適である。 

 高速通信が可能 

 通信規格は国際標準（4.9GHz 帯:IEEE802.11j）であり、データの信頼性を保証しているだけ

でなく、セキュリティ機能を有する 

 コンピュータ及びネットワーク機器への接続やシステムの拡張が容易 

 双方向通信によるデータ送受信、遠隔制御及びシステムの稼動監視が可能 

 マイクロ波を使用するため、アンテナは一般のアンテナより軽量でコンパクト 

 降雨・霧等の水分による電波減衰がほとんどない 
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 干渉波やノイズ等の異周波数干渉に対して強い 

 

5) 自動気象観測システム（駆動電源：太陽光発電パネル） 

自動気象観測システムの観測データ送信方法及びルートは、以下の通りである。 

 

各サイトの自動気象観測システムの観測項目及び観測データは以下の通りとする。 

表 40  自動気象観測システムの観測項目及び観測データ 
観測項目 観測データ 

風向・風速 風向・風速センサー 

 瞬時値※（WMO 基準に従い 1 分間平均） 

 風向・風速の 2分間平均値 

 風向・風速の 10 分間平均値 

 日毎最少・最大風速 

気温 気温センサー 

 瞬時値（WMO 基準に従い 1分間平均） 

 露点温度（直近の気温及び湿度による計算値） 

 日毎最低・最高気温 

湿度 湿度センサー 
 瞬時値（WMO 基準に従い 1分間平均） 

 日毎最低・最高湿度 

気圧 気圧センサー 

 瞬時値（WMO 基準に従い 1分間平均） 

 平均海面気圧 

 日毎最低・最高気圧 

降水量 雨量 
 最新計測値（特に直近の 1 時間積算雨量） 

 1 日積算雨量 

日照 日照時間 
 最新計測値（直近の観測からの日照時間（分） 

 1 日日照時 

 

特記事項： 

 WMO 基準（Manual 8: Guide to Meteorological Instruments and Methods of Observation）に従い、瞬時値は

短時間平均 

 極めて小さな変動やノイズを取り除くため、1分間平均値を使用する 

 

 

表 39  自動気象観測システムの観測データ送信方法及びルート 

地上観測  観測データ送信方法  
DMH ネピドー 

早期警センター 

 
観測データ送信方法  DMH ヤンゴン 

各自動気象観測

システム 

⇒ GSM/GPRS モデム 

（携帯電話通信網） 

⇒ 自動気象観測システ

ムデータ収集装置-1

⇒ 気象データ衛星通

信システム（VSAT） 

⇒ 自動気象観測システ

ムデータ収集装置-2

（ミラーリング）
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図 12  自動気象観測システム（AWS）ネットワーク地図 
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JICA 調査チームにより
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表 41  自動気象観測システム（AWS）サイト情報 
優先順

位 
サイト名 コード 位置 住所 

GSM信号 

レベル 
サイト 写真 備考 

1 
ネピドー 

Nay Pyi Taw
- 

緯度：N19°46’45.5”

経度：E96°08’14.5”

標高：157m 

Office No.5, 

Dept. of Met. 

Hydro., 

Ministry of 

Transport,  

Nay Pyi Taw 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

周囲の状況：観測上問題無し 

2 
ヤンゴン 

Yangon 
48097

緯度：N16°51’52.6”

経度：E96°09’14.7”

標高：30m 

DMH, Kaba-Aye 

Pagoda Road, 

Mayangon 11061, 

Yangon 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 

周囲の状況：観測上問題無し 

3 
マンダレー

Mandalay 
48042

緯度：N21°56’31.4”

経度：E96°05’19.0”

標高：79m 

Director 

Office, Upper 

Myanmar,  

28 street 

between 70/71 

st., Park Kone 

Compaund, Chan 

Aye Tharzan 

Township, 

Mandaley Region 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 周囲の状況：観測上問題無し 

フェンス拡張が必要 

4 
シットウェー

Sittwe 
48062

緯度：N20°08’ 

経度：E93°52’ 

標高：5m 

State Office, 

Dept. of Met. 

Hydro.,  

Ye Neve Su Ward, 

Sittwe,  

Rakhine State

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 

周囲の状況：観測上問題無し 

N

11m 

7m 

5m 
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優先順

位 
サイト名 コード 位置 住所 

GSM信号 

レベル 
サイト 写真 備考 

5 
チャオピュー

Kyaukpyu 
48071

緯度：N19°25’54.4”

経度：E93°32’10.7”

標高：18m 

 

Met. Office, 

Dept. of Met. & 

Hydro.,  

Ah Soe Ya Ward, 

Airport Road, 

Kyaukpyu, , 

Rakhine State

 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 

周囲の状況：観測上問題無し 

6 
タンドウェ

Thandwe 
48080

緯度：N18°27’50.1”

経度：E94°22’03.1”

標高：7m 

Met. Office, 

Swe Sam Taw 

Pagoda Road, 

No (4) Ward, 

Thandwe,  

Rakhine State 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 

周囲の状況：観測上問題無し 

7 
パテイン 

Pathein 
48094

緯度：N16°47’31.1”

経度：E94°44’59.0”

標高：14m 

Regional 
Office,  

Dept. of Met. 
Hydro.,  

Kan Thone Sint 
Ward,  

Mahabandula 
st.,  Pathein, 
Ayeyarwady 
Region 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

  

周囲の状況：観測上問題無し

AWS保護用の新しいフェンス

が必要 

8 
ダウェイ

Dawei 
48108

緯度：N14°06’ 

経度：E98°13’ 

標高：16m 

Regional 

Office,  

Airport Road, 

Yan Taw Wa Ward, 

Dawei,  

Tanintharyi 

Region 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 

周囲の状況：観測上問題無し 

N

5m 

5m 
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優先

順位 
サイト名 コード 位置 住所 

GSM信号 

レベル 
サイト 写真 備考 

9 
ミッチーナ

Myitkyina 
48008

緯度：N25°22’ 

経度：E97°24’ 

標高：145m 

State Office, 

Xso(1),  

Yan Kyi Aung 

Ward, Dept. of 

Met. Hydro., 

Myktkyina,  

Kachin State 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 

周囲の状況：観測上問題無し 

10 
カムティ 

Hkamty 
48004

緯度：N26°00’ 

経度：E95°42’ 

標高：142m 

Office of Met. & 

Hydro.,  

Near Hospital, 

Zee Phyu Kone 

Ward,  

Hkamti,  

Sagaing Region

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

  

AWS保護用の新しいフェンス

が必要 

11 
タウンジー

Taunggyi 
48052

緯度：N20°46’06.9” 

経度：E97°02’03.0”

標高：1466m 

State Office, 

Dept. of Met. 

Hydro.,  

War Pyat street, 

Taunggyi,  

Shan State 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

周囲の状況：観測上問題無し 

12 
モラミャイン

Mawlamyine
48103

緯度：N16°26’28.6”

経度：E97°39’22.6”

標高：21m  

State office, 

Dept. of Met. 

Hydro.,  

Taungwine st. 

Zaycho ward, 

Mawlamyine, 

Mon State 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 

周囲の状況：観測上問題無し 

N

5m 

5m 
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優先

順位 
サイト名 コード 位置 住所 

GSM信号 

レベル 
サイト 写真 備考 

13 
パアン 

Hpaan 
48099

緯度：N16°53’06.9”

経度：E97°37’51.4”

標高：9m 

State Office, 

Dept. of Met. 

Hydro., 

Daw Na Road, 

No. (3) ward, 

Hpaan,  

Kayin State 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 

周囲の状況：観測上問題無し 

14 
カレーミョ―

Kalaymyo 
48024

緯度：N23°12’ 

経度：E94°04’ 

標高：152m 

Met. Office, 

Mingalar Garden 

Ward,  

Kalaumyo,  

Sagaing Region

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 

周囲の状況：観測上問題無し 

15 
バゴー 

Bago 
48093

緯度：N17°20’14.0” 

経度：E96°29’04.0” 

標高：22m 

No. (50), 

Kaba-aye Pagoda 

Road,  

Dept. of Met. 

Hydro.,  

Mayangone 

Township,  

Yangon Region

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 

周囲の状況：観測上問題無し 

16 
マグウェー

Magway 
48065

緯度：N20°08’21.8”

経度：E94°55’30.0”

標高：91m 

Regional 

Office,  

Dept. of Met. 

Hydro., 

Tha Ha Ya Road, 

Oo Kaw Min Ward, 

Magway ,  

Magway Region

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

  

周囲の状況：観測上問題無し

フェンス拡張が必要 

 

 
N 

11m

7.5m 5m 
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優先

順位 
サイト名 コード 位置 住所 

GSM信号 

レベル 
サイト 写真 備考 

17 
メチーラ

Meikhtila 
48053

緯度：N20°53’05.26”

経度：E95°53’29.74”

標高：222m 

Aviation Met. 

Office,  

Airforce 

Compaund,  

Meikhtila, 

Mandaley Region

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

  

周囲の状況：観測上問題無し

フェンス拡張が必要 

 

 

18 
コートーン

Kawthaung 
48112

緯度：N09°58’ 

経度：E98°35’ 

標高：46m 

Met. Office, 

Upper Air 

Station,  

Yone Gyi Road, 

Padauk Shwewa 

Road,  

Kawthaung,  

Tanintharyi 

Region 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 

周囲の状況：観測上問題無し 

19 
モンユワ 

Monywa 
48037

緯度：N22°07’01.6”

経度：E95°08’34.1”

標高：80m 

Regional 

Office, Dept. of 

Met. Hydro., 

Kyaukar Road, 

West Parr of Yan 

Kin Monatry, 

Monywa,  

Sagaing Region

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

  

周囲の状況：観測上問題無し

フェンス拡張が必要 

 

 

20 
タウングー

Taungoo 
48078

緯度：N18°55’45.9”

経度：E96°26’52.4”

標高：79m 

District 

Office,  

Dept. of Met. 

Hydro., 

Taungoo,  

Bago Region 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 

周囲の状況：観測上問題無し 

10m 

6m 5m 

N

N 
11.5m 

7.5m

5m 
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優先

順位 
サイト名 コード 位置 住所 

GSM信号 

レベル 
サイト 写真 備考 

21 
ナンサン 

Nansam 
- 

緯度：N11°58’ 

経度：E97°09’ 

標高：965m 

Auahtn Met. 

Office, 

Airforce 

Compaund, Nam 

Sam,  

Shan State 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 

 

22 
ライコー 

Loikaw 
48075

緯度：N19°41’05.2”

経度：E97°12’21.8”

標高：901m 

State. Office, 
Dept. of Met. 

Hydro., 
Oo Ni Road, 

Xlaung Yam Road, 
(B) Ward,  
Near State 

Primary School 
No. (2),  
Loiikaw, 

Kayah State 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

  

周囲の状況：観測上問題無し

フェンス拡張が必要 

 

 

23 
ハカー 

Hakha 
48030

緯度：N22°39’ 

経度：E93°37’ 

標高：1866m 

State Office,

Dept. of Met. 

Hydro., 

 Zay Thir Ward, 

Bo Choke Road, 

Hakha,  

Chin State 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 

周囲の状況：観測上問題無し 

24 
ラシュー 

Lashio 
48035

緯度：N22°58’42.4”

経度：E97°45’14.7”

標高：769m 

Met. Office, 

Lashio Airport, 

Shan State 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

  

周囲の状況：観測上問題無し

AWS保護用の新しいフェンス

が必要 

N
11m

7.4m 5m 

N

5m 

5m 
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優先

順位 
サイト名 コード 位置 住所 

GSM信号 

レベル 
サイト 写真 備考 

25 
プータオ 

Putao 
48001

緯度：N27°20’48.5”

経度：E97°23’50.4”

標高：429m 

Met. Office, 

Myone ward, 

Kathin State, 

Putao 

 

 

 

 

 
SMS Text : NG

 

周囲の状況：観測上問題無し 

 

CDMA SMS Text：OK 

2013 年に観測所が GSM サー

ビスエリアとなる予定  

 

26 
チャイントン

Kengtong 
48060

緯度：N21°18’ 

経度：E99°37’ 

標高：827m 

Met. Office, Su 

Paung Pone Road,

 No (1) Ward, 

Kengtong,  

Shan State  

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 

 

周囲の状況：観測上問題無し 

27 
ラプタ 

Laputta 
- 

緯度：N16°11’39.4”

経度：E94°46’53.5”

標高：18m 

- 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

  

周囲の状況：観測上問題無し

2013 年 3 月までに DMH ラプ

タに整備される観測サイト 

28 
グヮ 

Gwa 
48085

緯度：N17°35’ 

経度：E94°35’ 

標高：3m 

Met. Office, 

Dept. of Met. 

Hydro., 

Gwa,  

Rakhine State

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 

周囲の状況：観測上問題無し 

N

5m 

5m 
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優先

順位 
サイト名 コード 位置 住所 

GSM信号 

レベル 
サイト 写真 備考 

29 
モービー 

Hmawbi 
48092

緯度：N17°07’18.4”

経度：E96°04’25.0”

標高：25m 

Aviation Met. 

Office,  

Bureau for 

Maintenance & 

Production of 

Aircraft,  

Hmawbi,  

Yangon Region

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

  

周囲の状況：観測上問題無し

フェンス拡張が必要 

 

 

30 
バーモー 

Bhamo 
48019

緯度：N24°16’ 

経度：E97°12’ 

標高：111m 

Met. & Hydro. 

Office,  

Shan Wine New 

Ward,  

Pauk Kone,  

Bhamo,  

Kachin State 

 

 

 

 

 
SMS Text : OK

 

周囲の状況：観測上問題無し 

優先順位欄がライトグリーンで着色されたサイトの調査（4-Sittwe、8-Dawei、 9-Myitkyina、10-Hkamty、14-Kalaymyo、18-Kawthaung、21-Nansam、23-Hakha、26-Kengtong、28-Gwa and 30-Bhamo）は DMH により実施 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

プロジェクトの全体システム構成は、次ページに添付した「「ミ」国気象観測ネットワーク概要図」の通りである。 
 

N
12m 

8m 5m 

 AWS 設置予定場所 

方位（北） 
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図 13  気象レーダー観測ネットワーク概要図 
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（2） 主要機材リスト 

主要機材は以下の通りである。 

表 42  主要機材リスト 

内容 

DMH ネピドー 

早期警報 

センター 

チャオピュー

気象レーダー

観測所 

ヤンゴン 

気象レーダー

観測所 

マンダレー 

気象レーダー 

観測所 

ヤンゴン 

国際空港 

航空管制塔 

30 ヶ所の 

自動気象 

観測所 

機材調達・据付       

S バンド固体化電力増幅式気象ド

ップラーレーダーシステム（バッ

クアップシステム、耐雷設備、メ

ンテナンス用機器及びスペアパー

ツ等を含む） 

- ○ ○ ○ - - 

気象レーダーデータ表示システム ○ ○ ○ ○ ○ - 

気象データ衛星通信システム ○ ○ ○ ○ - - 

気象データ通信システム - - ○ - ○ - 

自動気象観測システム ○ - ○ - - ○ 

 

主要機材リスト 

気象レーダーシステム（チャオピュー気象レーダー観測所） 
サイト名：チャオピュー気象レーダー観測所 

名称 数量 目的 

レドーム 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ空中線装置、作業員等を過酷な気象条件から保護する。

頂部に避雷針を設け、全体を落雷から保護する。 

空中線装置 1 式 ﾊﾟﾗﾎﾞﾗｱﾝﾃﾅを方位角360°、仰角0～60°の任意の方位に指向、

あるいは回転させ、送信装置からの送信電波をﾍﾟﾝｼﾙﾋﾞｰﾑ状に

空間に放射する。降水粒子により散乱された電波を受け、受

信装置に送り込む。 

空中線制御装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ観測ﾓｰﾄﾞに従った空中線制御信号により、空中線の水

平、垂直用ﾓｰﾀを駆動し、空中線を指示された方位に指向ある

いは回転させる。 

送信装置 1 式 ｿﾘｯﾄﾞｽﾃｰﾄ増幅部でﾊﾟﾙｽ状のﾏｲｸﾛ波を所定の電力まで増幅発

生させ、これを送信電波として空中線装置に送る。 

受信信号処理装置 1 式 空中線装置からの受信電波を受信部で増幅、中間周波数に変

換しﾃﾞｼﾞﾀﾙ値に変換したのち、地形ｴｺｰの除去、受信信号の平

均化、距離に応じた受信信号強度の補正等の処理を行う。 

位相検波の結果からﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ速度を算出しﾚｰﾀﾞｰ動作制御装置

へ出力する。 

導波管加圧装置 1 式 空中線と送信装置とを結ぶ導波管内部に乾燥空気で加圧し、

電波の伝播損失を軽減する。 

導波管 1 式 空中線装置と送信装置とを結び、低損失で送受信電波を伝達

させる。 

レーダー動作制御装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ観測制御を行い、ﾃﾞｰﾀの生成及び配信を行なう。 

データ・プロトコル変換装置 1 式 回線容量に応じた RAW ﾃﾞｰﾀを生成し伝送する。 

レーダー電源切替盤 1 式 電源装置から供給される電力をﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑ等に分配、供給す

る。 

小型無停電電源装置 2 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合

にも安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀに送

出する。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行なう。 

カラープリンター 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。 

二重化光リピーター 1 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送

する。 
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耐雷トランス 1 式 電源から侵入する雷ｻｰｼﾞ電圧から負荷機器を保護する。 

自動電圧調整装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑの個々の機器に安定した電力を供給する。 

電源供給キャパシター 1 式 電気二重層ｷｬﾊﾟｼﾀの蓄電ｴﾈﾙｷﾞｰにより電力を発生させ、停電

時にﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑに電力供給する。 
スペクトラムアナライザ 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 
試験信号発生器 1 式 
電力計 1 式 
パワーセンサー 1 式 
周波数計 1 式 
検波器 1 式 
減衰器セット 1 式 
検波器用終端器 1 式 
オシロスコープ 1 式 
デジタルマルチメータ 1 式 
同軸／導波管変換器 1 式 
ネットワークカメラ 1 式 
工具セット 1 式 
延長コード 1 式 
水準器 1 式 
保守用梯子 1 式 
クランプ電流計 1 式 
掃除機 1 式 
レーダー空中線保守用デッキ 1 式 

交換部品 空中線用ﾀｲﾐﾝｸﾞﾍﾞﾙﾄ（水平駆動用） 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

空中線用ﾀｲﾐﾝｸﾞﾍﾞﾙﾄ（垂直駆動用） 1 式 

空中線用ｴﾝｺｰﾀﾞ（方位角用） 1 式 

空中線用ｴﾝｺｰﾀﾞ（仰角用） 1 式 

空中線用ﾓｰﾀ（水平駆動用） 1 式 

空中線用ﾓｰﾀ（垂直駆動用） 1 式 

空中線制御装置用ｻｰﾎﾞﾕﾆｯﾄ 

（水平駆動用） 

1 式 

空中線制御装置用ｻｰﾎﾞﾕﾆｯﾄ 

（垂直駆動用） 

1 式 

空中線制御装置用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式 

送信装置制御部用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式 

受信信号処理装置用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式 

各装置用ﾌｧﾝﾕﾆｯﾄ 2 式 

航空障害灯 2 式 

消耗品 空中線用潤滑油 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

空中線ｽﾘｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ電源用ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｼ 1 式 

空中線ｽﾘｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ信号用ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｼ 1 式 

サービスマニュアル-取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

気象レーダーシステム（ヤンゴン気象レーダー観測所） 
サイト名：ヤンゴン気象レーダー観測所 

名称 数量 目的 

レドーム 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ空中線装置、作業員等を過酷な気象条件から保護する。

頂部に避雷針を設け、全体を落雷から保護する。 

空中線装置 1 式 ﾊﾟﾗﾎﾞﾗｱﾝﾃﾅを方位角360°、仰角0～60°の任意の方位に指向、

あるいは回転させ、送信装置からの送信電波をﾍﾟﾝｼﾙﾋﾞｰﾑ状に

空間に放射する。降水粒子により散乱された電波を受け、受

信装置に送り込む。 

空中線制御装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ観測ﾓｰﾄﾞに従った空中線制御信号により、空中線の水

平、垂直用ﾓｰﾀを駆動し、空中線を指示された方位に指向ある

いは回転させる。 

送信装置 1 式 ｿﾘｯﾄﾞｽﾃｰﾄ増幅部でﾊﾟﾙｽ状のﾏｲｸﾛ波を所定の電力まで増幅発

生させ、これを送信電波として空中線装置に送る。 
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受信信号処理装置 1 式 空中線装置からの受信電波を受信部で増幅、中間周波数に変

換しﾃﾞｼﾞﾀﾙ値に変換したのち、地形ｴｺｰの除去、受信信号の平

均化、距離に応じた受信信号強度の補正等の処理を行う。 

位相検波の結果からﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ速度を算出しﾚｰﾀﾞｰ動作制御装置

へ出力する。 

導波管加圧装置 1 式 空中線と送信装置とを結ぶ導波管内部に乾燥空気で加圧し、

電波の伝播損失を軽減する。 

導波管 1 式 空中線装置と送信装置とを結び、低損失で送受信電波を伝達

させる。 

レーダー動作制御装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ観測制御を行い、ﾃﾞｰﾀの生成及び配信を行なう。 

データ・プロトコル変換装置 1 式 回線容量に応じた RAW ﾃﾞｰﾀを生成し伝送する。 

レーダー電源切替盤 1 式 電源装置から供給される電力をﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑ等に分配、供給す

る。 

小型無停電電源装置 2 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合

にも安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀに送

出する。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行なう。 

カラープリンター 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。 

二重化光リピーター 1 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送

する。 

耐雷トランス 1 式 電源から侵入する雷ｻｰｼﾞ電圧から負荷機器を保護する。 

自動電圧調整装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑの個々の機器に安定した電力を供給する。 

電源供給キャパシター 1 式 電気二重層ｷｬﾊﾟｼﾀの蓄電ｴﾈﾙｷﾞｰにより電力を発生させ、停電

時にﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑに電力供給する。 

スペクトラムアナライザ 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 
試験信号発生器 1 式 
電力計 1 式 
パワーセンサー 1 式 
周波数計 1 式 
検波器 1 式 
減衰器セット 1 式 
検波器用終端器 1 式 
オシロスコープ 1 式 
デジタルマルチメータ 1 式 
同軸／導波管変換器 1 式 
ネットワークカメラ 1 式 
工具セット 1 式 
延長コード 1 式 
水準器 1 式 
保守用梯子 1 式 
クランプ電流計 1 式 
掃除機 1 式 
レーダー空中線保守用デッキ 1 式 

交換部品 空中線用ﾀｲﾐﾝｸﾞﾍﾞﾙﾄ（水平駆動用） 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

空中線用ﾀｲﾐﾝｸﾞﾍﾞﾙﾄ（垂直駆動用） 1 式 

空中線用ｴﾝｺｰﾀﾞ（方位角用） 1 式 

空中線用ｴﾝｺｰﾀﾞ（仰角用） 1 式 

空中線用ﾓｰﾀ（水平駆動用） 1 式 

空中線用ﾓｰﾀ（垂直駆動用） 1 式 

空中線制御装置用ｻｰﾎﾞﾕﾆｯﾄ 

（水平駆動用） 

1 式 

空中線制御装置用ｻｰﾎﾞﾕﾆｯﾄ 

（垂直駆動用） 

1 式 

空中線制御装置用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式 

送信装置制御部用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式 

受信信号処理装置用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式 

各装置用ﾌｧﾝﾕﾆｯﾄ 2 式 

航空障害灯 2 式 

消耗品 空中線用潤滑油 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

空中線ｽﾘｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ電源用ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｼ 1 式 

空中線ｽﾘｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ信号用ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｼ 1 式 
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サービスマニュアル-取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

気象レーダーシステム（マンダレー気象レーダー観測所） 
サイト名：マンダレー気象レーダー観測所 

名称 数量 目的 

レドーム 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ空中線装置、作業員等を過酷な気象条件から保護する。

頂部に避雷針を設け、全体を落雷から保護する。 

空中線装置 1 式 ﾊﾟﾗﾎﾞﾗｱﾝﾃﾅを方位角360°、仰角0～60°の任意の方位に指向、

あるいは回転させ、送信装置からの送信電波をﾍﾟﾝｼﾙﾋﾞｰﾑ状に

空間に放射する。降水粒子により散乱された電波を受け、受

信装置に送り込む。 

空中線制御装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ観測ﾓｰﾄﾞに従った空中線制御信号により、空中線の水

平、垂直用ﾓｰﾀを駆動し、空中線を指示された方位に指向ある

いは回転させる。 

送信装置 1 式 ｿﾘｯﾄﾞｽﾃｰﾄ増幅部でﾊﾟﾙｽ状のﾏｲｸﾛ波を所定の電力まで増幅発

生させ、これを送信電波として空中線装置に送る。 

受信信号処理装置 1 式 空中線装置からの受信電波を受信部で増幅、中間周波数に変

換しﾃﾞｼﾞﾀﾙ値に変換したのち、地形ｴｺｰの除去、受信信号の平

均化、距離に応じた受信信号強度の補正等の処理を行う。 

位相検波の結果からﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ速度を算出しﾚｰﾀﾞｰ動作制御装置

へ出力する。 

導波管加圧装置 1 式 空中線と送信装置とを結ぶ導波管内部に乾燥空気で加圧し、

電波の伝播損失を軽減する。 

導波管 1 式 空中線装置と送信装置とを結び、低損失で送受信電波を伝達

させる。 

レーダー動作制御装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ観測制御を行い、ﾃﾞｰﾀの生成及び配信を行なう。 

データ・プロトコル変換装置 1 式 回線容量に応じた RAW ﾃﾞｰﾀを生成し伝送する。 

レーダー電源切替盤 1 式 電源装置から供給される電力をﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑ等に分配、供給す

る。 

小型無停電電源装置 2 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合

にも安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀに送

出する。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行なう。 

カラープリンター 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。 

二重化光リピーター 1 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送

する。 

耐雷トランス 1 式 電源から侵入する雷ｻｰｼﾞ電圧から負荷機器を保護する。 

自動電圧調整装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑの個々の機器に安定した電力を供給する。 

電源供給キャパシター 1 式 電気二重層ｷｬﾊﾟｼﾀの蓄電ｴﾈﾙｷﾞｰにより電力を発生させ、停電

時にﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑに電力供給する。 
スペクトラムアナライザ 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 
試験信号発生器 1 式 
電力計 1 式 
パワーセンサー 1 式 
周波数計 1 式 
検波器 1 式 
減衰器セット 1 式 
検波器用終端器 1 式 
オシロスコープ 1 式 
デジタルマルチメータ 1 式 
同軸／導波管変換器 1 式 
ネットワークカメラ 1 式 
工具セット 1 式 
延長コード 1 式 
水準器 1 式 
保守用梯子 1 式 
クランプ電流計 1 式 
掃除機 1 式 
レーダー空中線保守用デッキ 1 式 

交換部品 空中線用ﾀｲﾐﾝｸﾞﾍﾞﾙﾄ（水平駆動用） 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 
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空中線用ﾀｲﾐﾝｸﾞﾍﾞﾙﾄ（垂直駆動用） 1 式 

空中線用ｴﾝｺｰﾀﾞ（方位角用） 1 式 

空中線用ｴﾝｺｰﾀﾞ（仰角用） 1 式 

空中線用ﾓｰﾀ（水平駆動用） 1 式 

空中線用ﾓｰﾀ（垂直駆動用） 1 式 

空中線制御装置用ｻｰﾎﾞﾕﾆｯﾄ 

（水平駆動用） 

1 式 

空中線制御装置用ｻｰﾎﾞﾕﾆｯﾄ 

（垂直駆動用） 

1 式 

空中線制御装置用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式 

送信装置制御部用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式 

受信信号処理装置用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式 

各装置用ﾌｧﾝﾕﾆｯﾄ 2 式 

航空障害灯 2 式 

消耗品 空中線用潤滑油 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

空中線ｽﾘｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ電源用ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｼ 1 式 

空中線ｽﾘｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ信号用ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｼ 1 式 

サービスマニュアル-取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

気象レーダーデータ表示システム（チャオピュー気象レーダー観測所） 
サイト名：チャオピュー気象レーダー観測所 

名称 数量 目的 

気象擾乱・ドップラ速度表示装置 1 式 気象現象の監視、表示、警告を行なう。 

サイクロン追尾表示装置 1 式 サイクロンの軌跡を作成し表示する。また進路予測も行う。 

カラープリンター 2 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行なう。 

二重化光リピーター 1 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送す

る。 

小型無停電電源装置 4 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合に

も安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀに送出す

る。 

データ解析装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰで観測されたﾃﾞｰﾀから気象現象の解析を行う。 

SHIP IP 電話機 3 式 LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換し、電話による音

声通話を行なう。 

交換部品 ﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟまたはﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ PC 用ﾊｰ

ﾄﾞﾃﾞｨｽｸ（250GB 以上） 

1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

ﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟまたはﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ PC 用ﾊﾞｯ

ﾃﾘｰ 

3 式 

LAN ｱﾚｽﾀ 1 式 

サービスマニュアル-取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

気象レーダーデータ表示システム（ヤンゴン気象レーダー観測所） 
サイト名：ヤンゴン気象レーダー観測所 

名称 数量 目的 

気象擾乱・ドップラ速度表示装置 1 式 気象現象の監視、表示、警告を行なう。 

サイクロン追尾表示装置 1 式 サイクロンの軌跡を作成し表示する。また進路予測も行う。 

カラープリンター 2 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行なう。 

二重化光リピーター 1 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送す

る。 

二重化ルータ １式 ﾈｯﾄﾜｰｸとﾈｯﾄﾜｰｸを結びつけ、伝送するﾃﾞｰﾀを制御する。 

小型無停電電源装置 4 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合に

も安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀに送出す

る。 

データ解析装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰで観測されたﾃﾞｰﾀから気象現象の解析を行う。 

SHIP IP 電話機 3 式 LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換し、電話による音

声通話を行なう。 
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交換部品 ﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟまたはﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ PC 用ﾊｰ

ﾄﾞﾃﾞｨｽｸ（250GB 以上） 

1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

ﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟまたはﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ PC 用ﾊﾞｯ

ﾃﾘｰ 

3 式 

LAN ｱﾚｽﾀ 1 式 

サービスマニュアル-取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

気象レーダーデータ表示システム（マンダレー気象レーダー観測所） 
サイト名：マンダレー気象レーダー観測所 

名称 数量 目的 

気象擾乱・ドップラ速度表示装置 1 式 気象現象の監視、表示、警告を行なう。 

サイクロン追尾表示装置 1 式 サイクロンの軌跡を作成し表示する。また進路予測も行う。 

カラープリンター 2 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行なう。 

二重化光リピーター 1 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送す

る。 

二重化ルータ １式 ﾈｯﾄﾜｰｸとﾈｯﾄﾜｰｸを結びつけ、伝送するﾃﾞｰﾀを制御する。 

小型無停電電源装置 4 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合に

も安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀに送出す

る。 

データ解析装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰで観測されたﾃﾞｰﾀから気象現象の解析を行う。 

SIP IP 電話機 3 式 LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換し、電話による音

声通話を行なう。 

交換部品 ﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟまたはﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ PC 用ﾊｰ

ﾄﾞﾃﾞｨｽｸ（250GB 以上） 

1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

ﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟまたはﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ PC 用ﾊﾞｯ

ﾃﾘｰ 

3 式 

LAN ｱﾚｽﾀ 1 式 

サービスマニュアル-取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

気象レーダーデータ表示システム（DMH 早期警報センター（ネピドー）） 
サイト名：DMH 早期警報センター（ネピドー） 

名称 数量 目的 

画像合成装置 1 式 各ﾚｰﾀﾞｰからﾃﾞｰﾀを受信し、全国合成画像を生成する。 

気象データ記録装置 1 式 観測されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ及び気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄを指定された媒体に記録

を行う。 

プロダクト再生装置 1 式 各種記録媒体から記録されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ及び気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄの再生

表示を行う。 

積算降水量処理装置 1 式 各ﾚｰﾀﾞｰの積算降水量を生成する。 

ドップラ風向風速表示装置 1 式 観測されたﾄﾞｯﾌﾟﾗｰﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀにより、ﾒｯｼｭ毎の風向風速分布図

を作成する。 

サイクロン追尾表示装置 1 式 サイクロンの軌跡を作成し表示する。また進路予測も行う。 

レーダーWEB サーバー 1 式 観測された各種ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄを WEB 形式で出力する。 

カラープリンター 2 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。 

二重化ルータ（インターネット回線用） 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸとﾈｯﾄﾜｰｸを結びつけ、伝送するﾃﾞｰﾀを制御する。 

二重化ルータ（インターネットサーバー用） 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸとﾈｯﾄﾜｰｸを結びつけ、伝送するﾃﾞｰﾀを制御する。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行なう。 

DDS ドライブ 2 式 観測されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ及び気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄの長期保存用記録を行

う。 

SIP IP 電話機 1 式 LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換し、電話による通

信を行なう。 

小型無停電電源装置 8 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合に

も安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀに送出す

る。 

自動電圧調整装置 8 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀに定電圧を供給する。 

交換部品 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ用ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ（250GB以上） 4 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 
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LAN ｱﾚｽﾀ 4 式 

サービスマニュアル-取扱説明書 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

レーダー画像表示システム（空港気象事務所（ヤンゴン国際空港、航空管制塔ビル）） 
サイト名：空港気象事務所（ヤンゴン国際空港、航空管制塔ビル） 

名称 数量 目的 

航空気象表示装置 １式 航空気象現象の監視、表示を行なう。 

カラープリンター 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行なう。 

SIP IP 電話機 1 式 LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換し、電話による通

信を行なう。 

小型無停電電源装置 2 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合に

も安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀに送出す

る。 

自動電圧調整装置 2 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀに定電圧を供給する。 

交換部品 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ用ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ（250GB以上） 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

LAN ｱﾚｽﾀ 1 式 

サービスマニュアル-取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

レーダー画像表示システム（エリアコントロールセンター（ヤンゴン国際空港、航空管制塔ビル））
サイト名：エリアコントロールセンター（ヤンゴン国際空港、航空管制塔ビル） 

名称 数量 目的 

航空気象表示装置 3 式 航空気象現象の監視、表示を行なう。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行なう。 

SIP IP 電話機 1 式 LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換し、電話による通

信を行なう。 

小型無停電電源装置 4 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合に

も安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀに送出す

る。 

自動電圧調整装置 4 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀに定電圧を供給する。 

交換部品 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ用ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ（250GB以上） 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

LAN ｱﾚｽﾀ 1 式 

サービスマニュアル-取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

レーダー画像表示システム（航空管制室（ヤンゴン国際空港、航空管制塔ビル）） 
サイト名：航空管制室（ヤンゴン国際空港、航空管制塔ビル） 

名称 数量 目的 

航空気象表示装置 1 式 航空気象現象の監視、表示を行なう。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行なう。 

SIP IP 電話機 1 式 LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換し、電話による通

信を行なう。 

小型無停電電源装置 2 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合に

も安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀに送出す

る。 

自動電圧調整装置 2 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀに定電圧を供給する。 

交換部品 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ用ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ（250GB以上） 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

LAN ｱﾚｽﾀ 1 式 

サービスマニュアル-取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

気象データ衛星通信システム（チャオピュー気象レーダー観測所） 
サイト名：チャオピュー気象レーダー観測所 

名称 数量 目的 

VSAT 局屋外装置（ODU/送信機） 1 式 衛星を経由してﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行なう送信機。 

VSAT 局屋外装置（ODU/LNB） 1 式 衛星を経由してﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行なう受信機。 
VSAT 局アンテナ装置 1 式 衛星を経由してﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行なうｱﾝﾃﾅ。 
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VSAT 局屋内装置 1 式 衛星を経由してﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行なう変復調装置。 
避雷器箱 1 式 ｱﾝﾃﾅから進入する誘雷の被害から機器を守る為の装置。 

非常用電源装置 1 式 停電時に電源を供給する為の電源装置。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行なう。 

保守用端末 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

方向性結合器 1 式 

交換部品 避雷端子セット 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル-取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

気象データ衛星通信システム（ヤンゴン気象レーダー観測所） 
サイト名：ヤンゴン気象レーダー観測所 

名称 数量 目的 

VSAT 局屋外装置（ODU/送信機） 1 式 衛星を経由してﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行なう送信機。 

VSAT 局屋外装置（ODU/LNB） 1 式 衛星を経由してﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行なう受信機。 
VSAT 局アンテナ装置 1 式 衛星を経由してﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行なうｱﾝﾃﾅ。 
VSAT 局屋内装置 1 式 衛星を経由してﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行なう変復調装置。 
避雷器箱 1 式 ｱﾝﾃﾅから進入する誘雷の被害から機器を守る為の装置。 

非常用電源装置 1 式 停電時に電源を供給する為の電源装置。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行なう。 

保守用端末 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

方向性結合器 1 式 

交換部品 避雷端子セット 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル-取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

気象データ衛星通信システム（マンダレー気象レーダー観測所） 
サイト名：マンダレー気象レーダー観測所 

名称 数量 目的 

VSAT 局屋外装置（ODU/送信機） 1 式 衛星を経由してﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行なう送信機。 

VSAT 局屋外装置（ODU/LNB） 1 式 衛星を経由してﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行なう受信機。 
VSAT 局アンテナ装置 1 式 衛星を経由してﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行なうｱﾝﾃﾅ。 
VSAT 局屋内装置 1 式 衛星を経由してﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行なう変復調装置。 
避雷器箱 1 式 ｱﾝﾃﾅから進入する誘雷の被害から機器を守る為の装置。 

非常用電源装置 1 式 停電時に電源を供給する為の電源装置。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行なう。 

保守用端末 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

方向性結合器 1 式 

交換部品 避雷端子セット 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル-取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

気象データ衛星通信システム（DMH 早期警報センター（ネピドー）） 
サイト名：DMH 早期警報センタ（ネピドー） 

名称 数量 目的 

VSAT ハブ局屋外装置（ODU/送信機） 1 式 衛星を経由してﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行なう送信機。 

VSAT ハブ局屋外装置（ODU/LNB） 1 式 衛星を経由してﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行なう受信機。 
VSAT ハブ局アンテナ装置 1 式 衛星を経由してﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行なうｱﾝﾃﾅ。 
VSAT ハブ局屋内装置 1 式 衛星を経由してﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行なう変復調装置。 
避雷器箱 1 式 ｱﾝﾃﾅから進入する誘雷の被害から機器を守る為の装置。 

5kVA 無停電電源装置 1 式 VSAT ハブ局に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合に

も一定時間電源を供給し続ける。 

5kVA 自動電圧調整装置 1 式 VSAT ハブ局に定電圧を供給する。 

スペクトラムアナライザー 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

保守用端末 1 式 

電力計 1 式 

パワーセンサー 1 式 

周波数計 1 式 
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方向性結合器 1 式 

交換部品 送信機（10W） 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

LNB 1 式 

MODEM（HUB 局 IDU 用） 1 式 

MODEM（VSAT 局 IDU 用） 1 式 

避雷端子セット 1 式 

ﾊﾞｯﾃﾘｰ（5kVA 無停電電源装置用） 1 式 

サービスマニュアル-取扱説明書 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

気象データ通信システム（ヤンゴン気象レーダー観測所） 
サイト名：ヤンゴン気象レーダー観測所 

名称 数量 目的 

直交周波数分割多重方式無線装置（4.9GHz） 1 式 ﾔﾝｺﾞﾝ国際空港、航空管制塔ﾋﾞﾙ内の空港気象事務所とﾔﾝｺﾞﾝ気象

ﾚｰﾀﾞｰ観測所間の気象情報及び気象観測ﾃﾞｰﾀの送受信を行う。

平面アンテナ（21dBi） 1 式 直交周波数分割多重方式無線装置からのﾃﾞｰﾀの送受信を行う。

屋外キャビネット 1 式 無線装置と関連機器を収納する。 

PoE インジェクター 1 式 ｲｰｻﾈｯﾄｹｰﾌﾞﾙを介し、直交周波数分割多重方式無線装置に電力を

供給する。 

二重化ルータ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸとﾈｯﾄﾜｰｸを結びつけ、伝送するﾃﾞｰﾀを制御する。 

交換部品 直交周波数分割多重方式無線装

置（4.9GHz） 

1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

平面アンテナ（21dBi） 1 式 

PoE インジェクター 1 式 

サービスマニュアル-取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

気象データ通信システム（空港気象事務所（ヤンゴン国際空港、航空管制塔ビル）） 
サイト名：空港気象事務所（ヤンゴン国際空港、航空管制塔ビル） 

名称 数量 目的 

直交周波数分割多重方式無線装置（4.9GHz） 1 式 ﾔﾝｺﾞﾝ国際空港、航空管制塔ﾋﾞﾙ内の空港気象事務所とﾔﾝｺﾞﾝ気象

ﾚｰﾀﾞｰ観測所間の気象情報及び気象観測ﾃﾞｰﾀの送受信を行う。

平面アンテナ（21dBi） 1 式 直交周波数分割多重方式無線装置からのﾃﾞｰﾀの送受信を行う。

屋外キャビネット 1 式 無線装置と関連機器を収納する。 

PoE インジェクター 1 式 ｲｰｻﾈｯﾄｹｰﾌﾞﾙを介し、直交周波数分割多重方式無線装置に電力を

供給する。 

サービスマニュアル 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

自動気象観測システム（AWS）30 観測点 
サイト名：30 観測点 

名称 数量 目的 

風向風速計 30 式 風向・風速を観測する。 

温度計・湿度計 30 式 温度・湿度を観測する。 
気圧計 30 式 気圧を観測する。 

雨量計 30 式 雨量を観測する。 

雨量計用架台 30 式 雨量計を規定する高さに設置する。 

日照計 30 式 日照時間を観測する。 

自動気象観測システム用データ収集処理装

置 

30 式 各ｾﾝｻからの観測ﾃﾞｰﾀを収録し、本局のﾃﾞｰﾀ収集装置へ送出す

る。 

GSM/GPRS 通信ユニット 30 式 観測ﾃﾞｰﾀを携帯電話回線経由で伝送する。 

自動気象観測装置及び太陽光発電システム

筐体 

30 式 ﾃﾞｰﾀ収集処理装置、気圧計及び GSM/GPRS 通信ﾕﾆｯﾄを収納する。

自動気象観測装置電源供給システム 30 式 ｼｽﾃﾑを稼働させるために必要な電源を供給する。 

自立型 10m タワー 30 式 観測用ｾﾝｻを設置するためのﾀﾜｰ。 

自動気象観測システム保守用端末 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

工具セット 2 式 

デジタルマルチメータ 2 式 

交換部品 風向風速計 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 
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温度計・湿度計ﾍﾞｰｽ 1 式 

温度計ｾﾝｻｰ及び湿度計ｾﾝｻｰ 2 式 

気圧計 2 式 

雨量計 2 式 

日照計 2 式 

自動気象観測ｼｽﾃﾑ用ﾃﾞｰﾀ記録装

置 

2 式 

GSM/GPRS 通信ﾕﾆｯﾄ 2 式 

太陽光ﾊﾟﾈﾙ 2 式 

調整器 2 式 

ﾊﾞｯﾃﾘｰ（太陽光発電電力供給ｼｽﾃ

ﾑ用） 

2 式 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

気象データ管理システム（DMH 早期警報センター（ネピドー）） 
サイト名：DMH 早期警報センター（ネピドー） 

名称 数量 目的 

自動気象観測システムデータ収集装置-1 １式 自動気象観測ｼｽﾃﾑ用ﾃﾞｰﾀ収集処理装置から送出されたﾃﾞｰﾀを収

集する。 

GSM/GPRS マルチプル通信ユニット 2 式 複数の携帯電話回線経由で伝送されてきた観測ﾃﾞｰﾀを受信し、

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀに取り込める形に復調する。 

自動気象観測システムデータ表示装置 1 式 自動気象観測ｼｽﾃﾑﾃﾞｰﾀ収集装置にて収集されたﾃﾞｰﾀを表示す

る。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行なう。 

二重化ルータ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸとﾈｯﾄﾜｰｸを結びつけ、伝送するﾃﾞｰﾀを制御する。 

小型無停電電源装置 2 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合に

も安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀに送出す

る。 

自動電圧調整装置(AVR) 2 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀに定電圧を供給する。 

交換部品 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ用ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ（500GB以上） 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

LAN 避雷器 1 式 

サービスマニュアル 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

気象データ管理システム（ヤンゴン気象レーダー観測所） 
サイト名：ヤンゴン気象レーダー観測所 

名称 数量 目的 

自動気象観測システムデータ収集装置-2 1 式 自動気象観測ｼｽﾃﾑ用ﾃﾞｰﾀ収集処理装置から送出されたﾃﾞｰﾀを収

集する。 

小型無停電電源装置 1 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合に

も安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀに送出す

る。 

交換部品 LAN 避雷器 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

電源バックアップシステム（DMH 早期警報センター（ネピドー）） 
サイト名：DMH 早期警報センター（ネピドー） 

名称 数量 目的 

ディーゼル発電機 １式 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ発電機により発電し各ｼｽﾃﾑに電力を供給する。 

消耗品 発電機用エアフィルタ 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

発電機用オイルフィルタ 2 式 

サービスマニュアル 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 
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（3） 施設の基本計画 

 

1) 敷地・施設配置計画 

 

① 敷地現状とインフラ整備状況 

表 43  気象レーダー観測所構築の候補地の敷地概要とインフラ整備状況（1） 
 チャオピュー 

気象レーダー観測所 

ヤンゴン 

気象レーダー観測所 

マンダレー 

気象レーダー観測所 

緯度（N） 

経度（E） 

N19°17’10.4” 

E93°31’26.7” 

N16°51’56.1” 

E96°09’13.0” 

N21°56’31.4” 

E96°05’19.0” 

海抜高度 30m 21m 80m 

サイトの現状 既設気象レーダー観測所内 DMH ヤンゴン敷地内 DMH マンダレー気象観測所内

観測所敷地面積（既設フェン

ス／境界壁内側） 
約 1,400m2 約 25,000m2 約 4,900m2 

気象レーダー塔施設建設に

必要な敷地の有無 
十分な広さがあり問題ない 十分な広さがあり問題ない

レーダー塔建設のためにサイ

トを南側に 30m 拡張する必要

がある 

アクセス道路 
幹線道路からサイトまで未舗

装アクセス道路（約 350m） 

レーダー塔建設実施において

の問題はない 

レーダー塔建設実施において

の問題はない 

敷地状況 
丘の頂上部分を切り土・盛土

して、造成した敷地である。

ヤンゴン市（市街地）の緩や

かな傾斜地に位置する敷地

で、周囲には公共施設や住宅

などがある。 

マンダレー市（市街地）の旧

マンダレー空港（2012 年 8 月

現在運用されていない）内に

位置する平坦な敷地で、周囲

には公共施設や住宅などがあ

る。 

商用電源 - 440V、3 相 4線、50Hz 440V、3 相 4線、50Hz 

上水道設備 井戸水 井戸水と公共水道（不安定） 井戸水 

下水道設備 浄化槽・浸透桝で敷地内処理 浄化槽・浸透桝で敷地内処理 浄化槽・浸透桝で敷地内処理

電話設備 利用不可 利用可能 利用可能 

インターネット接続 利用不可 利用可能 利用不可 

敷地内での携帯電話 利用可能 利用可能 利用可能 

 

表 44  気象レーダー観測所構築の候補地の敷地概要とインフラ整備状況（2） 
 DMH ネピドー早期警報センター 

（2012 年 8 月より、新しい早期警報セン

ターの建設工事が開始された） 

ヤンゴン国際空港航空管制塔 

緯度（N） 

経度（E） 

N19°46’45.5” 

E96°08’14.5” 

N16°53’32.5” 

E96°08’42.6” 

海抜高度 145m 32m 

サイトの現状 DMH 本局（ネピドー）内 ヤンゴン国際空港敷地内 

機材設置に必要なスペースの有無 十分な広さがあり問題ない 十分な広さがあり問題ない 

アクセス道路 

幹線道路からサイトまで未舗装アクセス

道路（約 200m）:2012 年 8 月現在、建設

工事中 

アスファルト舗装道路整備済み 

商用電源 440V、3 相 4線、50Hz 440V、3 相 4線、50Hz 

上水道設備 公共水道（不安定） 公共水道（不安定） 

下水道設備 浄化槽・浸透桝で敷地内処理予定 浄化槽・浸透桝で敷地内処理 

電話設備 利用可能予定 利用可能 

インターネット接続 利用可能予定 利用可能 

敷地内での携帯電話 利用可能 利用可能 
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2) 建築計画 

 

① 平面計画 

各気象レーダー塔施設の平面計画は、シンメトリーに近い平面形とし、偏心を避けることによ

り安定した建物の構造設計が可能となるよう配慮した。塔中心部の平面計画は、構造体を外部に

出すことにより部屋の使い勝手を良くし、また避難路でもある階段室内部に柱及び梁型を出さな

いように平面計画を行った。施設のグレードについては、現地にて一般的に採用されている工法・

資材を採用するため、標準的グレードの施設となる。 

気象レーダー塔の各室面積、収容人員、面積算定根拠を次に示す。 
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表 45  各気象レーダー塔施設各室の概要、収容機器及び室面積算定根拠 

部  屋 

チャオピュー

気象レーダー

塔施設 

床面積(m2) 

ヤンゴン 

気象レーダー

塔施設 

床面積(m2) 

マンダレー

気象レーダー

塔施設 

床面積(m2)

設置機器、室概要 室面積算定根拠 

レドーム室 30.19 30.19 30.19 レーダー空中線設備等を設置

レーダー空中線設備等の保守

作業用スペース。床面積は、

レドームベースリングサイズ

直径 6.2m による。 

レーダー機械室 

（スペアパーツ

倉庫を含む） 

77.03 90.02 77.03 

レーダー送受信機、空中線制

御装置、受信信号処理装置、

レーダー動作制御装置、導波

管加圧装置、導波管、分電盤、

オプティカルリピーター、

VSAT ターミナル、保守管理品

戸棚、空調機等を設置。 

左記装置の運用維持管理作業

スペース。全ての装置を設置

することを考えると、スペア

パーツ倉庫を含め最低でも

77m2程度必要。 

観測室 124.46 125.83 124.46 

 気象レーダー観測用ターミ

ナル 

 データ解析用ターミナル 

 VoIP 交換機 

 オプティカルリピーター 

 デュアルスイッチ 

 プリンター 

 IP 電話 

 各 PC 用 UPS 

 ターミナル用デスク 

 書類棚 

 ホワイトボード 

 データ保存のための戸棚 

 気象観測記録及び気象レー

ダーデータ解析用データ保

存戸棚 

 工具･測定器・マニュアル収

納棚等 

を設置。 

機器保守・修理作業スペース

 気象レーダー観測スペース

 機材設置スペース 

 データ解析用ターミナル及

びデスク 

 データ保存戸棚設置スペー

ス 

 職員が業務を実施するため

に必要なスペース 

 各データを収容するための

必要なスペース 

 各種機材の保守・修理作業

スペース、工具等の収納ス

ペース 

 気象レーダーシステム消耗

品及びスペアパーツ保管ス

ペース 

を確保。 

発電機室 59.56 74.62 59.56 

予備発電機 2 機、燃料揚油ポン

プ：2、周辺機器及びサービス

タンク等の設置 

75kVA の予備発電機：2、周辺

機器及びサービスタンク

(1,000ℓ /タンク)、自動切換

盤等を収容。 

電気室 33.45 39.15 33.45 

施設用耐雷トランス、受電盤、

分電盤、ケーブルラック及び接

地端子盤、機器用耐雷トランス

及び AVR の設置とケーブル配

線スペース。 

気象レーダーシステムのため

の無停電電源装置及びコント

ロールラックの設置スペース。

左記機器の収容スペース、点

検スペース及びケーブル配線

スペースを確保。 

無停電電源装置及びコントロ

ールラックの設置の場所、全

面点検スペースを確保。 

便所 16.16 20.06 16.16 
大便器：男1＋女1、小便器：男1、

手洗器：男1＋女1、掃除流し1
－ 

湯沸室 9.82 9.20 9.82 キッチン 1 － 

脱衣室 2.22 2.02 2.22 脱衣スペース － 

シャワー室 2.53 2.46 2.53 シャワースペース － 

倉庫 56.17 74.62 56.17 
建物維持管理のためのスペア

パーツ、その他雑物保管場所

資材、材料等の保管場所を確

保。 

ポンプ室 7.54 9.72 7.54 
井戸用揚水ポンプ：2 

受水槽用揚水ポンプ：2 

井戸用揚水ポンプ、受水槽用

揚水ポンプ、点検スペースと

して約 8m2必要。 
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② 断面計画 

I. 気象レーダー塔施設の高さ 

 

 チャオピュー気象レーダー塔施設 

チャオピュー気象レーダーアンテナの中心高さを 40m とすれば、レーダービームの上部がチャオ

ピュー既設気象レーダー観測所の南側に位置する最も高い山岳（既設気象レーダー観測範囲では観

測障害となっている）の山頂を超えることが可能となる。このため、本プロジェクト完了後はレー

ダー観測における障害はなくなると考えられる。従って、チャオピュー気象レーダー観測所に設置

される気象レーダーシステムのレーダーアンテナの中心高さは、40.0m と決定する。 

 

＜観測障害エリアの算出＞ 

 チャオピュー既設気象レーダー観測所周

辺の最も高い山（右写真の円で囲んだ場

所）の高さ：95m 

 山からチャオピュー既設気象レーダー観

測所までの幅：約 300m 

 山とチャオピュー既設気象レーダー観測所の距離：約 1,100m 

 2πr＝(1,100m＋1,100m)×3.14＝6,908m（右下図の円周） 

 300m／6,908m＝0.043＝約 4%（レーダーアンテナ角度 0°のレーダー探知範囲の障害エリア） 

 

レーダーアンテナ角度＋2.1°のレーダー探知範囲で

は、周囲 360°障害はない。 

 

1,100m 

N 

チャオピュー気象レーダー塔

施設周辺の最も高い山によ

り、レーダー探知範囲の 4%が

観測の障害となる。 

地盤面より 14m 

地盤面より 40m 

チャオピュー既設気象レーダー観測所 

チャオピュー既設気象レーダー観測所 

チャオピュー既設気象

レーダー観測所から
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 ヤンゴン気象レーダー塔施設 

＜気象レーダー観測の障害となる既設建築物／工作物＞ 

DMH ヤンゴンから 1.2km と極めて近いことから、気象

レーダー観測の重大な障害となるヤンゴンシティホテル

の標高は、DMH ヤンゴンより約 12m 高く、建物物の高さ

は、49m である。 

 12m＋49m＝62m 

 62m＋8m（クリアランス：近距離であるため）＝70m（気象レーダーアンテナセンターの必要な

高さ） 

＜既設建築物／工作物による観測障害エリアの算出＞ 

 ヤンゴンシティホテルから DMH ヤンゴンの幅：68.5m 

 ヤンゴンシティホテルと DMH ヤンゴンの距離：約 1,200m 

 2πr＝（1,200m＋1,200m）×3.14＝7,536m（右下図の円周) 

 68.5m／7,536m＝0.009＝約 1％（レーダーアンテナ角度 0°のレーダー探知範囲の障害エリア） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

レーダー探知範囲内の 1％が観測の障害となるが、気象レーダーアンテナセンターの高さを 70m と

すれば、レーダー観測をする上で重大な問題（障害）とはならない。 

 

N 

1,200m 

ヤンゴンシティホテルに

より、レーダー探知範囲

内の 1％が観測の障害と

なる。 

12m 

70m49m 
ヤンゴンシティホテル 
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上の写真は、ヤンゴン市内の気象レーダー観測を実施する上で、回避不可能な障害物となる自立式

通信鉄塔（約 70m）及び支線式通信鉄塔（約 130m）である。通信鉄塔は完全なソリッド構造ではな

いため、レーダー観測の重大な障害とならない見込みである。 

 

＜計画されている障害となる建築物／工作物＞ 

ヤンゴン市開発委員会（YCDC）によると、ヤンゴン市で現在、計画されているレーダーアンテナ

の中心高さ（70m）より高い施設建設計画は、次ページに添付した表に示した通りである。 

表に示したように、特定されている建築物によるレーダー探知範囲内のシャドーエリア（観測障

害範囲）は、現状においては CAPPI 観測のデーターで技術的に補足・補完することが可能であるが、

特定されている建築物による観測の障害を避けるためにレーダーアンテナ仰角を高くすることに

より、観測範囲も狭くなることは避けられない。ヤンゴンの開発は一層加速するものと考えられ、

既に建設又は建設許可が出された建築物に関しては、やむを得ないものの、今後、計画されるもの

に関しては、気象レーダー観測に対する支障を更に増やさないためにも建設される建築物の高さを

減じるための「ミ」国側の方策（気象レーダーシステムより半径 10km 内で、高層建築物の建設許

可申請が YCDC に出された際に、YCDC と DMH の間で協議する枠組みの構築）が不可欠である。 
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表 46  レーダー観測の障害となる既設及び建設が計画されている建築物（ヤンゴン） （2013 年 1 月現在） 
 既設 建築物     計画されている建築物    

位置図番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

 
ヤンゴンシティ

ホテル 
さくらタワー 

トレーダースクェ

ア 

セドナホテル

（第 2 期） 
- - - - - - - 

建築物名称 Yangon City 

Hotel 
Sakura Tower Traders Square

Sedona Hotel 

(Phase II) 
- - - - - （建設中） - 

階数 13 階 20 階 27 階 30 階 18 階 44 階 12 階 27 階 25 階 - 18 階 

建築物高さ 高さ：49m 高さ：83m 推定高さ：114m 推定高さ：111m 推定高さ：77m 推定高さ：160m 推定高さ：67m 推定高さ：74m 推定高さ：89m 推定高さ：78m 推定高さ：72m 

緯度（北緯） 

経度（東経） 

N16º 51’57.6” 

E96º 08’36.1” 

N16º 46’45.5”

E96º 09’34.1”

N16º 46’40.2”

E96º 09’31.3”

N16º 49’42.9”

E96º 09’18.7”

N16º 48’35.7”

E96º 08’07.4”

N16º 46’45.5”

E96º 09’42.9”

N16º 47’25.5”

E96º 07’55.1”

N16º 48’05.6”

E96º 10’06.7”

N16º 49’08.6”

E96º 09’22.9”

N16º 48’36.1” 

E96º 09’38.5” 

N16º 50’00.4” 

E96º 07’58.7” 

地盤標高 33m 20m 19m 26m 33m 15m 25m 25m 31m 28m 23m 

DMH ヤンゴンからの距離 約 1.2km 約 9.6km 約 9.7km 約 4.2km 約 6.5km 約 9.6km 約 8.7km 約 7.3km 約 5.2km 約 6.2km 約 4.2km 

DMH ヤンゴンからの方角 271° 176° 176° 178° 197° 174° 195° 167° 176° 173° 211° 

概算高低差 

（推定高さ－70m：レーダ

ーアンテナ中心高さ） 

-9m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が 12m

高い） 

12m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が1m低

い） 

42m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が 2m

低い） 

46m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が 5m 高

い） 

19m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が 12m

高い） 

84m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が6m低

い） 

1m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が4m高

い） 

8m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が 4m 高

い） 

29m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が 10m

高い） 

15m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が 7m 高

い） 

4m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が 2m

高い） 

特定されている建築物に

よる観測の障害を避ける

ために必要なレーダーア

ンテナ仰角 

+0.4° +0.9° +1.0° +1.4° +1.0° +1.3° +0.9° +0.9° +1.1° +1.0° +0.9° 

     計画されている建築物     

位置図番号 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21  

建築物名称 - - - - - - - - - -  

階数 17 階 34 階 - - - - - - - -  

建築物高さ 推定高さ： 63m 推定高さ：110m 推定高さ：176m 推定高さ：79m 推定高さ：93m 推定高さ：70m 推定高さ：112m 推定高さ：107m 推定高さ：90m 推定高さ：64m  

緯度（北緯） 

経度（東経） 

N16º 48’16.9” 

E96º 08’12.8” 

N16º 51’46.6”

E96º 07’17.4”

N16º 46'48.4"

E96º 08'26.7"

N16º 46'45.0"

E96º 09'40.7"

N16º 46'18.0"

E96º 09'39.0"

N16º 49'02.3"

E96º 07'55.7"

N16º 49'32.2"

E96º 07'50.7"

N16º 51'11.2"

E96º 09'27.0"

N16º 47'47.3"

E96º 10'20.3"

N16º 49'56.5" 

E96º 07'45.8"
 

地盤標高 24m 14m 21m 16m 20m 28m 25m 21m 20m 16m  

DMH ヤンゴンからの距離 約 7.0km 約 3.5km 約 9.5km 約 9.6km 約 10.4km 約 5.8km 約 5.0km 約 1.4km 約 7.9km 約 4.5km  

DMH ヤンゴンからの方角 194° 265° 188 ° 175 ° 175 ° 203 ° 208 ° 163 ° 165 ° 215 °  

概算高低差 

（推定高さ－70m：レーダ

ーアンテナ中心高さ） 

-4m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が 3m

高い） 

33m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が 7m

低い） 

106m 

（DMH ヤンゴン

と地盤高さが同

じ） 

4m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が5m低

い） 

22m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が 1m 低

い） 

7m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が 7m

高い） 

46m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が4m高

い） 

37m 

（DMH ヤンゴン

と地盤高さが同

じ） 

19m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が 1m 低

い） 

-11m 

（DMH ヤンゴン

より地盤が 5m

低い） 

 

特定されている建築物に

よる観測の障害を避ける

ために必要なレーダーア

ンテナ仰角 

+0.8° +1.3° +1.5° +0.8° +0.9° +0.9° +1.3° +2.3° +0.9° +0.6°  
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特定の建築物
70m 

必要なレーダーア

ンテナ角度 

概算の高低差 

レーダービームの中心 

図 14  気象レーダー観測の障害となる既設及び建設が計画されている建築物の位置図（ヤンゴン） 
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 マンダレー気象レーダー塔施設 

＜気象レーダー観測の障害となる既設建築物／工作物＞ 

右の写真にある携帯電話用通信鉄塔（高さ 41m）が旧空港周辺

で最も高い施設である。（旧空港からの距離：約 3.5km） 

 旧空港の標高：79m 

 携帯電話用通信鉄塔:41m 

  4m＋41m＋5m（クリアランス）＝約 50m 

しかし、右の写真のようにマンダレー市には、通信鉄塔及び

25 階建ビル「Man Myanmar Zegyo Plaza」が

あり、気象レーダー観測を実施する上で不可

避な障害物となる。 

写真の通信鉄塔は完全なソリッド構造ではな

く、旧空港からの距離も 4.7km あるため、レ

ーダー観測の重大な障害とならない見込みで

ある。 

＜既設建築物／工作物による観測障害エリアの算出＞ 

 旧空港から Man Myanmar Zegyo Plaza の幅：80m 

 Man Myanmar Zegyo Plaza と旧空港の距離：約 4,500m 

 2πr＝(4,500m＋4,500m)×3.14＝28,260m 

 80m／28,260m＝0.0028＝約 0.28%：レーダーアンテナ角度 0°のレーダー探知範囲の障害エリア 

 レーダー探知範囲内の Man Myanmar Zegyo Plaza による 0.28％のシャドーエリア（観測障害範

囲）は、CAPPI 観測のデータで補足・補完することが可能である。 

 

マンダレーの開発は一層加速するものと考えられ、既に建設又は建設許可が出された建築物に関し

ては、やむを得ないものの、今後、計画されるものに関しては、気象レーダー観測に対する支障を

更に増やさないためにも建設される建築物の高さを減じるための「ミ」国側の方策（気象レーダー

システムより半径 10km 内で、高層建築物の建設許可申請が MCDC に出された際に、MCDC と DMH の

間で協議する枠組みの構築）が不可欠である。 

 

 携帯電話用通信鉄塔 

緯度 

経度 

北緯 21º 55’19.7” 

東経 96º 03’45.3” 

標高 83m 

Man Myanmar Zegyo Plaza
通信鉄塔
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気象レーダー観測の障害となる既設及び建設が計画されている建築物／工作物を下表及び下図に

まとめた。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 47  レーダー観測の障害となる既設／建設が計画されている建築物／工作物（マンダレー） （2013 年 1 月現在）
 既設建築物 計画されている建築物 

位置図番号 1 2 3 4 

建築物名称 通信鉄塔 Man Myanmar Zegyo Plaza ホテル - 

階数 - 25 階 28 階 - 

建築物高さ 105m 83m 推定高さ：90m 推定高さ：51m 

緯度（北緯） 

経度（東経） 

N21º 59’01.5” 

E96º 05’03.6” 

N21º 58’50.9” 

E96º 04’38.7” 

N21º 57’45.5” 

E96º 04’33.8” 

N21º 57’51.0” 

E96º 04’59.2” 

標高 85m 77m 77m 80m 

旧空港からの距離 約 4.7km 約 4.5km 約 2.6km 約 2.5km 

旧空港からの方角 0º /360º 345º 331º 348º 

概算の高低差 

（推定高さ－50m：レーダーア

ンテナ中心高さ） 

61m 

（旧空港より地盤が6m

高い） 

31m 

（旧空港より地盤が2m

低い） 

38m 

（旧空港より地盤が2m

低い） 

2m 

（旧空港より地盤が1m

高い） 

特定されている建築物による

観測の障害を避けるために必

要なレーダーアンテナ仰角 

- +1.2° +1.6° +0.9° 

特定の建築物
50m

必要なレーダーア

ンテナ角度 

概算の高低差 

レーダービームの中心 

図 15  気象レーダー観測の障害となる既設及び建設が計画されている建築物の位置図（マンダレー） 

N 

気象レーダー塔施設

回避不可能な建築物 

2km

4km

6km

8km

10km 

1
2

3
4

レーダー探知範囲の 0.28％

が観測の障害となる。 
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II. 地盤面レベル 

自然条件調査を実施した各敷地内には、当調査において設定したベンチマークがあるため、こ

れを各気象レーダー塔の基準レベルとする。 

 

III. レーダー機器の搬入方法 

レーダー機械室へ外部から機器を直接搬入する方法は、レーダー機械室に接する階段室踊場の

外に搬入用バルコニーを設けて、バルコニー上部に搬入用フック（2 トン用）を突出して設ける。 

 

③ 立面計画 

柱・梁を外壁側へ出し、構造形態をアピールする立面計画とした。これにより、室内側及び階

段室には柱型が出ないため機器や家具等のレイアウトと室内の使い勝手及び階段での上り下りを

容易とした。 

 

④ 内外装計画 

I. 主要諸室（レーダー機械室及び観測室）の仕上げ 

 

a） 床 

気象レーダー塔の主室であるレーダー機械室及び観測室の床は、パワーケーブル及びシグナル

ケーブルの配線を容易にし、且つ将来的なシステムの増設をも可能とし、また維持管理も容易に

なることから、高さ 150mm のアクセスフロアを採用する。レーダー機械室は、高出力で重さ 1 ト

ン程度の送受信機が設置されるため、耐重・帯電防止アクセスフロアとする。 

 

b） 壁 

レーダー機械室の外壁は、外部からの外気温の影響及び湿気を極力減ずるため、塗装は白色と

し、部屋の気密性を高め、二重壁として、それらの間には不燃材料のグラスウールを充填する。

冷房効率が向上することにより消費電力を抑え、DMH の運用維持管理費を極力軽減する。 

 

c） 天井 

レーダー機械室及び観測室の天井は、ケーブルラックの上にたまる埃から機器を守り、部屋の

気密性を高めること、機器から発生する騒音を減ずることを主目的として、吸音性の高いボード

貼りの天井を設ける。また、この 2 室には空調設備を設けるので、冷房効果を高める上でも天井

貼りは有効である。 
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d） 開口部 

各気象レーダー塔のレーダー機械室の開口部のガラスに対する設計用速度圧は、下記の通りで

ある。窓ガラスは、強化フィルムの合わせガラスとする。またサッシを 2 重に設け、外側サッシ

のガラスが破損しても内側のサッシで風雨をしのげるよう計画した。 

 チャオピュー気象レーダー塔施設：8,200N/m2（地盤面からレーダー機械室開口部までの高さ：約 25m） 

 ヤンゴン気象レーダー塔施設：4,500N/m2（地盤面からレーダー機械室開口部までの高さ：約 55m） 

 マンダレー気象レーダー塔施設：2,700N/m2（地盤面からレーダー機械室開口部までの高さ：約 35m） 

 

II. 各部の仕上げ 

外部仕上げ、内部仕上げの材料はメンテナンスの容易さを考慮し、一部を除き全て現地調達が

可能なものを選定した。外部仕上、内部仕上の材料、工法、採用理由等を次の表に表す。 

表 48  外部仕上、内部仕上の材料、工法 
 仕上げ・工法 

外部

仕上 

観測デッキ モルタル下地アスファルト防水 断熱材 押さえコンクリート 

屋 上 モルタル下地アスファルト防水 断熱材 押さえコンクリート 

外 壁 

レンガ積みモルタル金ゴテ 

コンクリート打放しモルタル補修 

吹付タイル塗装（合成樹脂エマルジョン系複層塗材） 

内部

仕上 

床 

カーペットタイル 

ビニールタイル貼 

磁器質タイル貼 

モルタル金ゴテエポキシ防塵ペイント 

巾 木 木製巾木 SOP 塗、モルタル巾木 VP 塗、モルタル金ゴテエポキシ防塵ペイント、磁器質タイル

壁 

モルタル金ゴテ VP 塗 

陶器質タイル貼り 

グラスウール板張り 

天 井 

吸音板（システム天井下地） 

セメント板（システム天井下地） 

モルタル補修 EP 塗 

グラスウール板張り 

建 具 
外 部 

アルミ製窓 

アルミ製ガラリ 

アルミ製ドア、スチール製ドア 

内 部 アルミ製、スチール製及び木製建具 

 

表 49  外部仕上、内部仕上の材料の採用理由 
 採用理由 調達方法 

外部仕上 

屋 上 
外気温が 35 度以上に達するため、断熱材は不可欠である。従って断熱層厚さ

30mm を確保し、防水材として最も信頼のおけるアスファルト防水を施す。 

現地調達可能

外 壁 
現地で一般的に使用されているレンガ積みとする。施工性及び精度の点から

いずれも現地にて一般的に用いる材料であるため信頼性が高い。 

内部仕上 床 

耐久性、維持管理に優れた材料を適材適所に使用する。業務を行う室、一般

室、廊下･階段にはビニールタイル、また塵等を嫌う部屋には防塵ペイント仕

上げとする。 

コンピュータを設置する室は床下配線のためアクセスフロアーとする必要が

ある。 
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壁 
耐久性を重視しモルタル金ゴテとし、汚れを防ぐためビニール系の塗装とす

る。また便所と掃除用具入には陶器質タイルを使用する。 

天 井 
居室の部屋には空間の環境と空調性能を高めるために、無機質吸音板を使用

する。無機質吸音板はアスベストが含まれないものとする。 

建  具 

外 部 

耐久性、扱い易さ、精度の点からスチール製及びアルミ製とする。特に雨が

多い地域であることから、開閉不良等の不具合が発生しないように、機構の

簡単な引違い戸、片肩引き戸、両引き戸とする。 

内 部 

変形、腐食等の事象が生じ、がたつき等による機能低下をきたさないよう、

施工性、維持管理の点からスチール製及び木製建具でオイルペイント塗りと

する。 
 
 

⑤ 構造計画 

I. 構造設計基準 

「ミ」国では建築基準法等に該当する法律、基準などが存在せず、欧米の基準に準じて建物が

設計されているのが現状である。本計画では、日本の基準に従って構造設計を行う。 

 

II. 地盤状況と基礎計画 

気象レーダー施設の場合、ごくわずかな不同沈下でも精度の高い気象レーダー観測の致命傷と

なることから、建物を沈下させない基礎構造が要求される。加えて、気象レーダーの観測精度を

保つためには、気象レーダー塔の剛性が重要であり、建物の水平変形角を 0.075 度以下とする。

各気象レーダー観測所の地盤状況と建設予定の気象レーダー塔施設の基礎計画を次の表に示す。 

表50  気象レーダー観測所の地盤状況と気象レーダー塔施設の杭と基礎 
 チャオピュー気象レーダー観測所 ヤンゴン気象レーダー観測所 マンダレー気象レーダー観測所

支持層の深さ GL-3.1m GL-51.5m GL-36.2m 

支持層のN値 50以上 40～50 40～48 

杭の必要性 無し 有り 有り 

必要杭長さ - 45.5m 32.5m 

必要杭本数 - 24本 16本 

杭径（直径） - 1.2m 1.2m 

基礎形態 直接基礎 杭基礎（場所打ちコンクリート杭）杭基礎（場所打ちコンクリート杭）

 

 

III. 架構形式 

架構は「ミ」国の一般的構法である鉄筋コンクリート造ラーメン構造とする。床版は鉄筋コン

クリート造とし、外壁及び間仕切壁はレンガとする。 

 

IV. 設計荷重 

 

a） 固定荷重 

建築構造材・仕上げ材の自重を全て計算する。また特殊固定荷重として以下のものを見込む。 
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表 51  気象レーダー塔の特殊固定荷重 
機材設置場所（室名） 気象レーダーシステム機材名 重量 

屋上 レドーム、アンテナ及びペデスタル 4.5 トン 

レーダー機械室 
送受信機、信号増幅装置等 3.0 トン 

信号処理装置、アンテナ制御装置等 2.0 トン 

電気室 耐雷トランス、自動電圧制御装置（機材側、建築側双方）、キャパシタ 6.0 トン 

 

b） 積載荷重 

気象レーダー塔内の殆どの部屋は、機器を収容するものであるため、日本国における通信機

械室の積載荷重と同等の荷重を採用する。 

 

c） 風荷重 

「ミ」国では国内各地域の基準風速をミャンマー工学学会（Myanmar Engineering Society）

が現在、策定中である。今回の設計には、ミャンマー工学学会が準備中の基準風速（チャオピ

ュー140 マイル/時：62.6m/秒、ヤンゴン 120 マイル/時： 53.7m/秒、マンダレー100 マイル/

時：44.7m/秒）を用いて風荷重を計算する。 

 q=1/2×1.22×Vs2 k=1/2×1.22=0.61=1/1.639（定数） 

 F=Cf・q・Ac 

 F=風圧力  Vs=設計風速（m/s） 

 Cf=風力係数（建物種類/部位に依り異なる）  Ac=受圧面積（m2） 

 q=速度圧（Kg/m2）  k=定数1/1.639 

 

d） 地震力 

「ミ」国では国内各地域の地震力をミャンマー工学学会（Myanmar Engineering Society）が

現在、策定中である。今回の設計には、ミャンマー工学学会が準備中のアメリカ UBC97（Uniform 

Building Code 97）に対応する地震地域係数（チャオピュー（Zone 2B）、ヤンゴン（Zone 2B）、

マンダレー（Zone 4））を適用し地震荷重を計算する。標準せん断力係数は、C0＝0.1、建物の

重要度を考慮して、用途係数 Iは、I＝1.25 を採用する。 

 

V. 使用構造材料 

使用材料は全て現地調達とする。 

•  コンクリート：普通コンクリート 設計基準強度チャオピュー及びマンダレー：Fc=21N/mm2

以上、ヤンゴン：Fc=24N/mm2以上（基礎～10 階床）、Fc=21N/mm2以上（10 階柱以上） 

•  セメント（JIS (Japan Industrial Standard)又は同等品） 

•  鉄筋：異形鉄筋（JISS 又は同等品） 
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⑥ 電気設備計画等 

I. 電力引込設備 

表 52  電力引込設備 
 チャオピュー気象レーダー塔施設 ヤンゴン気象レーダー塔施設 マンダレー気象レーダー塔施設

施設内引込電力 - 440V(公称電圧)、3相 4線、50Hz 440V(公称電圧)、3相 4線、50Hz

 

II. 自家発電機設備 

表 53  自家発電機設備 

 
DMH ネピドー 

早期警報センター 

チャオピュー 

気象レーダー塔施設 

ヤンゴン 

気象レーダー塔施設 

マンダレー 

気象レーダー塔施設 

自家発電機台数 1 台 2 台 2 台 2 台 

発電容量 75KVA 75KVA 75KVA 75KVA 

発電機出力 400V、3 相 4線、50Hz 400V、3 相 4線、50Hz 400V、3 相 4線、50Hz 400V、3 相 4線、50Hz

燃料タンク容量 1,000 リットル×1 1,000 リットル×2 1,000 リットル×1 1,000 リットル×1 

 

III. 幹線・動力設備 

電力幹線は、電気室内の配電盤から建物内の電灯分電盤、動力制御盤までケーブルラック及び

金属管内配線にて配電を行う。電気室内の配電盤から施設内の各分電盤及び制御盤へ配電し、施

設内部は鉄製配管方式とする。各機器の異常警報は、24 時間体制で運用される観測室の警報盤に

表示させる計画とする。 

表 54  幹線・動力設備 
 チャオピュー気象レーダー塔施設 ヤンゴン気象レーダー塔施設 マンダレー気象レーダー塔施設

動力・電灯幹線 400V/230V、3 相 4線 400V/230V、3 相 4線 400V/230V、3 相 4線 

動力分岐 400V、3 相 4線 400V、3 相 4線 400V、3 相 4線 

電灯分岐 230V、単相 2 線 230V、単相 2 線 230V、単相 2 線 

機材側分岐 400V、3 相 4線 400V、3 相 4線 400V、3 相 4線 

 

IV. 電灯・コンセント設備 

使用電圧は単相 230V とし、すべての器具類には接地極を設ける。配管は鉄製鋼管とする。照明

器具は、エネルギー消費が少なく現地市場で流通している LED を主体として使用する。各室の照

度基準は下記の通りとする。 

表 55  各室の照度基準 
 チャオピュー気象レーダー塔施設 ヤンゴン気象レーダー塔施設 マンダレー気象レーダー塔施設

レドーム室 200 Lx 200 Lx 200 Lx 

レーダー機械室 300 Lx 300 Lx 300 Lx 

観測室 300 Lx 300 Lx 300 Lx 

発電機室 200 Lx 200 Lx 200 Lx 

電気室 200 Lx 200 Lx 200 Lx 

ポンプ室 200 Lx 200 Lx 200 Lx 

エントランスホール 200 Lx 200 Lx 200 Lx 

その他の部屋 200 Lx 200 Lx 200 Lx 
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コンセントはスイッチ付のものとし、一般用コンセントの他に、レーダー機械室、観測室、維

持管理室に OA 機器専用のコンセントを設け、各機材の配置や容量に合わせて計画する。 

 

V. 電話配管設備 

建物内に引込み端子盤と中継端子盤を設け、必要各室の電話アウトレットまで配管配線を行う。 

 

VI. インターホン設備 

レーダー機械室及び観測室の夜勤職員と夜間の来訪者の防犯管理のため、玄関口及び各現業室

内にインターホン設備を設置する。 

 

VII. 警報設備 

観測室に警報盤を設け、下記設備の警報を出し表示する。 

•  レーダー機械室エアコン（ユニット）の故障  

•  レーダーバックアップユニットの故障 

•  発電機の故障及びオーバーヒート 

•  施設配電盤、施設用分電盤、機材用分電盤のブレーカートリップ 

 

VIII. 接地設備 

接地設備をレーダー機械室及び 1 階に設ける接地用端子盤に接続し接地する。電気室内の機器

の接地工事は接地端子盤を経て接地し、電話設備用接地は敷地内に接地極を設け端子盤まで配線

する。 

 

IX. 避雷設備 

レドーム上部に避雷針（機器工事ポーション）及び屋上手摺にむね上導体を設置する。レドー

ム内に接続ボックスを設け、建物内は銅バー及びビニール管で配線し、試験用端子盤を経て接地

する。レドームに付帯している避雷針からレドーム内接続ボックスまでの接続は、機器工事ポー

ションとする。 

 

X. 航空障害灯設備 

機材ポーションであるレドーム上部の航空障害灯用接続ボックス1ヶ所をレドーム内に設ける。

またレドーム階に設置される航空障害灯は建築ポーションとし、航空障害灯用の配電盤を電気室

に、自動点滅スイッチを観測室の外壁に設けることとし、航空障害灯には避雷器（サージアレス
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ター）も付帯させる。レドームに付帯している航空障害灯からレドーム内に設ける接続ボックス

までの接続は、機器工事ポーションとする。 

 

XI. 火災報知設備 

火災報知設備をレーダー機械室、電気室、発電機室に、警報盤は観測室に設置する。 

 

⑦ 給排水衛生設備計画 

I. 給水設備 

公共の給水設備がないため（ヤンゴンは公共水道が整備されているが、水の供給が極めて不安

定である）、各敷地内に施設建設用井戸を掘削して使用する。建設工事完了後は、施設用給水設備

としてこの井戸を使用する。そのため、施設外部に給水管接続用ゲートバルブを設け、井戸から

の給水管と接続する。給水方式は受水槽、揚水ポンプ、高置水槽を設置した重力給水方式とする。 

 

II. 排水設備 

排水は雨水排水とは分流とし、汚水、雑排水の 2 系統に分ける。汚水は浄化槽で処理し、浸透

舛に流入させる。雑排水は、直接浸透舛に流入させる。浄化槽及び浸透舛の容量は気象レーダー

塔施設内で業務を行う職員数と外来者等を考慮して、12 人用とする。 

 

III. 衛生器具設備 

 大便器 ：タンク式洋風便器とする 

 小便器 ：ストール型とする 

 洗面器 ：壁掛そで付型とする 

 掃除流し：壁掛型とする 

 

IV. 消火器 

表 56  消火器 

 
DMH ネピドー 

早期警報センター 

チャオピュー 

気象レーダー塔施設 

ヤンゴン 

気象レーダー塔施設 

マンダレー 

気象レーダー塔施設 

レドーム室 - CO2 タイプ CO2 タイプ CO2 タイプ 

レーダー機械室 - CO2 タイプ CO2 タイプ CO2 タイプ 

観測室 - CO2 タイプ CO2 タイプ CO2 タイプ 

発電機室 ABC タイプ ABC タイプ ABC タイプ ABC タイプ 

電気室 - CO2 タイプ CO2 タイプ CO2 タイプ 

ポンプ室 - CO2 タイプ CO2 タイプ CO2 タイプ 

湯沸室 - ABC タイプ ABC タイプ ABC タイプ 
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⑧ 空調・換気設備計画 

レーダー機械室及び観測室に設置されるレーダー関連機材等は空調設備なくして運用が困難な

ため、複数台設置して、絶えず機材のために良好な環境が保たれるよう計画する。空調機器は、

万一故障が起きてもレーダーシステム運用に対する弊害を最小限に抑えるため、パッケージシス

テムとする。次表の各室に空調（冷房）及び換気設備を設置する。 

表 57  空調設備を設置する室 
 チャオピュー気象レーダー塔施設 ヤンゴン気象レーダー塔施設 マンダレー気象レーダー塔施設

レドーム室 強制換気 強制換気 強制換気 

レーダー機械室 エアコン設備  全熱交換機 エアコン設備  全熱交換機 エアコン設備  全熱交換機 

観測室 エアコン設備  強制換気 エアコン設備  強制換気 エアコン設備  強制換気 

発電機室 強制換気 強制換気 強制換気 

電気室 エアコン設備  強制換気 エアコン設備  強制換気 エアコン設備  強制換気 

ポンプ室 強制換気 強制換気 強制換気 

シャワー室 強制換気 強制換気 強制換気 

便所 強制換気 強制換気 強制換気 

湯沸室 強制換気 強制換気 強制換気 

湯沸室及び便所などの臭気の生ずる部屋には、天井扇を設置し強制換気を行う。また発電機室、

電気室、ポンプ室等は、発熱する機器が多く設置されるため同様に換気を行う。その他の部屋は、

室内環境を下記の環境条件にする必要がある部屋に換気設備を設ける。 

 

＜環境条件＞ 

•  外気条件：気温 31℃ （2012 年最高外気温  チャオピュー：36℃、ヤンゴン：41℃、マンダ

レー：42℃） 

•  内部条件：温度 26℃  湿度 40～60％  

レーダー機械室及び電気室温度 25℃  湿度 40～60％ 

 

気象レーダー塔施設設備計画関連系統図を次ページより添付する。 

 

チャオピュー、ヤンゴン及びマンダレー気象レーダー塔施設 

 

 電気引込系統図 ：SD-01 

 幹線・動力設備系統図 ：SD-02 

 電話・インターホン設備系統図 ：SD-03 

 火災報知設備系統図 ：SD-04 

 警報設備系統図 ：SD-05 

 避雷・接地設備系統図 ：SD-06 

 航空障害灯設備系統図 ：SD-07 

 給水・排水設備系統図 ：SD-08 

 空調・換気設備系統図 ：SD-09 
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３－２－３ 概略設計図 

 

概略設計図を次ページより添付する。 

 

チャオピュー気象レーダー塔施設 

 配置図 ：A-01(K) 

 平面図（1） ：A-02(K) 

 平面図（2） ：A-03(K) 

 平面図（3） ：A-04(K) 

 平面図（4） ：A-05(K) 

 平面図（5） ：A-06(K) 

 立面図（1） ：A-07(K) 

 立面図（2） ：A-08(K) 

 断面図 ：A-09(K) 

 

 機材レイアウト図 1 ：EQ-01(K) 

 機材レイアウト図 2 ：EQ-02(K) 

 

ヤンゴン気象レーダー塔施設 

 配置図 ：A-01(Y) 

 平面図（1） ：A-02(Y) 

 平面図（2） ：A-03(Y) 

 平面図（3） ：A-04(Y) 

 平面図（4） ：A-05(Y) 

 平面図（5） ：A-06(Y) 

 平面図（6） ：A-07(Y) 

 平面図（7） ：A-08(Y) 

 立面図（1） ：A-09(Y) 

 立面図（2） ：A-10(Y) 

 断面図 ：A-11(Y) 

 

 機材レイアウト図 1 ：EQ-01(Y) 

 機材レイアウト図 2 ：EQ-02(Y) 

 

マンダレー気象レーダー塔施設 

 配置図 ：A-01(M) 

 平面図（1） ：A-02(M) 

 平面図（2） ：A-03(M) 

 平面図（3） ：A-04(M) 
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 平面図（4） ：A-05(M) 

 平面図（5） ：A-06(M) 

 平面図（6） ：A-07(M) 

 平面図（7） ：A-08(M) 

 立面図（1） ：A-09(M) 

 立面図（2） ：A-10(M) 

 断面図 ：A-11(M) 

 

 機材レイアウト図 1 ：EQ-01(M) 

 機材レイアウト図 2 ：EQ-02(M) 

 

DMH ネピドー早期警報センター 

 配置図 ：EQ-01(NPT) 

 機材レイアウト図 ：EQ-02(NPT) 

 パワーバックアップ棟（平面図・立面図・断面図） ：EQ-03(NPT) 

 

ヤンゴン国際空港 航空管制塔ビル 

 機材レイアウト図 ：EQ-01(YIA) 

 

自動気象観測システム 

 AWS 自立型タワー及び基礎図 ：EQ-01(AWS) 
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３－２－４ 施工計画／調達計画 

 

３－２－４－１ 施工方針／調達方針 

 

 本プロジェクトは、気象観測機材、通信機材の調達・据付及び建築工事からなり、それらの整合性

を図ることが重要である。気象観測機材製作には一定の時間を要し、5月～10 月は南西モンスーンや

サイクロンの影響を受けること、またチャオピュー及びヤンゴンは、6 月～8 月は極めて降雨量が多

いことから、工程管理には特に注意を払わなければならない。 

 以下に 2011 年 5 月～10 月（184 日）の南西モンスーン期における降雨日数及び考慮すべき建設工

事実施工程日数をまとめた。 

 

1） 事業実施主体 

 本プロジェクトの事業実施主体は、運輸省傘下の DMH であり、コンサルタント契約及びコントラク

ター契約の契約当事者である。 

 

2） コンサルタント 

 「ミ」国政府及び日本国政府間での交換公文（E／N）及び「ミ」国側と JICA の間での贈与契約（G

／A）署名後、本プロジェクトのコンサルティング・サービス契約が早急に締結されることが肝要で

ある。コンサルティング・サービス契約は DMH と、日本国の法律に従って設立され、日本国内に主た

る事務所を有し、且つ JICA の推薦を受けたコンサルタント事業者と「ミ」国側の間で締結される。 

 コンサルティング・サービスの契約締結後、コンサルタント事業者は本プロジェクトのコンサルタ

ントとなる。コンサルタントは「ミ」国及び日本国内で詳細設計を行ない、技術的仕様書、図面、図

表等を含む入札書類を作成するものとする。これに加えてコンサルタントは DMH を支援しつつ入札会

を実施し、本プロジェクトを成功裏に完了するために施工・調達監理を引き続き行う。 

 

表 58  2011 年 5 月～10 月の南西モンスーン期における降雨日数及び考慮すべき建設工事実施工程日数
2011 年 5 月～10 月（184 日）の南西モンスーン期における降雨日数 

プロジェクトサイトがある地域 チャオピュー ヤンゴン マンダレー

A：降雨量が無かった日数 104 日 91 日 143 日 

B：30mm/日以上の降雨量があった日数（C＋D） 80 日 93 日 41 日 

 C：降雨量 100mm/日以下の日数（建設工事一時中断が予測される日数） 50 日 71 日 34 日 

 D：降雨量 100mm/日以上の日数（建設工事 1日中止が予測される日数） 30 日 22 日 7 日 

5 月～10 月日数（A＋B） 184 日 184 日 184 日 

建設工事実施工程で考慮すべき工事加算降雨日数 

プロジェクトサイトがある地域 チャオピュー ヤンゴン マンダレー

A：降雨量が無かった日数 104 日 91 日 143 日 

必要工事期間：建設工事一時中断が予測される日数 C×1.35 68 日 96 日 46 日 

必要工事加算期間：建設工事 1日中止が予測される日数 D×1.6 48 日 35 日 11 日 

5 月～10 月に必要となる建設工事実施工程日数合計 220 日 222 日 200 日 
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3） 請負者（コントラクター） 

本プロジェクトの請負者（機材調達業者及び建設工事業者）は、一定の資格を有する日本国法人を

対象とした一般入札により選定される。選定された請負者は、DMH と結ばれる契約に基づき、施設建

設、機材製作・調達・設置等を行う。 

 

 

３－２－４－２ 施工上／調達上の留意事項 

 

1） 自然災害対策 

ベンガル湾では、年間に約 10 個のサイクロン及び熱帯低気圧が発生し、プレモンスーン期の 4～5

月とポストモンスーン期の 10～11 月を中心に「ミ」国に襲来する。工事等の工程は、サイクロンに

よる影響を考慮する必要がある。 

 

2） 機材設置に関する留意事項 

気象レーダーシステム、コンピュータをはじめ複雑な電気・電子回路を有する機器類が、本プロジ

ェクトで建設されるレーダー塔に据え付けられる。建設工程に従い、電源装置、バックアップ装置機

器（AVR、レーダーパワーバックアップユニット等）の据付け、機器の調整・配線時には電気技術者

の派遣が必要である。またレーダーシステム、コンピュータ機器、複雑な気象観測機器の設置、調整、

試験稼動時には、全システムに高い精度と機能を発揮させるために気象レーダーシステム、データ伝

送、コンピュータネットワーク、ソフトウェア等の技術者の派遣が必要となる。高い精度と機能は、

正確な気象観測に欠かすことができないものである。 

更に、DMH による機材の適切で効果的な運用と保守をはかるため、DMH 技術者への技術移転として、

派遣された技術者により、据付け工事期間中及び据付け完了後に現場で現地研修（OJT）を実施する。 

 

 

３－２－４－３ 施工区分／調達・据付区分 

 

本案件の実施にあたり、日本国無償資金協力と「ミ」国側の施工区分を次に示す。 

表59  日本国無償資金協力と「ミ」国側の施工区分 

No. 項目 

日本政府無償資

金による負担範

囲 

「ミ」国（DMH）

による負担範囲

 一般項目   
1 「ミ」国で必要な制度上、法律上の手続き全般  ● 

2 
本プロジェクトにおいて輸入される資機材に対する免税手続き及び陸揚げ

港での通関手続きに必要な書類の通関業者/輸送業者（請負業者により雇用
 ● 
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された）に対する提供 

3 

ネピドー及びヤンゴンの DMH 事務所において、本プロジェクトの実施に必

要となる、コンサルタントと請負業者に必要なインターネット接続可能な

作業スペースの提供（要請に応じて） 

 ● 

4 海外（日本）からの材料や機材の海上（航空）輸送 ●  
5 「ミ」国の陸揚げ港からサイトまでの国内輸送 ●  

6 

「ミ」国以外の日本及び諸外国（従属国を含む）国籍を有する本プロジェ

クト実施に関与する人員のビザ発給の保証（期間延長を含む）及び必要な

手続き等、「ミ」国入国及び滞在に必要となる事項 

 ● 

7 
契約に基づいた製品やサービスの供給に関連した、被援助国で課される関

税、内国税、その他の課税の免除 
 ● 

8 

ミャンマー外国貿易銀行に対して支払う、コンサルタント及び請負業者の

支払授権書発行及び支払授権書修正（要請に応じて）のための銀行手数料

の支払い 

 ● 

9 
本プロジェクトの実施に必要な日本の無償資金が負担する以外の全ての費

用負担 
 ● 

10 
本プロジェクトの実施前及び実施期間中に、各サイト及び日本を含む諸外

国国籍を有する本プロジェクトに任命された人員の安全確保 
 ● 

 気象レーダー塔施設建設   
11 建設敷地整地  ● 

12 
建設請負業者の事務所、作業場、建築資材倉庫等の仮設設備のため、各サイ

トにおいてスペースの提供 
 ● 

13 
新たな気象レーダー塔施設建設に必要なスペースが確保するための、チャオ

ピュー気象レーダー観測所敷地内既存小丘陵部の撤去 
 ● 

14 
気象レーダー塔施設建設に必要となる強度と幅員を有する未舗装アクセス

道路（主要道路～チャオピュー気象レーダー観測所）の砂利による舗装 
 ● 

15 
気象レーダー塔施設建設のスペース確保及び配置のため、DMH ヤンゴン敷

地内におけるワークショップ用施設（小屋）の撤去 
 ● 

16 
気象レーダー塔施設建設に必要となる敷地を確保するため、マンダレーDMH

気象観測所の敷地の南側を 30m 拡張 
 ● 

17 マンダレーDMH 気象観測所の敷地拡張に伴う敷地境界壁の延長  ● 
18 気象レーダー塔施設建設に必要となる許可取得  ● 

19 
ヤンゴン及びマンダレーの気象レーダー塔施設に必要な、容量 100kVA の商

用電源（440V、3 相 4線、50Hz）の敷設 
 ● 

20 
ヤンゴン及びマンダレーの気象レーダー塔施設に対する商用電源供給に必

要なステップダウントランスの設置 
 ● 

21 
ヤンゴン及びマンダレーの気象レーダー塔施設に必要な水道設備、電話設

備、インターネット設備等の付帯設備（要請に応じて） 
 ● 

22 建設作業のために仮設（電気、水設備等）の提供  ● 

23 

気象レーダー塔施設建設のための 

a) 建築・土木工事 

b) 電気設備工事（避雷設備を含む） 

c) 空調・換気設備工事 

d) 衛生設備工事 

●  

24 気象レーダー塔施設以外の施設建設  ● 
25 気象レーダー塔施設用家具の調達 ●  

26 
ガーデニング、フェンス、門、敷地境界壁、敷地内外の外部照明等の屋外

施設 
 ● 

27 
気象レーダー塔施設及び設備運用・維持管理に関する、請負業者による DMH

に対する初期運用研修 
●  

28 研修受講職員の派遣費用（日当、交通費、宿泊費等）  ● 

29 
建設完了日から 12 ヶ月間の請負業者による本プロジェクトで建設された

気象レーダー塔施設に対する保証の提供 
●  



 
 

3-109 

 機材の設置作業   
30 機材の設置に必要となる、既設の設備等の撤去、移転（必要に応じて）  ● 

31 
設置作業中に必要となる資材、工具及び機材の仮設保管場所の提供及び配

置 
 ● 

32 気象レーダーシステムの周波数の取得  ● 

33 

気象データ衛星通信システム（VSAT）の設置のため、衛星通信利用に必要

なスペースセグメントの確保及び通信・郵便・電信省からの VSAT 使用許可

の取得、予備回線としてブロードバンド又は専用回線の確保 

 ● 

34 
自動気象観測システムの観測データ送受信のためのGSM/GPRS携帯SIMカー

ドの調達 
 ● 

35 
供給される機材（PC 端末及び周辺機器）を設置するため、DMH 早期警報セ

ンター（ネピドー）内での必要スペースの確保 
 ● 

36 
自動気象観測システムを設置するため、既設気象観測所内での適切なスペ

ースの確保 
 ● 

37 
自動気象観測システム設置スペース確保のため観測露場拡張に伴うフェン

スの敷設（観測露場が狭い既設観測所のみ） 
 ● 

38 
本プロジェクトの実施に必要な機材（避雷システムを含む）の調達・設置・

調整 
●  

39 全システムの稼働開始 ●  

40 
調達機材の運用・維持管理に関する、請負業者による DMH に対する初期運

用研修 
●  

41 
研修受講職員の派遣（外国人が安全上の問題で行くことができない自動気象観

測システム設置サイトへの派遣を含む）費用（日当、交通費、宿泊費等）
 ● 

42 
機材設置の完了日から 12 ヶ月間の請負業者による本プロジェクトで設置

された機材に対する保証の提供 
●  

 本プロジェクト完了後   
43 既設の門、敷地境界壁、敷地内外の外部照明等の修理（要請に応じて）  ● 
44 機材の円滑な運用・維持管理に必要な職員の配置  ● 

45 

老朽化が激しいチャオピュー既設気象レーダー塔施設が、地震及びサイク

ロンに伴う強風により崩壊する恐れがあることから、チャオピュー既設気

象レーダーシステムの撤去 

 ● 

46 従業員宿舎構築のため、チャオピュー既設気象レーダー塔施設の改修  ● 
47 チャオピュー既設気象レーダー観測所事務所の改修  ● 
48 機材の円滑な運用・維持管理に必要な予備部品や消耗品の調達  ● 

49 
本プロジェクトで建設された気象レーダー塔施設が効率的に機能するため

の適切な運用・維持管理 
 ● 

50 本プロジェクトで建設された施設と調達機材の効果的利活用  ● 
51 適切な気象レーダー観測と予報作業に必要な予算と人員の確保  ● 
 

 

３－２－４－４ 施工監理計画／調達監理計画 

 

1） 施工監理主要方針 

① 我が国の無償資金協力方針及び準備調査設計内容に従い、機材調達、施工監理業務を実施する。 

② 関係機関や担当者と密接に連絡をとる。 

③ 公正な立場に立って、施工関係者に対して迅速かつ適切な指導と助言を行う。 

④ 災害を引き起こすであろう気象現象の発生を的確に把握し、安全を最優先に工事を進める。 

 



 
 

3-110 

2） 工事監理体制 

① 施設建設工事期間及び機材据付期間中は現地常駐監理者を最低 1 名「ミ」国に派遣する。常駐

監理者は DMH の担当者とともに、施工指導、監理等を行う。 

② 機材の設置・調整及びソフトウェアインストールに際しては、適宜コンサルタント監理者（各

システム・装置に関する技術者）を現地に派遣し、指導・検査等を行う。 

③ 国内に支援要員を配置し、機材の性能検査、調整、検査等に立ち会う。 

④ サイトでのデータ伝送テスト時には、適宜関連技術者を現地に派遣する。 

 

3） 監理業務内容 

① 監理業務 

コンサルタントは実施機関の代理として入札関連・調達監理業務を実施する。 

② 施工図、資機材等の検査・確認 

コンサルタントは、コントラクターから提出される施工図、製作図等の検査・確認を行う。 

③ 進捗監理 

コンサルタントは、必要に応じて実施機関や在ミャンマー日本国大使館、JICA ミャンマー事務

所を含む日本国側へ進捗状況を報告する。 

④ 支払い承認手続き 

コンサルタントは、支払い手続きに関する協力を行う。 

 

 

３－２－４－５ 建設工事に関する品質管理計画 

 

「ミ」国は高温多湿で日射も強く、日中は 30 度を超えることも多々あることから、コンクリート

温度が 30 度を越す暑中コンクリート対策が必要となる。暑中コンクリートを含むコンクリートの品

質管理として、コンクリート打設時の外気温とコンクリート温度を測定し、コンクリートの品質を確

保する。主要工種の品質管理計画は、以下の通りである。 
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表 60  品質管理計画 
工事 工種 管理項目 方法 備考 

躯体工事 ｺﾝｸﾘｰﾄ工事 ﾌﾚｯｼｭｺﾝｸﾘｰﾄ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ強度 

ｽﾗﾝﾌﾟ･空気量･温度 

圧縮強度試験 

塩化物料試験 

アルカリ骨材反応試験 

現場にて圧縮強度試験を行う。 

塩化物料試験及びアルカリ骨材反

応試験は、日本の材料試験所に依頼

する。 

鉄筋工事 鉄筋 

配筋 

鉄筋引張試験､ﾐﾙｼｰﾄ確認 

配筋検査(寸法､位置) 

工場製品の検査成績書確認

鉄筋引張強度試は、現地の材料試験

所（ISO-Tech Laboratory）に依頼

する。 

杭工事 材料、支持力 支持力の確認  

仕上げ工事 屋根工事 出来映え･漏水 外観目視･散水検査  

タイル工事 出来映え 外観目視検査  

左官工事 出来映え 外観目視検査  

建具工事 製品 

取付精度 

工場製品の検査成績書確認

外観･寸法検査 

 

塗装工事 出来映え 外観目視検査  

内装工事全般 製品･出来映え 外観目視検査  

電気工事 受変電設備工事 性能･動作･据付状況 工場製品の検査成績書確認

耐圧･ﾒｶﾞｰ･動作ﾃｽﾄ･外観 

 

配管工事 屈曲状況､支持間隔 外観･寸法検査  

電線､ｹｰﾌﾞﾙ工事 ｼｰｽの損傷 

接続ヶ所の緩み 

成績書確認､敷設前清掃 

ﾎﾞﾙﾄ増締後ﾏｰｷﾝｸﾞ 

 

避雷針工事 抵抗値､導体支持 抵抗測定･外観･寸法検査  

照明工事 性能･動作･取付状況 成績書確認･照度ﾃｽﾄ･外観  

機械設備工事 給水配管工事 支持間隔､水漏れ 外観､漏水､水圧ﾃｽﾄ  

排水配管工事 勾配･支持間隔･漏れ 外観､漏水､通水ﾃｽﾄ  

空調機工事 性能･動作･据付状況 成績書確認､室温ﾃｽﾄ  

衛生陶器取付工事 動作･取付状況･漏れ 外観､通水ﾃｽﾄ  

 

 

３－２－４－６ 資機材等調達計画 

 

（1） 機材調達 

 

機材・システムを供給するにあたり最も考慮を要することは、保守の方法と、「ミ」国内での必要

な部品や消耗品の調達状況である。機材の調達は本プロジェクト完成後における保守を考慮しなけれ

ばならない。固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステムで既に実用され且つ技術が確立され

ているもの、観測精度、信頼性、耐久性が気象観測業務に耐えうるものとして確認されているものは、

日本製以外にはない。固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステムの心臓部である送信装置は、

平均故障間隔（Mean Time Between Failure: MTBF）：約 100,000 時間、平均修理時間（Mean Time To 

Repair: MTTR）：0.5 時間（部品交換時間）として設計されている。また我が国の無償資金協力により

途上国に整備された日本製気象レーダーシステムの殆どが、長年に渡り良好に稼働していることから、

世界的にも日本製気象レーダーシステムに対する信頼度が高い。WMO も特に運用維持管理の面で問題

が多い途上国においては、日本製気象レーダーシステムが最適であることを言及している。また「ミ」

国側も、日本製気象レーダーシステムの導入を強く希望している。 

「ミ」国には、世界で流通している主なコンピュータ機器製造メーカーの公式サプライヤーや代理
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店も存在する。そのためコンピュータ機器の維持管理の容易さを考慮すると、「ミ」国内の市場で販

売されている機器を、本プロジェクトのコンピュータシステムや、その他の複雑なシステムに使用す

ることが重要である。また機器の調達計画は可能な限りの機種の統一化、スペアパーツの調達と保守

作業の容易さなどを視点に決定することが望ましい。 

 

（2） 建設資材 

 

1) 建設資材調達方針 

主要建設資材は現地調達が可能であり、現地調達を基本とする。また ASEAN 近隣諸国から輸入

された建設資材が現地市場に出回っており、容易に入手が可能であるため現地調達と見なす。施

設完成後の維持管理の点で有利であるため、現地調達可能な資材を積極的に活用する。 

 

2) 建設資材調達計画 

 

① 建築躯体工事 

普通ポルトランドセメントは現地生産又はタイから輸入しており、一般には 50kg の袋詰めで供

給されている。コンクリート用の砂・粗骨材はヤンゴン、マンダレーで調達できる。セメント、

鉄筋、型枠用ベニヤなどの資材は、輸入品を含めて現地調達が可能である。レンガは、一般的で

あり現地製品が使用可能である。 

 

② 建築内外装工事 

内外装資材の木材、タイル、塗料、ガラス、アルミ製品等は、現地製品及び輸入製品ともに市

場に出回っており調達可能である。本プロジェクトで使用されるアルミ製建具及び鋼製建具は、

耐塩害処理が施され、耐風圧及び気密性に富んだものが必要である。 

 

③ 空調衛生工事 

外国製空調機器、換気ファン、ポンプ類、各種器具類、衛生陶器類は現地市場では一般的であ

るが、容量の大きな空調機器及び換気ファンも現地で調達可能である。 

 

④ 電気工事 

現地製品及び輸入製品の照明器具、スイッチ類、ランプ、電線、ケーブル、配管材等が現地市

場に出回っており、維持管理を重視し現地調達を原則とする。配電盤、分電盤、制御盤等の注文

生産品も、ASEAN 近隣諸国より輸入されたものが調達可能である。 
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表 61  主要建設資材調達計画表 建築工事 

建設資材 
現地事情 調達計画 

状況(注) 輸入先 現地 第三国 日本 

ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ ◎  ◎   

砂･砂利 ◎  ◎   

鉄筋 ◎  ◎   

型枠 (ﾍﾞﾆﾔ) ◎  ◎   

ﾚﾝｶﾞ ◎  ◎   

ｱｽﾌｧﾙﾄ防水 △  ◎   

木材 ◎  ◎   

ｱﾙﾐ製建具 △  ◎   

鋼製建具 △  ◎   

木製建具 ◎  ◎   

ﾄﾞｱﾊﾝﾄﾞﾙ、ﾛｯｸｾｯﾄ ◎  ◎   

ﾌﾛｱｰﾋﾝｼﾞ ◎  ◎   

普通ｶﾞﾗｽ (10m/m 未満) ◎  ◎   

ｶﾞﾗｽﾌﾞﾛｯｸ ◎  ◎   

ｻｲｸﾛﾝｶﾞﾗｽ（合わせｶﾞﾗｽ） ◎  ◎   

ｱｸｾｽﾌﾛｱｰ（一般用） ◎  ◎   

ｱｸｾｽﾌﾛｱｰ（耐重用） △  ◎   

塗料 ◎  ◎   

石膏ﾎﾞｰﾄﾞ ◎  ◎   

ｾﾒﾝﾄﾎﾞｰﾄﾞ ◎  ◎   

岩綿吸音板(T ﾊﾞｰ) ◎  ◎   

ｸﾞﾗｽｳｰﾙ、ｸﾞﾗｽｸﾛｽ ◎  ◎   

ｶｰﾍﾟｯﾄﾀｲﾙ △  ◎   

PVC ﾀｲﾙ ◎  ◎   

磁器質ﾀｲﾙ  ◎  ◎   

陶器質ﾀｲﾙ  ◎  ◎   

床点検口 ◎  ◎   

流し台ｾｯﾄ ◎  ◎   

ﾙｰﾌﾄﾞﾚｲﾝ ◎  ◎   

ｽﾁｰﾙ製竪樋 (溶融亜鉛ﾒｯｷ) ◎  ◎   

外構用ｺﾝｸﾘ-ﾄ舗装ﾌﾞﾛｯｸ ◎  ◎   

吹付ﾀｲﾙ塗装材 ◎  ◎   

ｺｰｷﾝｸﾞ ◎  ◎   

注) ◎ 「ミ」国の市場で入手が容易 

   △ 「ミ」国の市場で入手可能だが種類･量が限られる 

   × 「ミ」国の市場で入手困難 
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表 62  主要建設資材調達計画表 空調・衛生・電気設備工事 

工事種別 建設資材 
現地事情 調達計画 

状況(注) 輸入先 現地 第三国 日本 

空調設備 空調機 △  ◎   

全熱交換機 △  ◎   

換気機器 △  ◎   

給排水･衛生設備 衛生陶器 ◎  ◎   

配管材 ◎  ◎   

消火器 ◎  ◎   

揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ ◎  ◎   

電気温水器 ◎  ◎   

電気設備 照明器具 (LED を含む) ◎  ◎   

航空障害灯（LED） △ 日本   ◎ 

盤類(操作回路) △  ◎   

電線･ｹｰﾌﾞﾙ類 ◎  ◎   

電線管 (PVC) ◎  ◎   

電線管 (金属管) ◎  ◎   

ｹ-ﾌﾞﾙ ﾗｯｸ ◎  ◎   

電話設備 △  ◎   

耐雷ﾄﾗﾝｽ △ 日本   ◎ 

AVR △ 日本   ◎ 

火災報知設備 ◎  ◎   

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機 ◎  ◎   

避雷設備 ◎  ◎   

注) ◎ 「ミ」国の市場で入手が容易 

   △ 「ミ」国の市場で入手可能だが種類･量が限られる 

   × 「ミ」国の市場で入手困難 

 
 
 

3) 輸送計画 

 

＜国際的な主要港からの配船の状況＞ 

国際的な主要港から「ミ」国のヤンゴン港までの、定期船の配船予定及び所要日数を表に示す。 

表 63  「ミ」国 ヤンゴン港への配船予定 
出荷地 配船予定数 所要日数 

日本（横浜、大阪、神戸） 約 6船/週 約 21 日間 

オーストラリア（シドニー） 約 1船/週 約 23 日間 

EU 諸国（アントワープ、ロッテルダム、ハンブルグ等） 約 2船/週 約 40 日間 

アメリカ合衆国 
東海岸（ニューヨーク、ボルティモア） 約 1船/週 約 43 日間 

西海岸（ロングビーチ） 約 2船/週 約 28 日間 

 

＜輸入ライセンス手続＞ 

「ミ」国で貨物の輸入を行う場合には、課税・免税を問わず全ての輸入された機材の通関におい

て、機材出荷前に輸入ライセンス（Import License：商用の場合）又は輸入許可（Import Permit：

非商用の場合）を取得する必要がある。我が国の無償資金協力案件の機材は、非商用として分類さ

れるため、輸入許可が必要となる。輸入許可取得は、必ず機材出荷前に行う必要があり、輸入通関

時に、輸入許可取得日付と船済み書類の日付が確認される。輸入許可取得日が船積み後であった場
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合、大きな額の罰金を課せられることがあるため注意が必要である。 

 

＜免税手続き＞ 

「ミ」国において、免税手続きを行うには、輸入許可に加え、輸入品免税証書（Tax Exemption 

Certificate）を、機材を積んだ船がヤンゴン港へ入港する前に取得する必要がある。 

 

下表に示したように、必要書類を「ミ」国運輸省へ提出後、輸入許可及び輸入品免税証書の取得

には最短で 1 ヶ月を要することから、可能な限り、早い段階で手続を開始することが重要である。 

表64  免税及び輸入許可必要手続き 
必要手続き 申請先 書類提出時期 必要期間 DMHから運輸省への提出書類 申請者 

輸入許可 運輸省 
船積み内容確定後す

ぐ（積港出航1.5ヶ月

程度前まで） 

1ヶ月 

船積み書類： 

 船積み送り状：1オリジナル 

交換公文及び贈与契約の写し 

DMH 

輸入品免税証書 運輸省 積港出航後すぐ 1ヶ月 

船積み書類： 

 船積み送り状：1オリジナル 

 船荷証券：1オリジナル 

 パッキングリスト：1オリジナル 

 原産地証明書：1オリジナル 

交換公文及び贈与契約の写し 

 

＜ヤンゴン港の状況＞ 

ヤンゴン港は河川港であり、岸壁の水深が浅い。そのため大型船は入港ができないことから、

10,000 トンまでの中型船が定期寄港している。中型船が接岸できる岸壁は、Asia World Port 

Terminal (AWPT)、Myanmar Industrial Port (MIP)及び Myanmar International Terminal Thilawa 

(MITT)に限られる。また他の国際港に比べて、貨物を保管する許容量が不足しており、絶えず混雑

している状態である。通関後に機材の引取り申請を出しても、直ぐには搬出できない状態が恒常的

に続いている。今後、「ミ」国の市場開放が進み、港の取扱い貨物量が増加すると、この状況が更

に悪化する可能性があり、輸送計画の立案について注意する必要がある。 

 

＜国内輸送計画＞ 

「ミ」国では市街地域内へのコンテナの搬入が禁止されていること及び地方に点在する各サイトま

での道路状態が劣悪なため、輸入通関許可後にヤンゴン港湾地区の倉庫にて機材をコンテナからトラ

ックに積み替える必要がある。 

ヤンゴン：ヤンゴン港からヤンゴン市内の各サイトまでの幹線道路は良く整備されており、問題は無

い。 

マンダレー：ヤンゴン港からマンダレーまでは、高速道路が整備されているが、貨物車輛の走行を許

可していないことから、旧街道を利用して輸送する必要がある。旧街道は、高速道路と比較すると整

備状況は良好ではないものの輸送上の問題はない。 
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チャオピュー：ヤンゴンから大型貨物をチャオピューまで安全に輸送するための道路が未整備なため、

内航船を使用してヤンゴン港より輸送する。 

自動気象観測装置プロジェクトサイト（30 箇所）：ヤンゴン港から地方に点在する各サイトまでの

輸送路は、非舗装道路部分が多く、雨季の大雨により泥濘、時には路面の冠水や土砂崩れにより道路

が閉鎖されてしまうことが多々あるため、輸送の実施は、雨季を避けることが不可欠である。 

 

 

３－２－４－７ 初期操作指導・運用指導等計画 

 

初期操作指導及び運用指導は、基本的に機材据付工事完了後に実施する。初期操作指導に関して

は、実際の各システムの運用のシミュレーションを兼ねて実施する。 

また気象レーダーシステムは、機材据付工事完了後では運用指導が出来ない項目もあるため、機材

据付工事を通して配線、配管（導波管）、ユニット交換・調整、送信機の放電方法等を DMH 技術者に

対して指導を実施する。 

初期操作指導及び運用指導を行うシステムと実施場所は次の通りである。 

表 65  初期操作指導・運用指導等実施場所 

機材名 

DMH ネピドー 

早期警報 

センター 

チャオピュー

気象レーダー

塔施設 

ヤンゴン 

気象レーダー

塔施設 

マンダレー 

気象レーダー 

塔施設 

ヤンゴン 

国際空港 

航空管制塔 

自動気象観測

システム観測

所 

気象レーダーシステム 

 電源設備 

 空中線設備 

 レーダー装置 

 気象データ伝送設備 

 コンピュータネットワーク設備 

 アプリケーションソフトウェア 

－ ○ ○ ○ － － 

気象レーダーデータ表示システム 

 電源設備 

 コンピュータネットワーク設備 

 アプリケーションソフトウェア 

○ ○ ○ ○ ○ － 

気象データ衛星通信システム

（VSAT） 

 電源設備 

 VSAT 通信装置 

 コンピュータネットワーク設備 

 アプリケーションソフトウェア 

○ ○ ○ ○ － － 

気象データ通信システム 

 電源設備 

 通信装置 

 コンピュータネットワーク設備 

 アプリケーションソフトウェア 

－ － ○ － ○ － 

自動気象観測システム及び雨量計

システム 

 電源設備(ソーラーパネル、調整

器、蓄電池) 

 GSM/GPRS 通信装置 

 各センサー 

 データ収集装置 

 アプリケーションソフトウェア

○ － ○ ○ － 

－ 

(機材清掃方法

のみ) 
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初期操作指導・運用指導以外にも、気象レーダーシステム据付工事期間（機材揚重及び各ユニット

据付作業後）に、据付・調整作業を DMH 職員、コンサルタント及びコントラクターで一緒に行う研修

実施が技術移転には極めて有効である。各ユニットを完全に据付け、配線、ソフトウェアインストー

ル等をコントラクター側が全て実施した後に研修を行った場合、各ユニット内の配線経路やユニット

の接続等、分解しないと見えない部位があり、深部の技術移転が困難となる。またソフトウェアイン

ストールに関しても実際に自分達で行うことが慣れに繋がるため、繰り返し行うことが肝要である。

故障時等には、DMH 技術者が分解したり、ソフトウェア再インストールをしたりしなくてはいけない

ケースも発生することから、機材据付け時点でノウハウを伝授する。 

 

３－２－４－８ ソフトコンポーネント計画 

（1） ソフトコンポーネントを計画する背景 

既に既設アナログ気象レーダーシステムが停止してから 8年が経過し、実際に DMH では、気象レー

ダーシステムの運用維持管理の経験を有する技術者が退職により 2人（2012 年 8 月現在）となってい

る。また DMH 技術職員は、コンピュータを含む地上気象観測データ収録装置等のデジタル気象観測機

材には習熟しているものの、本プロジェクトで導入予定のデジタル気象レーダーシステムの運用維持

管理の経験を有している技術職員がいないことから、導入される気象レーダーシステムの運用維持管

理が円滑に開始され且つプロジェクト成果の持続性を最低限確保するため、本プロジェクト実施中に

おいて、ソフトコンポーネントを投入することが必要であると判断した。 

 

（2） ソフトコンポーネントの目標 

以下の 5項目をソフトコンポーネントの目標とする。 

 導入された各機材の適切な調整・故障探究・処理・復旧が実施される 

 気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要及びレーダーシステム保守管理台帳を活用し

た、迅速且つ適切な気象レーダー運用・管理が実施される 

 気象現象を的確に把握し、気象レーダー観測データを予報業務に活用するため、雨量強度及びド

ップラー速度観測のシークエンス・スケジュールに従った気象レーダー観測が実施される 

 気象レーダープロダクトが、気象予報業務と航空気象業務へ反映される 

 DMH 独自による自動気象観測システムの設置が実施される 
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（3） ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの成果は以下の通りである。 

表 66  ソフトコンポーネントの成果 
No. 活動（技術移転）項目 成果 

1 
気象ドップラーレーダーシステムの点検・故障

探求・処置・復旧 

適切な調整・故障探究・処理・復旧（a.測定器類を用いた定期

保守点検、b.予備品の実機への組入れ（交換）及び動作確認、

c.故障探求・処置・復旧確認作業）技術を DMH 技術者が習得す

る 

2 

システムマニュアル概要及びレーダーシステ

ムの保守管理台帳を活用した迅速且つ適切な

気象レーダー運用・管理 

システムマニュアル概要及びレーダーシステム保守管理台帳

を活用した、迅速且つ適切な運用・管理技術を DMH 技術者が習

得する 

3 
雨量強度及びドップラー速度観測のシークエ

ンス・スケジュールに従った気象レーダー観測

気象現象を的確に把握し、気象レーダー観測データを予報業務

に活用するため、雨量強度及びドップラー速度観測のシークエ

ンス・スケジュールに従った気象レーダー観測が開始される 

4 

39 種類の気象レーダープロダクト（雨量及びド

ップラー速度データ）の気象予報業務と航空気

象業務への反映 

気象レーダープロダクトが、気象予報業務と航空気象業務にお

いて活用される 

5 
自動気象観測システム設置・調整、点検・故障

探求・復旧 

自動気象観測システムの設置工事及び観測データ送信間隔設

定・故障処理・復旧（予備品の組入れ（交換）及び動作確認、

処置・復旧確認作業）技術を DMH 技術者が習得する 

 

（4） 成果達成度の確認方法 

ソフトコンポーネントの成果達成度の確認方法は以下の通りである。 

表 67  ソフトコンポーネントの成果達成度と測定方法 
No. 活動項目 成果指標 確認方法 

1 

気象ドップラーレー

ダー点検・故障探求・

処置・復旧 

適切な調整・故障探究・処理・復

旧が実施される 

1)測定器類を用いた定期保守点検、2)予備品の実機

への組入れ（交換）及び動作確認、3)故障探求・処

置・復旧確認作業を実施し、習熟度を確認する 

2 

システムマニュアル

概要及びレーダーシ

ステム保守管理台帳

を活用した迅速且つ

適切な気象レーダー

運用・管理 

システムマニュアル概要及びレ

ーダーシステム保守管理台帳を

活用した、迅速且つ適切な運用・

管理が実施される 

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要の

利用頻度及びレーダーシステム保守管理台帳の記載

内容（各日、週、月）を確認する 

3 

雨量強度及びドップ

ラー速度観測のシー

クエンス・スケジュー

ルに従った気象レー

ダー観測 

気象現象を的確に把握し、気象レ

ーダー観測データを予報業務に活

用するため、雨量強度及びドップ

ラー速度観測のシークエンス・ス

ケジュールに従った気象レーダー

観測が実施される 

雨量強度及びドップラー速度観測データより、観測

シークエンス・スケジュールに沿った気象レーダー

観測の実施を確認する 

4 

39 種類の気象レーダ

ープロダクト（雨量及

びドップラー速度デ

ータ）の気象予報業務

と航空気象業務への

反映 

気象レーダープロダクトの気象予

報業務と航空気象業務において使

用される 

気象レーダープロダクトの気象予報業務と航空気象

業務における利用状況を確認する 

5 

自動気象観測システ

ム設置・調整、点検・

故障探求・復旧 

DMH の責任で設置工事を適切な調

整・故障探究・処理・復旧が実施

される 

DMH により、安全上、外国人が渡航できない数か所のサイ

トでの自動気象観測システム設置の実施及びDMHネピ

ドー早期警報センターでの良好な観測データの受信

状況を確認する 
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（5） ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

本ソフトコンポーネントは以下の専門家が対応する。 

 気象レーダー調整・故障探求技術担当：成果1 

 気象レーダー運用・管理技術担当：成果2 

 気象レーダー観測技術担当：成果3 

 気象レーダープロダクト技術担当：成果4 

 自動気象観測システム運用・管理技術担当：成果5 

 

ソフトコンポーネントの活動（投入計画）は以下の通りである。 

表 68  ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

成果 
必要とされる技

術・業種 

現況の技術と必要と

される技術レベル 

ターゲット

グループ
実施方法 

実施リソース 

投入量 

支援型 

成果品 

成果 1：気象

ドップラー

レーダー点

検・故障探

求・処置・復

旧 

気象レーダー調

整・故障探求を行

える技術を有す

る技術者 

DMHには、デジタル気象

レーダーシステムの調

整・故障探求を実施し

た経験を有する技術

者がいないことか

ら、独自に調整・故障

探求が実施できるレ

ベルの技術が必要 

下表に示し

た通り 

測定器類を用いた定期保守点

検研修 

＜実施リソース＞ 

気象レーダー調整・

故障探求技術担当コ

ンサルタント（派遣回

数：3） 

 

＜投入量＞ 

チャオピュー:1.13

人月 

ヤンゴン：0.97 人

月 

マンダレー：1.0 人

月 

 

＜支援型＞ 

直接支援型 

測定器類を用い

た定期保守点検

実施手順書 納入された予備品の実機への

組入れ（交換）及び動作確認

研修 
予備品の実機へ

の組入れ（交換）

及び動作確認手

順書 
故障状態を想定し、故障探

求・処置・復旧確認研修 

故障探求・処置・

復旧確認手順書実施手順書の作成 

成果 2：気象

ドップラー

レーダーシ

ステムマニ

ュアル概要

及びレーダ

ーシステム

保守管理台

帳作成 
気象レーダー運

用・管理を行える

技術を有する技

術者 

DMHには、デジタル気象

レーダーシステムの運

用・管理を行った経験

を有する技術者がい

ないことから、レー

ダーシステムマニュ

アル概要及びレーダ

ーシステム保守管理

台帳に沿った運用・管

理が実施できるレベ

ルの技術が必要 

下表に示し

た通り 

DMH 技術者との技術ディスカ

ッション 

＜実施リソース＞ 

気象レーダー運用・管

理技術担当コンサル

タント（派遣回数：3） 

 

＜投入量＞ 

チャオピュー:1.13

人月 

ヤンゴン：0.97 人

月 

マンダレー：1.0 人

月 

 

＜支援型＞ 

直接支援型 

気象ドップラー

レーダーシステ

ムマニュアル概

要 
気象ドップラーレーダーシ

ステムマニュアルから最重

要部分の選出と説明 レーダーシステ

ム保守管理台帳

· システム障害/

トラブルの発生

日時 

· システム障害/

トラブルの原因

（異音、部分的

な劣化、その他）

· 実施した復旧手

順 

· 交換した部品の

名称及び数量 

· 復旧/トラブル

シューティング

を行ったエンジ

ニアの氏名 

気象ドップラーレーダーシ

ステムマニュアル概要の作

成 

レーダーシステム保守管理

台帳の作成 

DMH 技術者による気象ドップ

ラーレーダーシステムマニ

ュアル概要及びレーダーシ

ステム保守管理台帳の使用 

成果 3：雨量

強度及びド

ップラー速

気象レーダー観

測データよりク

ラッター及びブ

DMHには、デジタル気象

ドップラーレーダーシ

ステムによりCAPPI 観

下表に示し

た通り 

DMH 予報官及び技術者との技

術ディスカッション及び座

学 

＜実施リソース＞ 

気象レーダー観測技

術担当コンサルタン

雨量強度及びド

ップラー速度観

測のシークエン
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度観測のシ

ー ク エ ン

ス・スケジュ

ール作成 

 

 

ラインドエリア

の特定が行え且

つミャンマーの

気象現象に即し

た観測のシーク

エンス・スケジ

ュールの作成を

行える技術を有

する技術者 

測を実施した経験を有

する技術者がいないこ

とから、雨量強度及び

ドップラー速度観測

のシークエンス・ス

ケジュールに関する

技術を有していない 

そのためレーダー観

測シークエンス・ス

ケジュールの重要性

を認識し、作成がで

きる技術が必要 

気象ドップラーレーダーシ

ステムのクラッター及び各

アンテナ仰角時（0.5 度間隔、

1～3度間）のブラインドエリ

アの特定 

ト（派遣回数：3） 

 

＜投入量＞ 

チャオピュー:0.97

人月 

ヤンゴン：0.97 人

月 

マンダレー：1.0 人

月 

 

＜支援型＞ 

直接支援型 

ス・スケジュール

各アンテナ仰角時（0.5 度間

隔、1～3度間）のブラインド

エリア図の作成 

雨量強度及びドップラー速

度観測のシークエンス・スケ

ジュールの作成 

雨量強度及びドップラー速

度観測のシークエンス・スケ

ジュールに従った気象レー

ダー観測の実施 

成果 4：39 種

類の気象レー

ダープロダク

ト（雨量強度

及びドップラ

ー速度デー

タ）の気象予

報業務と航空

気象業務への

反映 

気象レーダープ

ロダクトの気象

予報業務と航空

気象業務への反

映技術を有する

技術者 

DMH及び民間航空局は、

デジタル気象レーダ

ープロダクトを気象

予報業務と航空気象

業務へ利用する技術

を有していない 

そのため 39種類の気

象レーダープロダク

トの内容を理解し、

業務へ反映するため

の技術が必要 

下表に示し

た通り 

気象レーダープロダクト解

説書 

＜実施リソース＞ 

気象レーダープロダ

クト技術担当コンサ

ルタント（派遣回数：

1） 

 

＜投入量＞ 

1.0 人月 

 

＜支援型＞ 

直接支援型 

気象レーダープ

ロダクト解説書

DMH 職員（予報官及び技術者）

及び民間航空局管制塔職員との

技術ディスカッション及び座

学（DMH ヤンゴン） 
気象レーダープロダクト解

説書と気象レーダープロダ

クトを利用した予報業務実

習（DMH ネピドー） 
気象レーダープロダクト解

説書と気象レーダープロダ

クトを利用した航空気象業

務実習（ヤンゴン国際空港管

制塔ビル） 

成果 5：自動

気象観測シス

テム設置・調

整、点検・故

障探求・復旧 

自動気象観測シ

ステムを設置・調

整・故障探求を行

える技術を有する

技術者 

DMHは、自動気象観測

システムを設置・調整

する技術及びシステ

ムの点検・故障探求・

復旧する技術が未熟

である 

そのためシステムの

設置・調整及びシステ

ムの点検・故障探求・

復旧する技術の強化

が必要 

 

下表に示し

た通り 

DMH 技術者への設置・調整に

関する手順とスケジュールの

説明 

＜実施リソース＞ 

自動気象観測シス

テム運用・管理技術

担当コンサルタント

（派遣回数：1） 

 

＜投入量＞ 

1.17 人月 

 

＜支援型＞ 

直接支援型 

自動気象観測シ

ステム設置工事手

順書 

自動気象観測システム設置工

事手順書の作成 DMHによる安全上、

外国人が渡航でき

ない数か所のサイ

トへの自動気象観

測 シ ス テ ム 設

置・調整工事の実

施及びDMHネピド

ー早期警報セン

ターでの良好な

観測データの受

信 

自動気象観測システムの運用

維持管理マニュアルの作成

DMHネピドー及びヤンゴンにお

いて自動気象観測システムの

設置・調整工事研修の実施 

DMHネピドー及びヤンゴンにお

いて自動気象観測システムの

運用維持管理研修の実施 

自動気象観測システム設置工

事手順書の見直し 

DMHによる安全上、外国人が渡

航できない数か所のサイトへ

の自動気象観測システム設

置・調整工事の実施 自動気象観測シ

ステムの運用維

持管理マニュア

ル 

DMH ネピドー早期警報セン

ターでの良好な観測データ

の受信確認 
自動気象観測システムの運用

維持管理マニュアルの見直し

 

各ソフトコンポーネントの活動のタイミングを以下に示した。 

表 69  ソフトコンポーネントの活動のタイミング 
ソフトコンポーネントの活動の技術担当 活動のタイミング 

気象レーダー調整・故障探求技術担当 

気象レーダーシステムを実際に稼働させて活動を行う必要が

あるため、気象レーダーシステムの機材設置工事完了は雨期を

予定している。設置工事完了約 1ヶ月前（気象レーダーシステ

ムの調整・試運転期間）より活動を開始する予定である。 
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気象レーダー運用・管理技術担当 

気象レーダーシステムを実際に稼働させて活動を行う必要が

あるため、気象レーダーシステムの機材設置工事完了は雨期を

予定している。設置工事完了約 1ヶ月前（気象レーダーシステ

ムの調整・試運転期間）より活動を開始する予定である。 

気象レーダー観測技術担当 

気象レーダーシステムにより、実際に観測した雨量強度やドッ

プラー速度データを利用して活動を行う必要があるため、気象

レーダーシステムの機材設置工事完了は雨期を予定している。

設置工事完了約 1ヶ月前（気象レーダーシステムの調整・試運

転期間）より活動を開始する予定である。 

気象レーダープロダクト技術担当 

気象レーダーシステムにより、実際に観測した雨量強度やドッ

プラー速度のプロダクトを利用して活動を行う必要があるた

め、ヤンゴン国際空港の機材設置工事完了は雨期を予定してい

る。設置工事完了約 1ヶ月前（気象レーダー表示システムの調

整・試運転期間）より活動を開始する予定である。 

自動気象観測システム運用・管理技術担当

本ソフトコンポーネントの活動は、ヤンゴン及びネピドーにお

いて実施することを計画していることから、乾期の自動気象観

測システム据付工事期間（30 ヶ所のサイトを踏破する必要が

あるため、乾期における実施は必須）において、ヤンゴン自動

気象観測システム基礎のコンクリート打設後、7日目より活動

を開始する予定である。 

 

下表の 3つの活動に関しては、チャオピュー、ヤンゴン及びマンダレーの気象レーダー塔施設（本

プロジェクトにより建設する予定）において、各ソフトコンポーネントの活動を繰り返し実施するこ

とを計画している。その必要性を以下に記した。 

表 70  ソフトコンポーネントの活動を繰り返し実施する必要性 
ソフトコンポーネントの活動 各ソフトコンポーネントの活動を繰り返し実施する必要性 

気象レーダー調整・故障探求技術 
気象レーダー運用・管理技術 

気象レーダー観測技術 

チャオピュー、ヤンゴン及びマンダレーの気象レーダー塔施設建設は、

各々の時期をずらし、各気象レーダーシステムの機材設置工事完了が雨

期となるよう計画されている。そのため、本プロジェクト実施期間中に、

3 つのソフトコンポーネントの活動を 3 度の雨期を利用して、3 回、実

施することが可能である。気象レーダー技術を伝授するには、繰り返し

行うこと、即ち、使い慣れることが肝要である。更に 3ヶ所で実施する

ことにより、新たに配置される技術者はもとより、ソフトコンポーネン

トにより既に技術を習得して、気象レーダーシステム実運用中の技術者

も招集することから、未熟部分等に対する技術フォローが可能となる。

また新たに配置される技術者と気象レーダーシステム実運用中の技術

者との意見交換や DMH 技術者間の技術移転が可能となり、持続性がより

確かなものとなることが期待できる。 

 

各成果のターゲットグループを以下の表に示す。なお、成果 1、2 及び 5 のターゲットグループに

ついては、下表に示した通り、既存の技術職員に加えて、DMH は、気象レーダー運用のために、新た

に 36 名の技術職員を雇用し、各地に必要な人数を配置する計画をしており、これら新規雇用職員も

ターゲットグループに含まれる。 
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表 71  各成果のターゲットグループ 

成果 1、2及び 5のターゲットグループ 成果 3及び 4のターゲットグループ 

人数 人数 

ネピドー技術職員（既存） 7 気象予報官（既存） 15 

ヤンゴン技術職員（既存） 5 空港気象事務所職員（既存） 4 

マンダレー技術職員（既存） 1 ヤンゴン国際空港管制職員（既存） 10 

新たに雇用する予定の技術職員 36   

（6） ソフトコンポーネントの成果品 

ソフトコンポーネントの成果品は以下の通り。 

表 72  ソフトコンポーネントの成果品（アウトプット） 
資料名 提出時期 ページ数 

1)測定器類を用いた定期保守点検、2)予備品の実機への組入れ（交換）及び動作

確認、3)故障探求・処置・復旧確認作業実施手順書 

技術移転実施後 

20 

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要 30 

レーダーシステム保守管理台帳 10 

雨量強度及びドップラー速度観測のシークエンス・スケジュール 10 

気象レーダープロダクト解説書 45 

自動気象観測システム設置工事手順書 20 

自動気象観測システムの運用維持管理マニュアル 20 

資料名 内容 提出時期 ページ数 

ソフトコンポーネント実

施完了報告書 

 活動計画と実績 

 計画した成果と成果の達成度 

 成果の達成度に影響を与えた要因 

 効果の持続・発展のための今後の課題・提言等 

 成果品一式 

ソフトコンポーネ

ント実施完了時 
60 
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３－２－４－９ 実施工程 

 

表 73  実施工程 

 

 

 

 

ソフトコンポーネント

気象ドップラーレーダー点検・故障探求・処置・復旧（No.1）
システムマニュアル概要及びレーダーシステム保守管理台帳を活用した迅速且つ適切な気象レーダー運用・管
理（No.2）
雨量強度及びドップラー強度観測のシークエンス・スケジュールに従った気象レーダー観測（No.3）

ソフトコンポーネント

気象ドップラーレーダー点検・故障探求・処置・復旧（No.1）
システムマニュアル概要及びレーダーシステム保守管理台帳を活用した迅速且つ適切な気象レーダー運用・管理（No.2）

雨量強度及びドップラー強度観測のシークエンス・スケジュールに従った気象レーダー観測（No.3）

ソフトコンポーネント

気象ドップラーレーダー点検・故障探求・処置・復旧（No.1）
システムマニュアル概要及びレーダーシステム保守管理台帳を活用した迅速且つ適切な気象レーダー運用・管
理（No.2）
雨量強度及びドップラー強度観測のシークエンス・スケジュールに従った気象レーダー観測（No.3）

ソフトコンポーネント

39種類の気象レーダープロダクト（雨量及びドップラー強度データ）の気象予報業務と航空気象業務への反映
（No.4）

ソフトコンポーネント

自動気象観測システム設置・調整、点検・故障探求・復旧（No.5）

43 445 6 39 40 41 422322

工事準備

自動気象観測システム機材輸送

自動気象観測システム機材据付／調整

13 14 15 16 17 21187 8 9 10 11 12

工事準備

マンダレー機材製作

ヤンゴン機材製作

マンダレー気象レーダー塔施設建設工事＋機材設置

19 201 2 3 4

電気・空調・衛生設備工事

外構工事

早期警報センターの機材製作

仮設・杭・土工事

躯体工事

仕上工事

仕上工事

マンダレー機材据付／調整

外構工事

自動気象観測システム機材調達・据付工事

自動気象観測システム機材製作

仮設・土工事

躯体工事

チャオピュー機材輸送

ヤンゴン機材輸送

ヤンゴン機材据付／調整

チャオピュー機材据付／調整

マンダレー気象レーダー観測所

早期警報センターの機材調達・据付工事

自動気象観測システム（AWS）

28 29 30 31 32 33

早期警報センターの機材輸送

早期警報センターの機材据付／調整

仕上工事

3727

早期警報センター（ネピドー）及びヤンゴン国際空港

電気・空調・衛生設備工事

外構工事

電気・空調・衛生設備工事

ヤンゴン気象レーダー観測所

ヤンゴン気象レーダー塔施設建設工事＋機材設置

24 34

チャオピュー機材製作

ヤンゴン国際空港の機材据付／調整

仮設・土工事

35 3625 26

マンダレー機材輸送

4 5

38

ヤンゴン国際空港の機材調達・据付工事

ヤンゴン国際空港の機材製作

ヤンゴン国際空港の機材輸送

チャオピュー気象レーダー観測所

チャオピュー気象レーダー塔施設建設工事＋機材設置

工事準備

躯体工事

6 7 8

国内作業

入札業務

実施設計

1 2 3

合計：19.0月

合計：23.0月

合計：20.0月

合計：16.0月

合計：13.5月

合計：16.0月

1.13人月

1.13人月

0.97人月

0.97人月

1.0人月

1.0人月

1.17人月

0.97人月
0.97人月

1.0人月

1.0人月

合計：5.0月
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３－３  相手国側分担事業の概要 

 

 日本国の無償資金援助による本プロジェクトの実施にあたり、「ミ」国政府に要求する負担範囲は

次の通りである。 

表74  本プロジェクト実施に必要となる負担業務 
No. 項目 

 計画全般 

1 「ミ」国で必要な制度上、法律上の手続き全般 

2 
本プロジェクトにおいて輸入される資機材に対する免税手続き及び陸揚げ港での通関手続きに必要な書類の通関

業者/輸送業者（請負業者により雇用された）に対する提供 

3 
ネピドー及びヤンゴンの DMH 事務所において、本プロジェクトの実施に必要となる、コンサルタントと請負業者

に必要なインターネット接続可能な作業スペースの提供（要請に応じて） 

4 
「ミ」国以外の日本及び諸外国（従属国を含む）国籍を有する本プロジェクト実施に関与する人員のビザ発給の

保証（期間延長を含む）及び必要な手続き等、「ミ」国入国及び滞在に必要となる事項 

5 契約に基づいた製品やサービスの供給に関連した、被援助国で課される関税、内国税、その他の課税の免除 

6 
ミャンマー外国貿易銀行に対して支払う、コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正（要

請に応じて）のための銀行手数料の支払い 

7 本プロジェクトの実施に必要な日本の無償資金が負担する以外の全ての費用負担 

8 
本プロジェクトの実施前及び実施期間中に、各サイト及び日本を含む諸外国国籍を有する本プロジェクトに従事

する人員の安全確保 

 気象レーダー塔施設建設関連事項 

9 建設敷地整地 

10 建設請負業者の事務所、作業場、建築資材倉庫等の仮設設備のため、各サイトにおいてスペースの提供 

11 
新たな気象レーダー塔施設建設に必要なスペースが確保するための、チャオピュー気象レーダー観測所敷地内既存

小丘陵部の撤去 

12 
気象レーダー塔施設建設に必要となる強度と幅員を有する未舗装アクセス道路（主要道路～チャオピュー気象レー

ダー観測所）の砂利による舗装 

13 
気象レーダー塔施設建設のスペース確保及び配置のため、DMH ヤンゴン敷地内におけるワークショップ用施設（小

屋）の撤去 

14 気象レーダー塔施設建設に必要となる敷地を確保するため、マンダレーDMH 気象観測所の敷地の南側を 30m 拡張

15 マンダレーDMH 気象観測所の敷地拡張に伴う敷地境界壁の延長 

16 気象レーダー塔施設建設に必要となる許可取得 

17 
ヤンゴン及びマンダレーの気象レーダー塔施設に必要な、容量 100kVA の商用電源（440V、3 相 4 線、50Hz）の敷

設 

18 ヤンゴン及びマンダレーの気象レーダー塔施設に対する商用電源供給に必要なステップダウントランスの設置 

19 
ヤンゴン及びマンダレーの気象レーダー塔施設に必要な水道設備、電話設備、インターネット設備等の付帯設備（必

要に応じて） 

20 建設作業のために仮設（電気、水設備等）の提供 

21 気象レーダー塔施設以外の施設建設（DMH が必要であれば） 

22 ガーデニング、フェンス、門、敷地境界壁、敷地内外の外部照明等の屋外施設 

23 研修受講職員の派遣費用（日当、交通費、宿泊費等） 

 機材設置関連事項 

24 機材の設置に必要となる、既設の設備等の撤去、移転（必要に応じて） 

25 設置作業中に必要となる資材、工具及び機材の仮設保管場所の提供及び配置 

26 気象レーダーシステムの周波数の取得 

27 
気象データ衛星通信システム（VSAT）の設置のため、衛星通信利用に必要なスペースセグメントの確保及び通信・

郵便・電信省からの VSAT 使用許可の取得、予備回線としてブロードバンド又は専用回線の確保 

28 自動気象観測システムの観測データ送受信のための GSM/GPRS 携帯 SIM カードの調達 

29 
供給される機材（PC 端末及び周辺機器）を設置するため、DMH 早期警報センター（ネピドー）内での必要スペー

スの確保 

30 自動気象観測システムを設置するため、既設気象観測所内での適切なスペースの確保 

31 自動気象観測システム設置スペース確保のため観測露場拡張に伴うフェンスの敷設（観測露場が狭い既設観測所
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のみ） 

32 
研修受講職員の派遣（外国人が安全上の問題で行くことができない自動気象観測システム設置サイトへの派遣を含む）

費用（日当、交通費、宿泊費等） 

 本プロジェクト完了後 

33 既設の門、敷地境界壁、敷地内外の外部照明等の修理（要請に応じて） 

34 機材の円滑な運用・維持管理に必要な職員の配置 

35 
老朽化が激しいチャオピュー既設気象レーダー塔施設が、地震及びサイクロンに伴う強風により崩壊する恐れが

あることから、チャオピュー既設気象レーダーシステムの撤去 

36 従業員宿舎建設のため、チャオピュー既設気象レーダー塔施設の改修 

37 チャオピュー既設気象レーダー観測所事務所の改修 

38 機材の円滑な運用・維持管理に必要な予備部品や消耗品の調達 

39 本プロジェクトで建設された気象レーダー塔施設が効率的に機能するための適切な運用・維持管理 

40 本プロジェクトで建設された施設と調達機材の効果的利活用 

41 適切な気象レーダー観測と予報作業に必要な予算と人員の確保 

 

「ミ」国側の気象レーダー塔施設建設に係わる分担事業の詳細を次のようにまとめた。 

 

＜チャオピュー気象レーダー観測所＞ 

(1) 老朽化が激しいチャオピュー既設気象レーダー塔施設が、地震及びサ

イクロンに伴う強風により崩壊する恐れがあることから、チャオピュ

ー既設気象レーダーシステムの撤去 

 
(2) 職員宿舎とするため、既設気象レーダー塔施設（写真の赤丸部分）

の改修工事 

 

 

(3) 主要道路からサイトまでの舗装がされていない既設アクセス道路の砂

利舗装（全長約 350m） 

 

 

 

(4) 新たな気象レーダー塔施設建設に必要なスペースが確保す

るための、チャオピュー気象レーダー観測所敷地内既存小

丘陵部の撤去 
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(5) チャオピュー既設気象レーダ

ー観測所事務所の改修 

 

 

＜ヤンゴン気象レーダー観測所＞ 

(1) 気象レーダー塔施設建設のスペース確保及び配置のため、

DMH ヤンゴン敷地内におけるワークショップ用施設（小

屋）の撤去 

 

(2) 気象レーダー塔施設の商用電源供給に必要なステップダウントランスの設置及び容量 100kVA

の商用電源（440V、3 相 4線、50Hz）の敷設 

 

 

 

 

＜マンダレー気象レーダー観測所＞ 

(1) 気象レーダー塔施設建設に必要となる敷地を確

保するため、マンダレーDMH 気象観測所の敷地の

南側を 30m 拡張 

 

 

(2) 気象レーダー塔施設の商用電源供給に必要なステップダウントランスの設置及び容量 100kVA

の商用電源（440V、3 相 4線、50Hz）の敷設 

 

 

表 75  ステップダウントランスの仕様（ヤンゴン気象レーダー観測所） 
台数 1 台 

容量 100 kVA 

出力電源 440V、3 相 4線、50Hz 

表 76  ステップダウントランスの仕様（マンダレー気象レーダー観測所） 
台数 1 台 

容量 100 kVA 

出力電源 440V、3 相 4線、50Hz 

30m 
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３－４  プロジェクトの運営・維持管理計画 

 

（1） 機材の運営維持管理計画 

 

1) 気象レーダーの運用計画 

本プロジェクト完工後の各気象レーダーの運用を「ミ」国の季節に合わせて、以下のような計

画とすることで DMH より合意を得た。 

表 77  チャオピュー気象レーダーシステム運用時間（年間）概算 

 
期間 1 日当たりの運用時間 運用日数 総運用時間 

 

乾季 
1 月～4月 4 時間 119 日 476 時間 

11 月、12 月 4 時間 60 日 240 時間 

モンスーン期 5 月～10 月 8 時間 183 日 1,464 時間 

プレモンスーン期・ポストモンスー

ン期（熱帯低気圧・サイクロン） 
4 月、5月、10 月、11 月 24 時間 3 日 72 時間 

   365 日 2,252 時間 

 

表 78  ヤンゴン気象レーダーシステム運用時間（年間）概算 

 
期間 1 日当たりの運用時間 運用日数 総運用時間 

 

乾季 
1 月～4月 4 時間 119 日 476 時間 

11 月、12 月 4 時間 60 日 240 時間 

モンスーン期 5 月～10 月 12 時間 183 日 2,196 時間 

プレモンスーン期・ポストモンスー

ン期（熱帯低気圧／サイクロン） 
4 月、5月、10 月、11 月 24 時間 3 日 72 時間 

   365 日 2,984 時間 

 

表 79  マンダレー気象レーダーシステム運用時間（年間）概算 

 
期間 1 日当たりの運用時間 運用日数 総運用時間 

 

乾季 
1 月～4月 4 時間 120 日 480 時間 

11 月、12 月 4 時間 61 日 244 時間 

モンスーン期 5 月～10 月 12 時間 184 日 2,208 時間 

   365 日 2,932 時間 

 

2) 気象レーダー観測所の人員配置及び観測体制 

気象レーダーの運用を適切に行うため、各気象レーダー観測所において、以下のような人員配

置及び観測体制が必要である。 
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表 80  DMH で必要とされる気象レーダー観測体制 
レーダー観測 シフト数 観測班の人数 勤務時間 監督者数 監督者の勤務時間 

通常観測 

（乾季：12 月～3月） 
2 3 

08:00-15:00 

14:00-21:00 
1 

09:00-17:00 

（DMH の通常勤務時間）

通常観測 

（プレモンスーン期、モンスーン期、 

ポストモンスーン期：4月～11 月） 

2 3 
08:00-21:00 

20:00-09:00 
1 

09:00-17:00 

（DMH の通常勤務時間）

特別観測 3 5 

08:00-17:00 

16:00-01:00 

24:00-09:00 

1／シフト 24 時間勤務 

 

3) 機材の運用維持管理計画 

気象レーダーシステム、気象レーダーデータ表示システム、気象データ衛星通信システム（VSAT）、

気象データ通信システム及び自動気象観測システムの適切な運用維持管理のために、以下のスタ

ッフ数が必要である。 

表81  各気象レーダー観測所に必要とされるスタッフ 

職位 
チャオピュー 

気象レーダー観測所

ヤンゴン 

気象レーダー観測所 

マンダレー 

気象レーダー観測所

観測所技術長 1 1 1 

気象レーダー観測官（気象予報官） 2 2 2 

上級電子技術者 1 1 1 

下級電子技術者 2 2 2 

上級データ通信技術者 1 1 1 

下級データ通信技術者 2 2 2 

上級機械技術者 1 1 1 

下級機械技術者 2 2 2 

技術者補佐 4 4 4 

合計 16 16 16 

<観測所技術長の業務> 

気象レーダー観測所の維持管理 

<気象レーダー観測官の業務> 

データ受信、データ処理＆分析、レーダー観測スケジュール管理、DMH早期警報センター（ネピドー）のレーダー観測指針を

レーダー観測に反映 

<技術者の運営維持管理業務> 

 電子技術者：送信装置、受信信号処理装置、導波管加圧装置、レーダー電源切替盤、レーダー運用ソフトウェア、非常用

電源装置及び施設内電気設備（耐雷トランス、配電盤、照明、他)、避雷設備 

 データ通信技術者：データ通信装置（VSAT局屋内装置＆屋外装置、VSAT局アンテナ装置、PoEインジェクター、二重化ル

ータ、光リピーター、二重化スイッチ、PC端末、プリンター、周辺機器、無線LAN装置、データ通信ソフトウェア 

 機械技術者：空中線装置、空中線装置用ペデスタル、レドーム、エンジン発電機、空調装置、送水ポンプ、換気ダクト＆

換気扇、扉＆窓、家具 

 技術者補佐：全技術者の業務補佐 

 

4) 機材の運用維持管理クイックレスポンスチーム 

気象レーダー観測所及び自動気象観測システムが設置される DMH 気象観測所を支援し、気象レ

ーダーシステム、気象レーダーデータ表示システム、気象データ衛星通信システム（VSAT）、気象

データ通信システム、自動気象観測システム、既設 GTS メッセージスイッチ及び MTSAT 受信機等

の重要な機材の故障時に迅速な対応が可能となるよう、副長官の直轄下に以下のスタッフから構

成されるクイックレスポンスチームが必要である。 
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表82  DMH早期警報センター（ネピドー）及びマンダレーの 

データ通信システムクイックレスポンスチームに必要とされるスタッフ 
職位 スタッフ数 

クイックレスポンスチーム技術長（ネピドー） 1 

ネピドー 

上級技術者（VSAT、GSM装置、ネットワーク＆コンピューター機器、ソフトウェア） 3 

上級／下級技術者（自動気象観測システム装置、ソフトウェア） 2 

技術者補佐 1 

マンダレー 

上級／下級技術者（自動気象観測システム装置＆ソフトウェア＋機器） 2 

 

表83  ヤンゴンの気象レーダーシステムクイックレスポンスチームに必要とされるスタッフ 
職位 スタッフ数 

クイックレスポンスチーム技術長（ヤンゴン） 1 

上級／下級技術者（気象レーダーシステム＆ソフトウェア） 3 

上級／下級技術者（自動気象観測システム装置＆ソフトウェア＋機器） 3 

技術者補佐 1 

 

5) 機材運用維持管理計画 

機材運用維持管理を適切に実施するために以下の点を重点に行うことが重要である。 

 スタッフへの技術訓練 

 問題・故障への対応方法の確立 

 部品及び消耗品の交換修理記録の徹底 

 定期的な部品交換やオーバーホールの実施 

 運用、管理体制の整備 

 技術的・財政的自立発展性の確保 

 

＜技術者の補充＞ 

DMH も、技術セクションを強化する必要性を深く認識している。従って、JICA 準備調査団は以下の

表に示されているように、有能な電子関連技術者の補充を強く奨励した。本件に関し、監督官庁であ

る運輸省の理解と協力が必要となる。 

気象レーダーの維持管理面における DMH の自立的発展のためには、必要な電子関連技術者（技術者

及び技術者補佐）を継続的に補充し、全てのスタッフに気象レーダーの維持管理能力を継承していく

ことが必要不可欠である。 

表 84  DMH で補充が必要な技術者及び技術者補佐数 
 2014 2015 2016 

技術者 6 6 － 

技術者補佐 6 4 4 

 

（2） 施設の運営維持管理計画 
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DMH による気象レーダー塔の運用維持管理においては、①日常の清掃の実施、②磨耗・破損・老朽

化に対する修繕、③安全性と防犯を目的とする警備、の 3 点が中心となる。日常の清掃の励行は、

施設利用者である職員の勤務態度に好影響を与え、施設・機材の取り扱いも丁寧になる。更に、機

材の性能をより長く維持するためにも重要である。又、破損・故障の早期発見と初期修繕につなが

り、設備機器の寿命を延ばす事にもなる。 

気象レーダー塔定期点検の概要は、一般的に以下の通りである。 

表 85  施設定期点検の概要 

 各部の点検内容 点検回数 

外部 

・外壁の補修・コーキング・塗替え 

・屋根の点検、補修 

・樋・ドレイン廻りの定期的清掃 

・外部建具廻りのシール点検・補修 

・マンホール等の定期的点検と清掃 

補修 1回/5 年、塗り替え 1 回/15 年 

点検 1回/年、随時 

1 回/月 

1 回/年 

1 回/年 

内部 

・内装の変更 

・間仕切り壁の補修・塗り替え 

・建具の締まり具合調整 

随時 

随時 

1 回/年、その他随時 

 

建築設備については、故障の修理や部品交換などの補修に至る前の、日常の「予防的メンテナン

ス」が重要である。設備機器の寿命は、運転開始時間の長さに加えて、正常操作と日常的な点検・

給油・調整・清掃などにより、確実に伸びるものである。これらの日常点検により故障の発生を未

然に予防することができる。定期点検ではメンテナンス・マニュアルに従って、消耗部品の交換や

フィルターの洗浄を行う。 

更にメンテナンス要員による日常的な保守点検を励行するなどの維持管理体制作りが肝要である。

主要機器の一般的耐用年数については次の通りである。 

表 86  設備機器の耐用年数 

 設備機器の種別 耐用年数 

電気関係 

・配電盤 

・LED 灯（ランプ） 

・蛍光灯（ランプ） 

・白熱灯（ランプ） 

20 年～30 年 

20,000 時間～60,000 時間 

5,000 時間～10,000 時間 

1,000 時間～1，500 時間 

給排水設備 
・配管・バルブ類 

・衛生陶器 

15 年 

25 年～30 年 

空調設備 
・配管類 

・空調機・排気ファン類 

15 年 

15 年 
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３－５  プロジェクトの概略事業費 

 

３－５－１ 協力対象事業の概略事業費 

 

本プロジェクトを実施する場合に必要となる事業費総額は、概算で 38.588 億円となり、先に述べ

た日本国と「ミ」国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記 3)に示す積算条件によれば、次の

通りと見積られる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

 

1） 日本国側負担経費 

概算総事業費：3,845 百万円 

 

表 87  日本国側負担経費 

費目 概算事業費 

（1）施設建設 

チャオピュー気象レーダー塔施設 

ヤンゴン気象レーダー塔施設 

マンダレー気象レーダー塔施設 

1,511 百万円 

（2）機材費 

気象レーダーシステム 

気象レーダーデータ表示システム 

気象データ衛星通信システム 

気象データ通信システム 

自動気象観測システム 

2,008 百万円 

（3） ソフトコンポーネント 28 百万円 

（4） 設計監理費 298 百万円 

合計 3,845 百万円 

 

2） 「ミ」国側負担経費 

概算総「ミ」国側負担経費：約 13.8 百万円 

DMH による経費負担の合意に従い、本プロジェクト実施に必要な初度経費を次のように算出した。 

表88  DMHが負担する初度経費の概算 
No. 費目 初度経費（kyat） 

1 
新たな気象レーダー塔施設建設に必要なスペースが確保するための、チャオピュー

気象レーダー観測所敷地内既存小丘陵部の撤去 
6,000,000

2 
気象レーダー塔施設建設に必要となる強度と幅員を有する未舗装アクセス道路

（主要道路～チャオピュー気象レーダー観測所）の砂利による舗装 
25,000,000

3 

老朽化が激しいチャオピュー既設気象レーダー塔施設が、地震及びサイクロンに

伴う強風により崩壊する恐れがあることから、チャオピュー既設気象レーダーシ

ステムの撤去 

5,500,000

4 従業員宿舎建設のため、チャオピュー既設気象レーダー塔施設の改修 7,000,000

5 チャオピュー既設気象レーダー観測所事務所の改修 5,000,000

6 
気象レーダー塔施設建設のスペース確保及び配置のため、DMH ヤンゴン敷地内に

おけるワークショップ用施設（小屋）の撤去 
6,000,000

7 ヤンゴン気象レーダー塔施設に必要な容量 100kVA の商用電源（440V、3 相 4線、 20,000,000
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50Hz）（商用電源供給用ステップダウントランスの設置を含む）の敷設 

8 
マンダレー気象レーダー塔施設に必要な容量 100kVA の商用電源（440V、3 相 4線、

50Hz）（商用電源供給用ステップダウントランスの設置を含む）の敷設 
20,000,000

9 ヤンゴン気象レーダー塔施設に必要な公共水道の敷設 3,000,000

10 ヤンゴン気象レーダー塔施設に必要な電話回線の敷設 1,000,000

11 マンダレー気象レーダー塔施設に必要な電話回線の敷設 1,000,000

12 マンダレーDMH 気象観測所の敷地拡張に伴う敷地境界壁の延長 9,000,000

13 
自動気象観測システム設置スペース確保のため観測露場拡張に伴うフェンスの敷

設（観測露場が狭い既設観測所のみ） 

19,800,000

(1,320,000／観測所)

14 
自動気象観測システムの観測データ送受信のためのGSM/GPRS携帯SIMカードの調

達 

7,200,000

(240,000/SIM)

15 
ミャンマー外国貿易銀行に対して支払う、コンサルタントの支払授権書発行のた

めの銀行手数料 

1,230,000

(US$1,500)

16 
ミャンマー外国貿易銀行に対して支払う、コンサルタントの支払授権書修正のた

めの銀行手数料（要請に応じて） 

32,800

(US$40)

17 
ミャンマー外国貿易銀行に対して支払う、請負業者の支払授権書発行のための銀

行手数料 

1,230,000

(US$1,500)

18 
ミャンマー外国貿易銀行に対して支払う、請負業者の支払授権書修正のための銀

行手数料（要請に応じて） 

32,800

(US$40)

19 
各サイトにおける研修受講職員の派遣（外国人が安全上の問題で行くことができない

自動気象観測システム設置サイトへの派遣を含む）費用（日当、交通費、宿泊費等） 
4,000,000

 合計 142,025,600

 

3） 積算条件 

① 積算時点 ：平成 24 年 8 月 

② 為替交換レート ：1 US$ ＝81.06 円 

 ：1 kyat ＝0.097 円 

③ 詳細設計及び工事の期間 ：業務実施工程表に示した通りである。 

④ その他 ：本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施

されるものとする。 

 

次ページに、DMH が本プロジェクト実施のため支払いを行う初度経費の支払時期を記入した、「ミ」

国側負担経費支出スケジュールを添付した。 
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表 89  「ミ」国側負担経費支出スケジュール

銀行取極 (kyat)

銀行取極　実施設計及びプロジェクト実施

ミャンマー外国貿易銀行に対して支払う、コンサルタントの支払授権書発行のための銀行手数料 1,200,000

ミャンマー国側負担経費 (kyat)

ミャンマー外国貿易銀行に対して支払う、請負業者の支払授権書発行のための銀行手数料 1,200,000

ミャンマー外国貿易銀行に対して支払う、コンサルタントの支払授権書修正のための銀行手数料（要請に応じて） 32,000

ミャンマー外国貿易銀行に対して支払う、請負業者の支払授権書修正のための銀行手数料（要請に応じて） 32,000

各サイトにおける研修受講職員の派遣費用（日当、交通費、宿泊費等） 4,000,000

ミャンマー国側負担経費 (kyat)

新たな気象レーダー塔施設建設に必要なスペースが確保するための、チャオピュー気象レーダー観測所敷地内既存小丘陵部の撤去 8,000,000

未舗装アクセス道路（主要道路～チャオピュー既設気象レーダー観測所）の砂利による舗装 15,000,000

チャオピュー既設気象レーダー観測所の既設気象レーダーシステムの撤去 5,500,000

従業員宿舎建設のため、チャオピュー既設気象レーダー塔施設の改修 7,000,000

チャオピュー既設気象レーダー観測所事務所の改修 5,000,000

ミャンマー国側負担経費 (kyat)

気象データ衛星通信システム（VSAT）のためのスペースセグメントプロバイダーとの契約

ミャンマー国側負担経費 (kyat)

自動気象観測システム設置スペース確保のため観測露場拡張に伴うフェンスの敷設（観測露場が狭い既設観測所のみ） 13,200,000

自動気象観測システムの観測データ送受信のためのGSM/GPRS携帯SIMカードの調達 7,200,000

ミャンマー国側負担経費 (kyat)

ヤンゴン気象レーダー塔施設建設のスペース確保及び配置のため、DMHヤンゴン敷地内におけるワークショップ用施設（小屋）の撤去 6,000,000

ヤンゴン気象レーダー塔施設に必要な容量100kVAの商用電源（440V、3相4線、50Hz）（商用電源供給用ステップダウントランスの設置を含む）の敷設 10,300,000

ヤンゴン気象レーダー塔施設に必要な公共水道の敷設 3,000,000

ヤンゴン気象レーダー塔施設に必要な電話回線の敷設 1,000,000

ミャンマー国側負担経費 (kyat)

マンダレー気象レーダー塔施設に必要な容量100kVAの商用電源（440V、3相4線、50Hz）（商用電源供給用ステップダウントランスの設置を含む）の敷設 16500000

マンダレー気象レーダー塔施設に必要な電話回線の敷設 1,000,000

マンダレーDMH気象観測所の敷地拡張に伴う敷地境界壁の延長 9,000,000

3425 3526 36 3729 30 31 32 3315 2817 18 19 20 21 22 23 24 27165 6 7

工事準備

8 9 10 11

マンダレー機材製作

ヤンゴン機材製作

マンダレー気象レーダー塔施設建設工事

12 13 14

自動気象観測システム機材据付／調整

ヤンゴン気象レーダー観測所

ヤンゴン気象レーダー塔施設建設工事

マンダレー機材据付／調整

外構工事

マンダレー機材輸送

工事準備

電気・空調・衛生設備工事

外構工事

自動気象観測システム機材調達・据付工事

自動気象観測システム機材製作

仮設・土工事

躯体工事

仕上工事

ヤンゴン機材輸送

ヤンゴン機材据付／調整

自動気象観測システム機材輸送

チャオピュー機材据付／調整

マンダレー気象レーダー観測所

早期警報センターの機材調達・据付工事

早期警報センターの機材製作

仮設・杭・土工事

躯体工事

仕上工事

電気・空調・衛生設備工事

早期警報センターの機材輸送

早期警報センターの機材据付／調整

4

仕上工事

電気・空調・衛生設備工事

外構工事

チャオピュー機材製作

チャオピュー機材輸送

1 2 3

5 6

早期警報センター（ネピドー）及びヤンゴン国際空港

自動気象観測システム（AWS）

7 8

実施設計

入札業務

ヤンゴン国際空港の機材据付／調整

4039 4342

1 2 3 4

仮設・土工事

41 4438

ヤンゴン国際空港の機材調達・据付工事

ヤンゴン国際空港の機材製作

ヤンゴン国際空港の機材輸送

チャオピュー気象レーダー観測所

チャオピュー気象レーダー塔施設建設工事

工事準備

躯体工事

合計：5.0月

合計：19.0月

合計：23.0月

合計：20.0月

合計：16.0月

合計：13.5月

合計：16.0月
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３－５－２ 運営・維持管理費 

 

（1） 本プロジェクトの実施により発生する「ミ」国側の運用維持管理費 

 

本プロジェクトが無償資金協力によって実施される場合の、プロジェクト完工後 1年目から 10 年

目までの運用維持管理コスト（3%のインフレーションを考慮した）を算出した。 

 

運用・維持管理コストは、以下の状況下での概算である。 

 DMH 独自による運用・維持管理の実施 

 運用マニュアルに従い適切な運用の実施 

 マニュアルに従い定期的且つ適切な維持管理の実施 
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DMH 早期警報センター（ネピドー）、チャオピュー気象レーダー観測所、ヤンゴン気象レーダー観

測所、マンダレー気象レーダー観測所、ヤンゴン国際空港の運用維持管理コストを以下に添付した。 

 

表 90  運用維持管理コスト：DMH 早期警報センター（ネピドー） 

 

 

表 91  運用維持管理コスト：チャオピュー気象レーダー観測所 

DMH早期警報センター（ネピドー）

装置名 詳細項目 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考
1 PCターミナル ハードディスク 9 0 0 0 2,613,803 0 0 0 2,941,858 0 0 4年ごとに交換

データ保存用CD（20枚1組） 2 33,333 34,333 35,363 36,424 37,517 38,643 39,802 40,996 42,226 43,493

2 プリンタ プリンタインクカートリッジ 4 148,148 152,593 157,171 161,886 166,743 171,745 176,897 182,204 187,670 193,300

プリンタ用紙（500枚1組） 2 8,148 8,393 8,645 8,904 9,171 9,446 9,729 10,021 10,322 10,632

3 小型無停電電源装置 バッテリー 10 0 0 82,514 0 0 90,165 0 0 98,526 0 3年ごとに交換

4 5kVA 無停電電源装置 バッテリー 1 0 0 214,323 0 0 234,197 0 0 255,913 0 3年ごとに交換

5 発電機 オイルシール、フィルター 2 0 32,807 186,640 34,805 198,006 36,925 210,065 39,174 222,858 41,560 1年、2年ごとに交換

起動用バッテリー 2 0 0 0 0 0 71,274 0 0 0 80,220 5年ごとに交換

小計（チャット） 189,630 195,319 498,016 2,821,017 213,431 544,196 226,428 3,175,079 594,657 247,425

項目 詳細 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 電気代 1 2,062,192 2,124,057 2,187,779 2,253,412 2,321,014 2,390,644 2,462,363 2,536,234 2,612,321 2,690,691 ※1

2 燃料費用 DEG燃料消費 1 405,588 417,756 430,289 443,198 456,494 470,189 484,295 498,824 513,789 529,203 ※2

3 VSAT通信費 VSAT通信用スペースセグメント 1 11,921,700 12,279,351 12,647,732 13,027,164 13,417,979 13,820,518 14,235,134 14,662,188 15,102,054 15,555,116 ※3

4 GSM通信費 AWS観測データ送信 1 13,140,000 13,534,200 13,940,226 14,358,433 14,789,186 15,232,862 15,689,848 16,160,543 16,645,359 17,144,720 ※4

4 インターネット使用料 インターネット接続 1 25,000 25,750 26,523 27,319 28,139 28,983 29,852 30,748 31,670 32,620 ※4

5 日当 クィックリスポンスチーム用（70日／年） 1 77,000 79,310 81,689 84,140 86,664 89,264 91,942 94,700 97,541 100,467

6 輸送費 クィックリスポンスチーム用の車、バス、電車、航空運賃など 1 729,900 751,797 774,351 797,582 821,509 846,154 871,539 897,685 924,616 952,354

7 特別メンテナンス メーカー技術者によるシステムブラッシュアップ 1 0 0 6,522,570 0 0 7,127,388 0 0 7,788,289 0 サイト5日間

小計（チャット） 28,361,380 29,212,221 36,611,159 30,991,248 31,920,985 40,006,002 33,864,973 34,880,922 43,715,639 37,005,171

合計（チャット） 28,551,009 29,407,540 37,109,175 33,812,265 32,134,416 40,550,198 34,091,401 38,056,001 44,310,296 37,252,596

合計（円） ¥2,855,101 ¥2,940,754 ¥3,710,918 ¥3,381,227 ¥3,213,442 ¥4,055,020 ¥3,409,140 ¥3,805,600 ¥4,431,030 ¥3,725,260

年間の電気代算出

年間のレーダ表示器運用時間 (H) 8,760

年間のDEG利用時間 (H) 438

年間の商用電源による運用時間 (H) 8,322

商用使用電力量 (kWh) 58,920 消費電力＝ 7.08 KW

DEG使用電力量 (kWh) 3,101

燃料使用量 (L) 775 DEG燃費＝ 0.25 L/kWh

※1 商用電気代 (Kyat) 2,062,192 電気代＝ 35.0 Kyat/kWh

※2 DEG燃料代 (Kyat) 405,588 燃料代＝ 926 Kyat/L

※3 年間のスペースセグメント使用料 (USD) 13,860 通貨レート 10.0 Kyat/JPY

※4 年間のAWS観測データ送信費（50チャット／テキストメッセージ） (Kyat) 13,140,000 811 Kyat/USD

維持管理費概算

その他必要経費

チャオピュー気象レーダー観測所維持管理費

装置名 詳細項目 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 空中線装置 グリス（AZ/EL双方に使用） 1 0 0 0 0 20,919 0 0 0 0 24,251 1缶16kg、5年毎に購入

タイミングベルト（AZ/EL計2式） 2 0 0 0 0 0 0 0 200,424 0 0 8年ごとに交換

2 空中線制御装置 ACファン（全3式） 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 483,249 10年ごとに交換

3 送受信装置 ACファン（全24式） 24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,865,995 10年ごとに交換

4 受信機 ACファン（全3式） 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 483,249 10年ごとに交換

5 PCターミナル ハードディスク 5 0 0 0 7,260,564 0 0 0 8,171,829 0 0 4年ごとに1式調達

データ保存用CD（20枚1組） 1 16,667 17,167 17,167 17,167 17,167 17,167 17,167 17,167 17,167 17,167

6 プリンタ プリンタインクカートリッジ 2 74,074 76,296 76,296 76,296 76,296 76,296 76,296 76,296 76,296 76,296

プリンタ用紙（500枚1組） 1 4,074 4,196 4,196 4,196 4,196 4,196 4,196 4,196 4,196 4,196

7 小型無停電電源装置 バッテリー 6 0 0 495,087 0 0 540,995 0 0 591,160 0 3年ごとに交換

8 非常用電源装置 バッテリー 1 0 0 0 0 0 0 9,729,315 0 0 0 7年ごとに交換

9 電源供給キャパシター ACファン（全3式） 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 381,481 10年ごとに交換

避雷器（全6式） 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 167,852 10年ごとに交換

10 発電機 オイルシール、フィルター 2 0 32,807 186,640 34,805 198,006 36,925 210,065 39,174 222,858 41,560 1年、2年ごとに交換

起動用バッテリー 2 0 0 0 0 0 71,274 0 0 0 80,220 5年ごとに交換

小計（チャット） 94,815 130,466 779,386 7,393,028 316,584 746,853 10,037,039 8,509,086 911,677 5,625,516

項目 詳細 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 燃料費用 DEG燃料消費 1 10,755,203 11,077,859 11,410,195 11,752,501 12,105,076 12,468,228 12,842,275 13,227,543 13,624,369 14,033,100 ※2

2 レドーム コーキング補修 1 81,481 83,926 86,444 89,037 91,708 94,459 97,293 100,212 103,218 106,315

3 殺虫・殺鼠 殺虫・殺鼠対策 1 185,185 190,741 196,463 202,357 208,428 214,681 221,121 227,755 234,588 241,626

小計（チャット） 11,021,870 11,352,526 11,693,102 12,043,895 12,405,212 12,777,368 13,160,689 13,555,510 13,962,175 14,381,041

合計（チャット） 11,116,684 11,482,992 12,472,488 19,436,923 12,721,796 13,524,221 23,197,728 22,064,596 14,873,852 20,006,557

合計（円） ¥1,111,668 ¥1,148,299 ¥1,247,249 ¥1,943,692 ¥1,272,180 ¥1,352,422 ¥2,319,773 ¥2,206,460 ¥1,487,385 ¥2,000,656

年間のレーダー運用時間 (H) 2,252

年間のDEG利用時間 (H) 2,252

DEG使用電力量 (kWh) 46,459

燃料使用量 (L) 11,615 DEG燃費＝ 0.25 L/kWh

※2 DEG燃料代 (Kyat) 10,755,203 燃料代＝ 926 Kyat/L

通貨レート 10.0 Kyat/JPY

維持管理費概算

その他必要経費
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表 92  運用維持管理コスト：ヤンゴン気象レーダー観測所 

 

表 93  運用維持管理コスト：マンダレー気象レーダー観測所 

ヤンゴン気象レーダー観測所維持管理費

装置名 詳細項目 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 空中線装置 グリス（AZ/EL双方に使用） 1 0 0 0 0 20,919 0 0 0 0 24,251 1缶16kg、5年毎に購入

タイミングベルト（AZ/EL計2式） 2 0 0 0 0 0 0 0 200,424 0 0 8年ごとに交換

2 空中線制御装置 ACファン（全3式） 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 483,249 10年ごとに交換

3 送受信装置 ACファン（全24式） 24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,865,995 10年ごとに交換

4 受信機 ACファン（全3式） 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 483,249 10年ごとに交換

5 PCターミナル ハードディスク 6 0 0 0 8,712,677 0 0 0 9,806,195 0 0 4年ごとに1式調達

データ保存用CD（20枚1組） 1 16,667 17,167 17,682 18,212 18,758 19,321 19,901 20,498 21,113 21,746

6 プリンタ プリンタインクカートリッジ 2 74,074 76,296 78,585 80,943 83,371 85,872 88,448 91,101 93,834 96,649

プリンタ用紙（500枚1組） 1 4,074 4,196 4,322 4,452 4,586 4,724 4,866 5,012 5,162 5,317

7 小型無停電電源装置 バッテリー 7 0 0 577,601 0 0 631,160 0 0 689,686 0 3年ごとに交換

8 非常用電源装置 バッテリー 1 0 0 0 0 0 0 9,729,315 0 0 0 7年ごとに交換

9 電源供給キャパシター ACファン（全3式） 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 483,249 10年ごとに交換

避雷器（全6式） 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 212,630 10年ごとに交換

10 発電機 オイルシール、フィルター 2 0 32,807 186,640 34,805 198,006 36,925 210,065 39,174 222,858 41,560 1年、2年ごとに交換

起動用バッテリー 2 0 0 0 0 0 71,274 0 0 0 80,220 5年ごとに交換

小計（チャット） 94,815 130,466 864,830 8,851,089 325,640 849,276 10,052,595 10,162,404 1,032,653 5,798,115

項目 詳細 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 電気代 1 2,122,273 2,185,941 2,251,519 2,319,065 2,388,637 2,460,296 2,534,105 2,610,128 2,688,432 2,769,085 ※1

2 燃料費用 DEG燃料消費 1 738,806 760,971 783,800 807,314 831,533 856,479 882,173 908,638 935,897 963,974 ※2

3 水道代 1 14,600 15,038 15,489 15,954 16,433 16,926 17,434 17,957 18,496 19,051 ※3

4 特別メンテナンス メーカー技術者によるシステムブラッシュアップ 1 0 0 6,522,570 0 0 7,127,388 0 0 7,788,289 0 サイト5日間

5 日当 クィックリスポンスチーム用（80日／年） 1 88,000 90,640 93,359 96,160 99,045 102,016 105,076 108,228 111,475 114,819

6 輸送費 クィックリスポンスチーム用の車、バス、電車、航空運賃など 1 973,200 1,002,396 1,032,468 1,063,442 1,095,345 1,128,205 1,162,051 1,196,913 1,232,820 1,269,805

7 レドーム コーキング補修 1 81,481 83,926 86,444 89,037 91,708 94,459 97,293 100,212 103,218 106,315

8 殺虫・殺鼠 殺虫・殺鼠対策 1 185,185 190,741 196,463 202,357 208,428 214,681 221,121 227,755 234,588 241,626

9 インターネット使用料 インターネット接続 1 25,000 25,750 26,523 27,319 28,139 28,983 29,852 30,748 31,670 32,620

小計（チャット） 4,228,546 4,355,403 11,008,635 4,620,648 4,759,268 12,029,433 5,049,105 5,200,579 13,144,885 5,517,295

合計（チャット） 4,323,361 4,485,869 11,873,465 13,471,737 5,084,908 12,878,709 15,101,700 15,362,983 14,177,538 11,315,410

合計（円） ¥432,336 ¥448,587 ¥1,187,347 ¥1,347,174 ¥508,491 ¥1,287,871 ¥1,510,170 ¥1,536,298 ¥1,417,754 ¥1,131,541

年間の電気代算出

年間のレーダー運用時間 (H) 2,984

年間のDEG利用時間 (H) 149

年間の商用電源による運用時間 (H) 2,835

商用使用電力量 (kWh) 60,636 消費電力＝ 21.39 KW

DEG使用電力量 (kWh) 3,191

燃料使用量 (L) 798 DEG燃費＝ 0.25 L/kWh

※1　 商用電気代 (Kyat) 2,122,273 電気代＝ 35.0 Kyat/kWh

※2　 DEG燃料代 (Kyat) 738,806 燃料代＝ 926 Kyat/L

※3　 年間の水道代 (Kyat) 14,600 通貨レート 10.0 Kyat/JPY

維持管理費概算

その他必要経費

マンダレー気象レーダー観測所維持管理費

装置名 詳細項目 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 空中線装置 グリス（AZ/EL双方に使用） 1 0 0 0 0 20,919 0 0 0 0 24,251 1缶16kg、5年毎に購入

タイミングベルト（AZ/EL計2式） 2 0 0 0 0 0 0 0 200,424 0 0 8年ごとに交換

2 空中線制御装置 ACファン（全3式） 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 483,249 10年ごとに交換

3 送受信装置 ACファン（全24式） 24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,865,995 10年ごとに交換

4 受信機 ACファン（全3式） 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 483,249 10年ごとに交換

5 PCターミナル ハードディスク 5 0 0 0 7,260,564 0 0 0 8,171,829 0 0 4年ごとに1式調達

データ保存用CD（20枚1組） 1 16,667 17,167 17,682 18,212 18,758 19,321 19,901 20,498 21,113 21,746

6 プリンタ プリンタインクカートリッジ 2 74,074 76,296 78,585 80,943 83,371 85,872 88,448 91,101 93,834 96,649

プリンタ用紙（500枚1組） 1 4,074 4,196 4,322 4,452 4,586 4,724 4,866 5,012 5,162 5,317

7 小型無停電電源装置 バッテリー 6 0 0 495,087 0 0 540,995 0 0 591,160 0 3年ごとに交換

8 非常用電源装置 バッテリー 1 0 0 0 0 0 0 9,729,315 0 0 0 7年ごとに交換

9
電源供給キャパシター ACファン（全3式）

3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 483,249 10年ごとに交換

避雷器（全6式） 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 212,630 10年ごとに交換

10 発電機 オイルシール、フィルター 2 0 32,807 186,640 34,805 198,006 36,925 210,065 39,174 222,858 41,560 1年、2年ごとに交換

起動用バッテリー 2 0 0 0 0 0 71,274 0 0 0 80,220 5年ごとに交換

小計（チャット） 94,815 130,466 782,316 7,398,976 325,640 759,111 10,052,595 8,528,038 934,127 5,798,115

項目 詳細 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 電気代 1 1,807,343 1,861,564 1,917,411 1,974,933 2,034,181 2,095,206 2,158,062 2,222,804 2,289,488 2,358,173 ※1

2 燃料費用 DEG燃料消費 1 2,109,580 2,172,867 2,238,053 2,305,195 2,374,351 2,445,582 2,518,949 2,594,517 2,672,353 2,752,524 ※2

3 特別メンテナンス メーカー技術者によるシステムブラッシュアップ 1 0 0 6,522,570 0 0 7,127,388 0 0 7,788,289 0 サイト5日間

4 日当 クィックリスポンスチーム用（80日／年） 1 22,000 22,660 23,340 24,040 24,761 25,504 26,269 27,057 27,869 28,705

5 輸送費 クィックリスポンスチーム用の車、バス、電車、航空運賃など 1 194,640 200,479 206,493 212,688 219,069 225,641 232,410 239,382 246,563 253,960

6 レドーム コーキング補修 1 81,481 83,926 86,444 89,037 91,708 94,459 97,293 100,212 103,218 106,315

7 殺虫・殺鼠 殺虫・殺鼠対策 1 185,185 190,741 196,463 202,357 208,428 214,681 221,121 227,755 234,588 241,626

8 インターネット使用料 インターネット接続 1 25,000 25,750 26,523 27,319 28,139 28,983 29,852 30,748 31,670 32,620

小計（チャット） 4,425,230 4,557,987 11,217,297 4,835,569 4,980,637 12,257,444 5,283,956 5,442,475 13,394,038 5,773,923

合計（チャット） 4,520,045 4,688,453 11,999,613 12,234,545 5,306,277 13,016,555 15,336,551 13,970,513 14,328,165 11,572,038

合計（円） ¥452,004 ¥468,845 ¥1,199,961 ¥1,223,455 ¥530,628 ¥1,301,656 ¥1,533,655 ¥1,397,051 ¥1,432,817 ¥1,157,204

年間の電気代算出

年間のレーダー運用時間 (H) 2,932

年間のDEG利用時間 (H) 440

年間の商用電源による運用時間 (H) 2,492

商用使用電力量 (kWh) 51,638 消費電力＝ 20.72 KW

DEG使用電力量 (kWh) 9,113

燃料使用量 (L) 2,278 DEG燃費＝ 0.25 L/kWh

※1 商用電気代 (Kyat) 1,807,343 電気代＝ 35.0 Kyat/kWh

※2 DEG年間燃料代 (Kyat) 2,109,580 燃料代＝ 926 Kyat/L

通貨レート 10.0 Kyat/JPY

維持管理費概算

Others
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表 94  運用維持管理コスト：ヤンゴン国際空港 

 
  

（2） 予算の推移の傾向と本プロジェクトの運用維持管理費 

試算した運用維持管理費は、DMH 全体予算の約 2～3％であるため、問題なく必要な予算が確保でき

るものと判断した。また DMH は、準備調査団に対して必要な予算を手当てする旨を確約している。 

表 95  DMH の年度予算の推移 
年度（4月～翌 3月） 予算(チャット) 前年度比（%）

2008 725,177,000 - 

2009 916,853,000 126.4 

2010 954,192,000 104.1 

2011 1,030,959,000 108.0 

2012 2,116,145,000 205.3 

 

ヤンゴン国際空港維持管理費

装置名 詳細項目 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 PCターミナル ハードディスク 5 0 0 0 1,452,113 0 0 0 1,634,366 0 0 4年ごとに1式調達

データ保存用CD（20枚1組） 2 33,333 34,333 35,363 36,424 37,517 38,643 39,802 40,996 42,226 43,493

2 プリンタ プリンタインクカートリッジ 4 148,148 152,593 157,171 161,886 166,743 171,745 176,897 182,204 187,670 193,300

プリンタ用紙（500枚1組） 2 8,148 8,393 8,645 8,904 9,171 9,446 9,729 10,021 10,322 10,632

3 小型無停電電源装置 バッテリー 8 0 0 660,116 0 0 721,327 0 0 788,213 0 3年ごとに交換

小計（チャット） 189,630 195,319 861,295 1,659,327 213,431 941,161 226,428 1,867,587 1,028,431 247,425

項目 詳細 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 電気代 1 442,722 456,004 469,684 483,775 498,288 513,237 528,634 544,493 560,828 577,653 ※1

小計（チャット） 442,722 456,004 469,684 483,775 498,288 513,237 528,634 544,493 560,828 577,653

合計（チャット） 632,352 651,323 1,330,979 2,143,102 711,719 1,454,398 755,062 2,412,080 1,589,259 825,078

合計（円） ¥63,235 ¥65,132 ¥133,098 ¥214,310 ¥71,172 ¥145,440 ¥75,506 ¥241,208 ¥158,926 ¥82,508

年間の電気代算出

年間のレーダー運用時間 (H) 4,980

年間の商用電源による運用時間 (H) 4,980

商用使用電力量 (kWh) 12,649 消費電力＝ 2.54 KW

※1 商用電気代 (Kyat) 442,722 電気代＝ 35.0 Kyat/kWh

通貨レート 10.0 Kyat/JPY

811 Kyat/USD

維持管理費概算

その他必要経費



 

 

 

 

第4章 プ ロ ジ ェ ク ト の 評 価                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

4-1 

第４章 プロジェクトの評価 

 

４－１  事業実施のための前提条件 

 

プロジェクト実施に「ミ」国で必要な各種手続きは以下の通りである。 

表96  海港における通関必要手続き 
必要手続き 申請先 書類提出時期 必要期間 DMHから運輸省への提出書類 申請者 

通関 運輸省 積港出航後すぐ 2ヶ月 

申請書 

船積み書類： 

 船積み送り状：1オリジナル 

 船荷証券：1オリジナル 

 パッキングリスト：1オリジナル 

交換公文及び贈与契約の写し 

DMH 

 

 表97  プロジェクト実施のための各種必要手続き 
必要手続き 申請先 必要期間 DMHから運輸省への提出書類 申請者 

消火施設及び汚水敷地内処理許

可を含む建築許可 

（レーダー塔が8階以上の場合

は、ミャンマー技術協会からの

高層建築許可が必要) 

ラカイン州知事 

1ヶ月 

各レーダー塔用に以下の図面及び文

書を添付した申請書 

 建築図面：5セット 

 構造図面：5セット 

 電気図面：5セット 

 空調・換気図面：5セット 

 衛生図面：5セット 

 構造計算書：5セット 

 地盤調査報告書：5セット 

 数量明細書（BQ）：5セット 

運輸省 

ヤンゴン市開発委員会

（YCDC） 

マンダレー市開発委員会

（MCDC） 

周波数使用許可（気象レーダー

システム用） 

通信・電信省及び郵便・電

話通信公社 
1ヶ月 

 運輸省の依頼状：1セット 

 申請書 

 回線設計書 

 必要周波数一覧表 

 建設候補地を示す地図 

 技術仕様書 

 機器カタログ 

周波数使用許可（気象データ通

信システム用） 

通信・電信省及び郵便・電

話通信公社 
1ヶ月 

 運輸省の依頼状：1セット 

 申請書 

 回線設計書 

 必要周波数一覧表 

 建設候補地を示す地図 

 技術仕様書 

 機器カタログ 

VSAT使用ライセンス 
通信・電信省及び郵便・電

話通信公社 
1ヶ月 

 運輸省の依頼状：1セット 

 申請書 

 回線設計書 

 建設候補地を示す地図 

 技術仕様書 

 機器カタログ 

商用電源供給、ステップダウン

トランスの設置（気象レーダー

塔施設用） 

第 2電力省、電力委員会 1ヶ月 

 運輸省の依頼状：1セット 

 建設候補地を示す地図 

 電気図面：1セット 

（商用電源供給とステップダウント

ランスの設置：2ヶ月） 
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４－２  プロジェクト全体計画達成のために必要な DMH による投入（負担）事項 

 

1) 人的資源開発 

a) 継続的に次世代を担う人材を雇用する。 

b) 研修と人的資源開発計画を通じて、より優れた人材の育成を行う。 

2) 自然災害の予防と管理 

a) より効率的な自然災害防止及び防災管理のために、政府機関、マスメディア及び南西インド

洋地域の気象組織との連携を一層強化する。 

b) 国民への警報やその他の情報の普及を確実に行うため、発表は複数のルートより、重複して

行う。 

c) 効果的な自然災害防止及び管理のため、防災管理機関及びマスメディアとの連携を取り、国

民に継続的な防災啓発活動を行う。 

3) プロジェクトにおいて調達された機材及び建設された施設の長期運用 

a) 定期的にシステム運用維持管理に必要な予算を確保し、プロジェクトで供給された全ての気

象機材及び施設設備機器の交換部品、消耗品の調達を行う。 

b) 盗難や破損から機材と施設設備機器を保護する。 

c) 定期的な施設の塗装及びコーキング充填を行う。 

 

４－３  外部条件 

(1) DMH の気象レーダー画像を含む気象情報・データ及び予警報がマスメディア（TV、ラジオ、新聞）、

大統領府、運輸省、厚生省、復興再定住局、その他各省庁、警察、消防、その他政府関連機関、

港湾局、民間航空局、赤十字等に活用される 

(2) 「ミ」国政府の温暖化対策、自然災害対策及び気象業務に対する政策の変更が無い 

(3) マスメディア（TV、ラジオ、新聞）、大統領府、運輸省、厚生省、復興再定住局、その他各省庁、

警察、消防、その他政府関連機関、港湾局、航空局、赤十字等の協力体制が維持される 

(4) 本案件における研修を受けた DMH 職員が勤務を続ける 
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４－４  プロジェクトの評価 

 

４－４－１ 妥当性 

 

(1) 本案件の推定裨益人口 

本計画は、サイクロン及び大雨監視用気象レーダーシステムの整備を行い、DMH の気象観測能力及

びサイクロン・大雨予警報を向上し、災害を軽減することが目的である。「ミ」国において最も甚大

な被害をもたらすサイクロン及び洪水による被災者及び被害総額は計り知れず、「ミ」国全体の経済

発展の大きな障害ともなっている。従って、本計画の直接・間接裨益人口は、「ミ」国全人口である

と考える。「ミ」国の人口増加率は、年平均 2％であり、10 年で 2割人口増加する計算となり、今後、

裨益人口が増加することが推測される。以下に、「ミ」国の全人口を 14 の行政区（管区及び州）ごと

に示した。 

表 98  「ミ」国の行政区と人口 
No. 行政区 管区/州 行政区首府 面積(km2) 人口（2012 年概算）

1 Kachin State Myitkyina 89,041 1,652,456

2 Kayah State Loi-kaw 11,733 354,963

3 Kayin State Pha-an 30,383 1,908,077

4 Chin State Hakha 36,019 599,681

5 Sagaing Division Sagaing 94,625 6,850,906

6 Tanintharyi Division Dawei 43,343 1,762,700

7 Bago Division Bago 39,404 6,453,541

8 Magway Division Magwe 44,820 5,903,531

9 Mandalay Division Mandalay 37,024 8,778,367

10 Mon State Mawlamyine 12,297 3,237,068

11 Rakhine State Sittwe 36,778 3,531,457

12 Yangon Division Yangon 10,171 7,336,709

13 Shan State Taunggyi 155,801 6,131,288

14 Ayeyarwady Division Pathein 35,138 8,703,255

合計 675,577 63,204,000

*2012 年の人口：当 JV が概算

 

また気象ドップラーレーダー画像の情報は、「ミ」国のヤンゴン国際空港においても安全航行のた

めに利用される計画であるため、空港を離発着する国内・国際民間航空機を利用する約 2.5 百万人／

年の旅客の安全にも寄与するものと考えられる。 

(2) 本プロジェクト目標 

気候変動によって世界的に災害の拡大が懸念される中、熱帯低気圧（サイクロン）による暴風雨、

高潮及び大雨による洪水等の自然災害に対する適切な災害対策の整備が「ミ」国を含むベンガル湾岸

諸国では、喫緊の課題となっている。ベンガル湾に面している「ミ」国は地球温暖化による気候変動

に対しても極めて脆弱であり、それに伴う影響も計り知れないものがある。本プロジェクトにより気
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象レーダーシステムをはじめとした機材、施設が整備され、「ミ」国及び同国周辺海域へ襲来するサ

イクロンや大雨などの災害を引き起こしうる気象現象の監視能力が強化されることにより、同国及び

その周辺国（地域）のサイクロン情報や気象予警報が向上され、自然災害による被害の軽減に寄与す

ることを本プロジェクトの目標とする。 

(3) 「ミ」国の開発計画 

2011 年 3 月の「ミ」国新政権発足後、防災対策を効果的に実施するために、国の開発計画の一端と

して、国家平和発展評議会の安全保障管理委員会の指針に基づき、自然災害防止・救済・再定住中央

委員会が設置された。毎年のようにサイクロンや鉄砲水、洪水による被害を受けていることから、「ミ」

国政府の防災への意識は極めて高い。自然災害軽減のため、自然災害に対する対応能力、防災体制強

化が推し進められているほか、貧困削減の観点からも貧困層のリスクを緩和するための効果的な災害

対策が促進されている。「ミ」国においてサイクロンや鉄砲水、洪水による被害を軽減するには、精

度の高い気象情報・警報を各防災組織、地方政府、マスメディア等へ迅速に伝達することが重要であ

る。DMH からの情報は、各防災関連機関の初動のトリガーとなっているため DMH の災害を引き起す可

能性がある気象現象の監視能力を向上することが強く求められており、上記の本プロジェクトの目標

と一致している。 

(4) 我が国の援助政策・方針 

2003 年、アウン・サン・スー・チー女史が「ミ」国政府当局に拘束されて以降、我が国は、緊急性

が高く、真に人道的な案件等の例外を除き、新規の経済協力を基本的に停止してきた。しかしながら

「ミ」国政府は 2010 年、総選挙を実施してスー・チー女史の自宅軟禁措置を解除したほか、2011 年

には民政移管も行い、「ミ」国の民主化に向けた前向きな動きが見られるようになったことから、我

が国は民主化及び人権状況の改善を見守りつつ、「ミ」国民が直接恩恵を受ける基礎生活分野の案件

を中心に「ミ」国に対する経済協力を検討・実施することとした。 

2012 年 4 月 21 日に行われた「ミ」国と我が国の首脳会談において、今後の我が国の「ミ」国支援

について協議され、基本方針は、 

① 国民の生活向上のための支援、 

② 経済・社会を支える人材の能力向上や制度の整備のための支援、 

③ 持続的経済成長のために必要なインフラや制度の整備等の支援の 3点となった。 

この中で、「①国民の生活向上のための支援」の具体例として「気象観測装置の整備に向けた調査」

が挙げられており、自然災害から国民を守るために「ミ」国の気象分野の向上が必要不可欠であると

いう両国共通の認識が示されている。 



 
 

4-5 

 

４－４－２ 有効性 

表 99  成果指標 
指標 基準値（2012年） 目標値 

サイクロン及び危

険な気象現象の監

視能力の向上 

サイクロンの風向・風速及び雨量強度の直接的

な監視が不可能 

最大 75m/秒までの風速観測：半径 200km 内 

雨量強度 1mm/h 以上の降雨探知範囲：半径

450km 

「ミ」国の37の既設地上観測所による降水デー

タの空間分解能及び観測間隔： 

 180分間隔の観測 

 年間108,049の観測データ 

 約60～70分間で全観測データ収集 

気象レーダー探知範囲内における降水データ

の空間分解能及び観測間隔：半径450キロ、

2.5kmメッシュ以下、10分間隔の観測 

「ミ」国の自動気象観測装置の空間分解能及び

観測間隔 

 60分間隔の観測 

 年間249,660～262,800の観測データ 

 約10分間で全観測データ収集 

サイクロンの位置及び経路が把握できる衛星

画像の入手間隔：30～60分間隔（MTSATによる）

「ミ」国に接近するサイクロンがレーダー観測

範囲内に入った場合、風速・雨量強度・位置・

経路の観測間隔：1分間隔（PPIモード：単仰角）、

10分間隔（CAPPIモード:11仰角） 

ヤンゴン国際空港

周辺の擾乱及びウ

ィンドシア監視能

力の向上 

ヤンゴン国際空港周辺地域での主観的（目視）

観測 

擾乱及びウィンドシアの気象レーダーシステ

ムによる客観的観測：ヤンゴン気象レンダー観

測所から半径200キロ内 

ヤンゴン国際空港に対し、擾乱及びウィンドシ

ア情報の提供なし 

ヤンゴン国際空港に対し、インターネットによ

る擾乱及びウィンドシア情報（気象レーダー画

像）の提供 

大雨予測能力の向

上 

対流圏上部に巻雲状の雲がある場合、MTSATで

は下層の対流雲の明瞭な把握が難しい 

上層雲（対流圏上部の巻雲状の雲）をMTSATで、

また対流圏下層から発達する降水雲を気象レ

ーダーシステムで把握 

 

雨雲の動向に関する短時間予測をしていない 

気象レーダー観測データ（画像）利用による、

雨雲の動向に関する短時間予測（0.5～1時間以

内）の実施 

TVの天気予報番組

の向上 
TVの天気予報向けにMTSAT気象衛星画像を使用

TVの天気予報向けにMTSAT気象衛星画像及び気

象レーダー画像を使用 
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前述のように、本プロジェクトの効果や先方の組織能力等を総合的に検討した結果、本プロジェク

トを実施する意義は極めて高い。サイクロン及び危険な気象現象により「ミ」国のみならず、周辺国

（地域）にも人的、社会経済的に甚大な被害をもたらした歴史と、今後、一層加速するであろう地球

温暖化による気候変動への影響を踏まえると、本プロジェクトは、広く人々の生活向上及び社会経済

全体に寄与するものである。 

気候変動の問題は、人類の生存基盤の持続性自体を脅かす大きな脅威であり、先進国、開発途上国

が協調して取り組まなければならない課題である。地球温暖化が進むにつれて、サイクロンによる風

速・降水量が増加するため、1つのサイクロンによる被害の規模が増大するものと考えられている。 

以上の内容により、本プロジェクトの妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。また

DMH の運用維持管理費が軽減できるよう、本プロジェクトの機材・施設設計に当たり交換部品や消耗

品を最小限とし、最も大きなウェイトを占める電気代を極力抑える設計を採用するなどの技術的な対

応を行った。その結果、本プロジェクト実施に必要な初度経費及び運用維持管理費も十分確保できる

見込みである。本プロジェクトの効果や先方の組織能力等を総合的に検討した結果、本プロジェクト

を実施する意義は極めて高く、我が国の無償資金協力により「ミ」国の気象監視能力が向上され、「ミ」

国とベンガル湾地域の国々の防災機関の連携が強化されることは、我が国の国際協力として極めて意

味深いことと考える。 

サイクロンに関す

る情報普及能力の

向上 

災害準備・対策関係政府機関及びマスメディア

に対し、熱帯低気圧・サイクロンの位置及び進

行方向を示すサイクロン警報を提供 

災害準備・対策関係政府機関（特に直接的な影

響を受けると予想される地方政府機関）、国際

機関、赤十字、NGO

及びマスメディ

アに対し、気象レ

ーダー探知範囲

内における熱帯

低気圧・サイクロ

ンの勢力、位置、

通過経路、予測進

路を示したサイ

クロン警報を毎

時間提供 

気象レーダーシステムにより探知されたサイ

クロンの予測経路に基づき以下の2つの情報を

提供 

1) 陸へ吹き込む向岸暴風（海水面を海岸に吹き

寄せる強風）により多大な影響を受けると考

えられる地域への高潮警報 

2) 沖へ吹き出す離岸暴風（海水面を沖へ吹き戻

す強風）により影響を受けると考えられる地

域への高潮注意報 
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資料 １． 調査団員・氏名 

 

＜第一次現地調査＞ 

 

氏 名 担 当  所 属・役 職 

 

中曽根 愼良 総 括  国際協力機構 

  JICA 地球環境部 

  水資源・防災グループ 

  防災第一課 課長 

 

赤津 邦夫 気象観測  国際協力機構 

  JICA 地球環境部 

  JICA アドバイザー 

 

大森 志郎 気象レーダー  気象庁観測部観測課 

   技術管理課長 

   

松元 秀亮 協力計画  国際協力機構 

  JICA 地球環境部 

  水資源・防災グループ 

  防災第一課 主任調査役 

 

 

内田 善久 業務主任／気象レーダー計画／ 

運営・維持管理計画  （一般財）日本気象協会 

 

岩田 総司 気象観測・通信計画／機材計画  （一般財）日本気象協会 

   

野口 晉孝 サイクロン・洪水対策及び予警報  （株）国際気象コンサルタント 

   

猪又 裕之 施設設計／自然条件調査  （株）国際気象コンサルタント 

   

森 健二 施工計画／調達計画／積算  （一般財）日本気象協会 

   

本谷 隆行 環境社会配慮  （株）国際気象コンサルタント 
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Felipe A. SARIGUMBA データ収集・分析  （一般財）日本気象協会 

 

 

＜概略設計概要説明調査＞ 

 

氏 名 担 当 所 属・役 職 

 

宮本 秀夫 総 括  国際協力機構 

  JICA 地球環境部 

  水資源・防災グループ 

  参事役 

 

赤津 邦夫 気象観測  国際協力機構 

  JICA 地球環境部 

  アドバイザー 

 

松元 秀亮 協力計画  国際協力機構 

  JICA 地球環境部 

  水資源・防災グループ 

  防災第一課 主任調査役 

 

 

内田 善久 業務主任／気象レーダー計画／ 

運営・維持管理計画  （一般財）日本気象協会 

 

岩田 総司 気象観測・通信計画／機材計画  （一般財）日本気象協会 

   

猪又 裕之 施設設計／自然条件調査  （株）国際気象コンサルタント 

 



内田 善久 森　健二

業務主任／
気象レーダー計画／運営・維持管理計画

施工計画／調達計画／積算

1 6月17日 日

2 6月18日 月

3 6月19日 火
DMHヤンゴンとの協議、DMHヤンゴン及びヤン
ゴン気象レーダー観測所候補地の調査、資料

収集、ミャンマー技術協会との協議

自然条件調査見積り依頼のために現地業者を
訪問、DMHヤンゴン及びヤンゴン気象レー
ダー観測所候補地の調査、建設材料単価調
査、ミャンマー技術協会との協議

4 6月20日 水

5 6月21日 木

6 6月22日 金

7 6月23日 土

8 6月24日 日

9 6月25日 月

10 6月26日 火

11 6月27日 水

12 6月28日 木

13 6月29日 金
DMHヤンゴンとの協議、JICAミャンマー事務
所への報告、航空局（ヤンゴン国際空港内）

との協議、資料収集

自然条件調査見積り依頼のために現地業者を
訪問、航空局（ヤンゴン国際空港内）との協

議、資料収集、建設材料単価調査

14 6月30日 土 ヤンゴン→バンコク→羽田

DMHヤンゴンとの協議、資料収集、ヤンゴン気象レーダー観測所候補地及びヤンゴン国際空
港調査

調査日程

2012年

羽田→バンコク→ヤンゴン

コンサルタント団員

DMHヤンゴンとの協議、資料収集、DMHヤンゴン及びヤンゴン国際空港通信受信所調査

資料２．　調査行程

第一次現地調査-１

ヤンゴン→ネピドー
DMHネピドーとの協議、資料収集、DMHネピドー調査

DMHネピドーとの協議、資料収集、DMHネピドー・ネピドー気象レーダー観測所候補地・ネ
ピドー国際空港の調査

JICAミャンマー事務所との協議、ヤンゴンDMHとの事前協議、資料収集、自然条件調査見積
り依頼のために現地業者を訪問、建設材料単価調査

DMHネピドーとの協議、資料収集、DMHネピドー（早期警報センター）調査

ネピドー→ヤンゴン
自然条件調査見積り依頼のために現地業者を訪問、資料収集、建設材料単価調査

内部打合せ・資料収集

DMHヤンゴンとの協議、DMHヤンゴン調査、自然条件調査見積り依頼のために現地業者を訪
問、資料収集、建設材料単価調査

DMHヤンゴンとの協議、DMHヤンゴン及びヤンゴン国際空港通信受信所調査、資料収集

資料2-1



　　　　第一次現地調査-２

中曽根　愼良 赤津　邦夫 大森　志郎 松元　秀亮 内田 善久 岩田　総司 野口　晉孝 猪又　裕之 森　健二 本谷　隆行 Felipe A. SARIGUMBA

総括

JICA地球環境部　水資源・防災グループ
防災第一課　課長

気象観測

JICA地球環境部
JICAアドバイザー

気象レーダー

気象庁観測部観測課
技術管理課長

協力計画

JICA地球環境部　水資源・防災グループ
防災第一課　主任調査役

業務主任／
気象レーダー計画／運営・維持管理計画

気象観測・通信計画／機材計画 サイクロン・洪水対策及び予警報 施設設計／自然条件調査 施工計画／調達計画／積算 環境社会配慮 データ収集・分析

1 7月14日 土 マニラ→バンコク→ヤンゴン

2 7月15日 日

3 7月16日 月

JICAミャンマー事務所との協議、在ミャン
マー日本大使館表敬、DMHとの協議、DMHヤン
ゴン及びヤンゴン国際空港通信受信所調査、

航空局との協議

4 7月17日 火
ヤンゴン→ネピドー（By Road）

DMHネピドーとの協議
DMHヤンゴンとの協議、DMHヤンゴン調査、

DMHヤンゴンとサイト調査準備
DMHヤンゴンとの協議、建設材料単価調査、

資料収集、内陸輸送調査

5 7月18日 水 東京→バンコク→ヤンゴン DMHネピドーとミニッツ協議
AWSサイト候補地（Hpaan and Mawlamyine）

調査
JICAミャンマー事務所との打合せ、DMHヤン
ゴンとの協議、資料収集、内陸輸送調査

6 7月19日 木
国民の休日

ヤンゴン→ネピドー（By Air）、AWSサイト
候補地（Taungoo）調査、内部打合せ

国民の休日
AWSサイト候補地（Tangoo）調査、内部打合

せ
AWSサイト候補地（Bago）調査

国民の休日
建設材料単価調査、資料収集

7 7月20日 金
DMHネピドー（早期警報センター）との協

議、資料収集
DMHヤンゴンとの協議、建設材料単価調査、

資料収集、内陸輸送調査

8 7月21日 土 内部打合せ、資料収集
DMHヤンゴンとの協議、建設材料単価調査、

資料収集、内陸輸送調査

9 7月22日 日 内部打合せ、資料収集 内部打打合せ、資料収集（ヤンゴン）
内部打合せ、建設材料単価調査、資料収集、

内陸輸送調査（ヤンゴン）

10 7月23日 月 ミニッツ内容確認、ミニッツ署名 AWSサイト候補地（Monywa）調査
DMHマンダレーとの協議、マンダレー気象

レーダー観測所候補地調査
DMHヤンゴンとの協議、建設材料単価調査、

資料収集、内陸輸送調査

11 7月24日 火

ネピドー→ヤンゴン（By Road）
在ミャンマー日本大使館及びJICAミャンマー
事務所への報告、ミャンマー外国貿易銀行と

の協議

DMHマンダレーとの協議、資料収集
DMHヤンゴンとの協議、建設材料単価調査、

資料収集、内陸輸送調査

12 7月25日 水
DMHヤンゴンとの協議、資料収集、ミャン
マー外国貿易銀行との協議、ミャンマー通

信・郵便・電信局、郵便・電話公社との協議
DMHマンダレーとの協議、資料収集 AWSサイト候補地（Pathein）調査

DMHヤンゴンとの協議、建設材料単価調査、
資料収集、内陸輸送調査

13 7月26日 木
ヤンゴン→ネピドー（By Road）、DMHネピ

ドーとの協議
AWSサイト候補地（Laputta）調査

DMHヤンゴンとの協議、建設材料単価調査、
資料収集、内陸輸送調査

14 7月27日 金
DMHネピドーとの協議、資料収集、ミャン

マー通信・郵便・電信局、郵便・電話社との
協議、財務省予算局との協議

AWSサイト候補地（Magway）調査、DMHネピ
ドー（早期警報センター）及びネピドーAWS

サイト候補地調査

DMHネピドー（早期警報センター）及びネピ
ドーAWSサイト候補地調査

DMHヤンゴンとの協議、建設材料単価調査、
資料収集、内陸輸送調査

15 7月28日 土 内部打合せ・資料収集（ネピドー） 内部打合せ、資料収集（ヤンゴン）

16 7月29日 日 内部打合せ・資料収集（ネピドー） 内部打合せ、サイト調査準備（ヤンゴン） 内部打合せ、資料収集（ヤンゴン）

17 7月30日 月 DMHネピドーとの協議、資料収集
内部打合せ、DMHヤンゴンとの協議、サイト

調査準備
DMHヤンゴンとの協議、資料収集、内陸輸送

調査

18 7月31日 火 DMHネピドーとの協議、資料収集 AWSサイト候補地（Hmawbi）調査
AWSサイト候補地（Hmawbi）調査、DMHヤンゴ
ンとの協議、建設材料単価調査、資料収集、

内陸輸送調査

19 8月1日 水
DMHネピドー（早期警報センター）との協

議、資料収集
ヤンゴン→ネピドー（By Road）、サイト調

査準備のためDMHネピドーとの協議
DMHヤンゴンとの協議、資料収集、内陸輸送

調査

20 8月2日 木
DMHネピドー（早期警報センター）との協

議、資料収集
DMHヤンゴンとの協議、資料収集、内陸輸送

調査

21 8月3日 金
DMHネピドー（早期警報センター）との協

議、資料収集
DMHヤンゴンとの協議、資料収集、内陸輸送

調査

22 8月4日 土
DMHネピドー（早期警報センター）との協

議、資料収集
ネピドー→ヤンゴン（By Road）、内部打合

せ、資料収集
内部打合せ、資料収集（ヤンゴン）

23 8月5日 日 内部打合せ・資料収集（ネピドー） 内部打合せ、資料収集（ヤンゴン） 内部打合せ、資料収集（ヤンゴン）

24 8月6日 月
DMHヤンゴンとの協議、ミャンマー外国貿易
銀行との協議、ミャンマー郵便・電話通信公

社との打合せ、資料収集
内部打合せ・資料収集（ヤンゴン）

DMHネピドー（早期警報センター）との協
議、資料収集

DMHヤンゴンとの協議、資料収集
DMHヤンゴンとの協議、建設材料単価調査、

資料収集

25 8月7日 火
DMHネピドー（早期警報センター）との協

議、資料収集
ヤンゴン→ネピドー（By Road）、DMHネピ

ドーとの協議、資料収集
DMHヤンゴンとの協議、建設材料単価調査、

資料収集

26 8月8日 水
ネピドー→ヤンゴン（By Road）、内部打合

せ
DMHヤンゴンとの協議、DMHヤンゴン調査、建
設材料単価調査、建設材料・施工方法調査

DMHヤンゴンとの協議、JICAミャンマー事務
所への報告

ネピドー→ヤンゴン（By Road）、JICAミャ
ンマー事務所への報告

DMHヤンゴンとの協議、建設材料単価調査、
資料収集

27 8月9日 木
DMHヤンゴンとの協議、内部打合せ、資料収

集
DMHヤンゴンとの協議、資料収集

DMHヤンゴンとの協議、建設材料単価調査、
資料収集

28 8月10日 金 ヤンゴン→バンコク→東京 DMHヤンゴンとの協議、DMHヤンゴン調査 ヤンゴン→バンコク→東京 DMHヤンゴンとの協議、資料収集
DMHヤンゴンとの協議、建設材料単価調査、

資料収集

29 8月11日 土 内部打合せ、資料収集（ヤンゴン） 内部打合せ、資料収集（ヤンゴン） 内部打合せ、資料収集（ヤンゴン）

30 8月12日 日
ヤンゴン→ネピドー→マンダレー（By

Road）、DMHマンダレーとの協議
内部打合せ、資料収集（ヤンゴン）

ヤンゴン→ネピドー→マンダレー（By
Road）、DMHマンダレーとの協議

31 8月13日 月
DMHマンダレーとの協議、マンダレー市開発
委員会（MCDC）との協議、自然条件調査見積

り依頼のため現地業者と協議

DMHヤンゴンとの協議、自然条件調査見積り
依頼のため現地業者と協議、資料収集

DMHマンダレーとの協議、マンダレー市開発
委員会（MCDC）との協議、自然条件調査見積

り依頼のため現地業者と協議

32 8月14日 火
マンダレー→ネピドー→ヤンゴン（By

Road）、内部打合せ、資料収集
DMHヤンゴンとの協議、自然条件調査見積り

依頼のため現地業者と協議、資料収集
マンダレー→ネピドー→ヤンゴン（By

Road）、内部打合せ、資料収集

33 8月15日 水
DMHヤンゴンとの協議、自然条件調査見積り

依頼のため現地業者と協議
DMHヤンゴンとの協議、自然条件調査見積り

依頼のため現地業者と協議
DMHヤンゴンとの協議、建設材料単価調査、

資料収集

34 8月16日 木
DMHヤンゴンとの協議、自然条件調査見積り

依頼のため現地業者と協議
DMHヤンゴンとの協議、自然条件調査見積り

依頼のため現地業者と協議
DMHヤンゴンとの協議、建設材料単価調査、

資料収集

35 8月17日 金
資料収集、DMHヤンゴンとの協議、自然条件

調査見積り依頼のため現地業者と協議
資料収集、DMHヤンゴンとの協議、自然条件

調査見積り依頼のため現地業者と協議
DMHヤンゴンとの協議、建設材料単価調査、

資料収集

36 8月18日 土 内部打合せ、資料収集（マンダレー） 内部打合せ、資料収集（ヤンゴン） ヤンゴン→バンコク→東京

37 8月19日 日 内部打合せ、資料収集（マンダレー） 内部打合せ、資料収集（ヤンゴン）

38 8月20日 月
DMHヤンゴンとの協議、自然条件調査見積り

依頼のため現地業者と協議
DMHヤンゴンとの協議、自然条件調査見積り

依頼のため現地業者と協議

39 8月21日 火
DMHヤンゴンとの協議、自然条件調査見積り

依頼のため現地業者と協議
DMHヤンゴンとの協議、自然条件調査見積り

依頼のため現地業者と協議

40 8月22日 水 DMHヤンゴンとの協議、資料収集 DMHヤンゴンとの協議、資料収集

41 8月23日 木 DMHヤンゴンとの協議、資料収集 DMHヤンゴンとの協議、資料収集

42 8月24日 金 ヤンゴン→バンコク→東京 ヤンゴン→バンコク→東京

ネピドー→ヤンゴン（By Road）、JICAミャンマー事務所への報告

ヤンゴン→バンコク→東京 DMHヤンゴンとの協議、DMHヤンゴン調査、建設材料単価調査、建設材料・施工方法調査

ネピドー→ヤンゴン（By Road）、内部打合せ・資料収集

DMHネピドー（早期警報センター）との協議、資料収集

DMHネピドーとの協議、資料収集

ヤンゴン→ネピドー（By Road）、DMHネピドーとの協議、資料収集

内部打合せ・資料収集（ヤンゴン）

ヤンゴン→チャオピュー（By Air）、チャオピュー気象レーダー観測所候補地調査

チャオピュー気象レーダー観測所候補地調査、DMHチャオピューとの協議

DMHネピドー（早期警報センター）との協議、資料収集、質問表の回収

DMHネピドー（早期警報センター）との協議、資料収集、質問表の回収

内部打合せ・資料収集（ネピドー）

内部打合せ・資料収集（ネピドー）

DMHネピドー（早期警報センター）との協議、資料収集

DMHネピドー（早期警報センター）との協議、資料収集

ヤンゴン→チャオピュー（By Air）、チャオピュー気象レーダー観測所候補地調査

チャオピュー気象レーダー観測所候補地調査、DMHチャオピューとの協議

DMHチャオピュー調査、チャオピュー→ヤンゴン（By Air）

内部打合せ、資料収集（ヤンゴン）

DMHヤンゴンとの協議、自然条件調査見積り依頼のため現地業者及びDMHヤンゴンと協議、建
設材料単価調査

内部打合せ・資料収集（ネピドー）

DMHチャオピュー調査、チャオピュー→ヤンゴン（By Air）

DMHヤンゴンとの協議、DMHヤンゴン調査、建設材料単価調査、建設材料・施工方法調査

東京→バンコク→ヤンゴン

サイト調査準備、DMHヤンゴン調査、ヤンゴンのデータ通信調査、資料収集

DMHヤンゴンとの協議、資料収集
DMHヤンゴンとの協議、DMHヤンゴン及びヤンゴン国際空港通信受信所調査、自然条件調査見

積もり依頼のために現地業者及びDMHヤンゴンと協議
DMHヤンゴンとの協議、DMHヤンゴン調査、DMHヤンゴンとサイト調査準備

ヤンゴン→ネピドー（By Road）
DMHネピドーとの協議、資料収集

DMHネピドー（早期警報センター）との協議、資料収集

国民の休日
内部打合せ、資料収集

DMHネピドーとミニッツ協議、ネピドー→マンダレー（By Road）、DMHマンダレーとの協議

マンダレー→AWSサイト候補地（Meikhtila）調査→ネピドー（By Road）、内部打合せ

AWSサイト候補地（Putao）調査

ヤンゴン→ネピドー→マンダレー（By Road）、DMHマンダレーとの協議

DMHマンダレーとの協議、マンダレー気象レーダー観測所候補地調査

マンダレー気象レーダー観測所候補地調査、マンダレーのデータ通信調査

AWSサイト候補地（Lashio）調査

マンダレー→AWSサイト候補地（Meikhtila）調査→ネピドー（By Road）、内部打合せ

DMHネピドーとミニッツ協議、ネピドー→マンダレー（By Road）、DMHマンダレーとの協議

DMHネピドー（早期警報センター）との協議、資料収集

DMHヤンゴンとの協議、DMHヤンゴン及びヤンゴン国際空港通信受信所調査、建設材料単価調
査、ミャンマー技術協会との協議、建設材料・施工方法調査、質問表回収

国民の休日
内部打合せ、資料収集

AWSサイト候補地（Thandwe）調査

AWSサイト候補地（Loikaw）調査

内部打合せ・資料収集（ネピドー）

マンダレー→ネピドー（By Road）、内部打合せ

ネピドー→ヤンゴン（By Road）、内部打合せ、資料収集

内部打合せ・資料収集（ヤンゴン）

内部打合せ・資料収集（ヤンゴン）

AWSサイト候補地（Taunggyi）調査

調査日程

2012年

東京→バンコク→ヤンゴン

ヤンゴン→ネピドー（By Air）、DMHネピドーとの協議

DMHネピドーとの協議、ネピドー気象レーダー観測所候補地及びネピドーAWSサイト候補地調査

国民の休日
AWSサイト候補地（Taungoo）調査、内部打合せ

ネピドー→ヤンゴン（By Road）
在ミャンマー日本大使館及びJICAミャンマー事務所への報告

ヤンゴン→バンコク→東京 

官団員 コンサルタント団員

マンダレー気象レーダー観測所候補地及びマンダレーAWSサイト候補地調査
DMHマンダレーとの協議、マンダレー気象レーダー観測所候補地調査、マンダレーAWSサイト

候補地調査

JICAミャンマー事務所との協議、在ミャンマー日本大使館表敬、DMHとの協議、DMHヤンゴン及びヤンゴン国際空港通信受信所調査、航空局
との協議

ミニッツ内容確認、ミニッツ署名

DMHヤンゴンとの協議、DMHヤンゴン及びヤンゴン国際空港通信受信所調査、建設材料単価調
査、ミャンマー技術協会との協議、建設材料・施工方法調査、質問表回収
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　   　概略設計概要説明調査

宮本　秀夫 赤津　邦夫 松元　秀亮 内田 善久 岩田　総司 猪又　裕之

総括

JICA地球環境部　水資
源・防災グループ　参事

役

気象観測

JICA地球環境部
アドバイザー

協力計画

JICA地球環境部　水資
源・防災グループ

防災第一課　主任調査役

業務主任／
気象レーダー計画／運

営・維持管理計画

気象観測・通信計画／機
材計画

施設設計／自然条件調査

1 1月4日 金

2 1月5日 土
DMHヤンゴンとの協議、資

料収集

3 1月6日 日
DMHヤンゴン調査、資料収

集

4 1月7日 月
DMHヤンゴンとの協議、ヤ
ンゴン市開発委員会との

協議

5 1月8日 火
DMHヤンゴンとの協議、ヤ
ンゴン市開発委員会との

協議

6 1月9日 水
ヤンゴン→ネピドー→マ
ンダレー（By Road）

7 1月10日 木
DMHマンダレーとの協議、
マンダレー市開発委員会

との協議

8 1月11日 金
マンダレー→ネピドー→
ヤンゴン（By Road）

9 1月12日 土 ヤンゴン→バンコク→東京

東京→バンコク→ヤンゴン

ミニッツ内容確認、ミニッツ署名
ネピドー→ヤンゴン（By Road）

バンコク→東京

ミニッツ内容確認、ミニッツ署名
ネピドー→ヤンゴン（By Road)

東京→バンコク→ヤンゴン

ヤンゴン市開発委員会との協議、航空局との協議、DMHヤンゴンとの協議
在ミャンマー日本大使館及びJICAミャンマー事務所への報告

ヤンゴン→バンコク

ヤンゴン市開発委員会との協議、航空局との協議、
DMHヤンゴンとの協議

在ミャンマー日本大使館及びJICAミャンマー事務所
への報告

DMHへ概略設計概要説明、DMHネピドーとのミニッツ
協議

DMHへ概略設計概要説明、DMHとのミニッツ協議

DMHへ概略設計概要説明、DMHとのミニッツ協議

ヤンゴン→ネピドー（By Road）、DMHネピドーとの
協議、資料収集

コンサルタント団員

DMHへ概略設計概要説明、DMHネピドーとのミニッツ協議

DMHネピドー調査、内部打合せ、資料収集

ヤンゴン→ネピドー（By Air）
DMHへ概略設計概要説明、DMHネピドーとのミニッツ協議

DMHへ概略設計概要説明、DMHネピドーとのミニッツ協議

調査日程

2013年

官団員
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資料 ３． 関係者（面会者）リスト 

 

 運輸省 気象水文局（Department of Meteorology and Hydrology, Ministry of Transport） 

ネピドー本局（Head Office, Nay Pyi Taw） 

Dr. Hrim Nei Thiam Director General 

Mr. Kyaw Moe Oo Deputy Director General 

Ms. Khin Cho Cho Shein Director, Head Office 

Mr. Chit Kyaw Deputy Director, Meteorological Division 

Mr. Maung Maung Soe Deputy Director, Administration, International Affairs Section 

Mr. Kyaw Lwin Oo Assistant Director, Meteorological Division 

 

ヤンゴン事務所（Yangon Branch） 

Ms. Ye Ye Nyein Director, Lower Myanmar Division 

Ms. May Khin Chaw Assistant Director, Agrometeorological Division 

Mr. Tint Wai Assistant Director, Instrument and Communication Division 

Ms. Lai Lai Aung Staff Officer, Lower Myanmar Division 

Ms. Khin Myo Yi Staff Officer, Instrument and Communication Division 

Ms. Ohmar Thein Junior Engineer, Instrument and Communication Division 

Ms. May Wut Yi Junior Engineer, Instrument and Communication Division 

Ms. Than Tun Win Junior Engineer, Instrument and Communication Division 

 

ヤンゴン国際空港（Yangon International Airport） 

Mr. Tin Htut Assistant Director, Aviation Met. Office 

 

マンダレー事務所（Mandalay Branch） 

Mr. Tint Aung Director, Upper Myanmar Division 

Mr. Hla Saw Assistant Director, Upper Myanmar Division 

Mr. Than Zaw Staff Officer, Hydrological Section 

Mr. Aung Yin Staff Officer, Meteorological Section 

Mr. Kyi Lwin Staff Officer, Planning & Instrument Section 
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気象観測所（Meteorological Observatory） 

Mr. Myo Myint Aung Chief, Taungoo Meteorological Observatory  

Mr. Kyi Lwin,  Staff Officer, Mandalay Meteorological Observatory 

Mr. Kyaw Soe Staff Officer, Meiktila Meteorological Observatory 

Mr. Kyaw Soe  Assistant Director, Magway Meteorological Observatory 

Mr. Kyi Lwin Staff Officer, Mandalay Meteorological Observatory 

Ms. Moe Moe Staff Officer, Lashio Meteorological Observatory 

Mr. Htong Win  Assistant Director, Monywa Meteorological Observatory 

Mr. Kyaw Khin  Deputy Superintendent, Thandwe Meteorological Observatory 

Mr. Maung Maung Win  Assistant Director, Pathein Meteorological Observatory 

Mr. Hla Tun Assistant Director, Hpaan Meteorological Observatory 

Ms. Hla Hla Kyi Staff Officer, Mawlamyine Meteorological Observatory 

Ms. Tin Yi Assistant Director, Bago Meteorological Observatory 

 運輸省 航空局（Department of Civil Aviation, Ministry of Transport） 

Mr. Win Ko General Manager 

Mr. Win Maw Executive Engineer, Communication Navigation Surveillance 

Mr. Thet Lwin Director, Communication Navigation Surveillance 

Mr. Myint Saung Executive Engineer, Communication Navigation Surveillance 

Mr. Myo Chit Senior Technical Officer, Communication Navigation Surveillance 

Mr. Thein Naing Assistant Director, Air Traffic Control 

Mr. Tike Aung Director, Air Navigation Safety Division 

Mr. Soe Paing Deputy Director, Air Navigation Safety Division 

Mr. Aung Myint Thein Deputy Director, Air Navigation Service 

 ミャンマー技術協会（Myanmar Engineering Society） 

Mr. Saw Htwe Zaw Secretary, Central Committee Member 

 ミャンマー外国貿易銀行（Myanmar Foreign Trade Bank） 

Mr. Ye Tun Win Manager 

Mr. Hnin Wai Phyo Manager 

Mr. Myint Myint Kyi Assistant General Manager 
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 通信・郵便・電信省 郵便電話公社（Posts and Telecommunications Department, Ministry of 

Communications, Posts and Telegraphs） 

ネピドー（Nay Pyi Taw） 

Mr. Than Zaw Director 

Mr. Than Htun Aung Deputy Director 

 

ヤンゴン（Yangon） 

Mr. Win Aung Executive Engineer, Overseas Communications 

Mr. Sai Saw Lin Tun Deputy Chief Engineer, Overseas Communications 

 財務省 予算局（Budget Department, Ministry of Finance & Revenue） 

Mr. Si Si Pyone Director 
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資料 ４.  討議議事録（M/D） 
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ミャンマー国 気象観測装置整備計画準備調査 
 

 
資料 5-1 

DMH ソフトコンポーネント計画書 

 

（1） ソフトコンポーネントを計画する背景 

「ミ」国はインドシナ半島の最も西に位置し、ベンガル湾及びアンダマン海に面し、北部か

ら東部及び西部には標高の高い山々が連なり、数多くの大小河川がほぼ全土に流れていること

から、ひとたび大雨が降ると、洪水や鉄砲水、地滑り等の災害が発生しやすい。これらの気象

災害をもたらす要因の一つは、ベンガル湾で発生するサイクロンがもたらす暴風雨や高潮であ

り、もう一つの要因は、モンスーン期にベンガル湾から流れ込む暖かく湿った空気が山にぶつ

かって発生する、いわゆる地形性降雨による大雨である。この大雨により、山沿いの地域では

鉄砲水や地滑り、平野部や沿岸部の河川流域では大規模な洪水が発生する。 

近年、地球温暖化に伴う気候変動により、熱帯低気圧（サイクロン）の強大化や大雨の増加

等が予測されており、世界的に気象災害の拡大が懸念されている。「ミ」国も例外ではなく、

気候変動による気象条件の変化に大きく影響されることが予想されている。こうした中、「ミ」

国が自国を含むベンガル湾周辺域での気象災害の被害を軽減するためには、「ミ」国における

①適切な気象観測（気象レーダーシステムによる監視）、②ベンガル湾諸国との適時・迅速な

気象観測データ及びサイクロン情報等の交換、を通して気象観測・通信・予警報体制を強化し、

ベンガル湾地域での連携強化を促進することが最重要課題である。 

このような状況下、サイクロンや大雨等の監視に最も重要な位置にあった DMH の既設アナロ

グ気象レーダーシステムが、老朽化により 2004 年に完全に停止した。しかしながら、近年「ミ」

国に襲来するサイクロン数が増加していること、サイクロン上陸地点が南下傾向であり、経済

活動の中心である「ミ」国南部が危険にさらされること等から、サイクロンをより早い段階で

監視することが必要となっている。また「ミ」国各地に洪水をもたらすモンスーン期の大雨の

監視も不可欠である。このため、本プロジェクトは、「ミ」国に気象ドップラーレーダーシス

テム、気象データ表示システム及び気象データ通信システムを投入するとともに、人材育成を

実施して、サイクロンや大雨などの災害を引き起こす気象現象の監視能力を強化させることに

より、「ミ」国及びベンガル湾諸国のサイクロン情報や気象予警報が向上され、自然災害によ

る被害の軽減に寄与することを目標とするものである。 

既に既設アナログ気象レーダーシステムが停止してから 8年が経過し、実際に DMH では、気

象レーダーシステムの運用維持管理の経験を有する技術者が退職により 2 人（2012 年 8 月現

在）となっている。また DMH 技術職員は、コンピュータを含む地上気象観測データ収録装置等

のデジタル気象観測機材には習熟しているものの、本プロジェクトで導入予定のデジタル気象

レーダーシステムの運用維持管理の経験を有している技術職員がいないことから、導入される

資料 ５． ソフトコンポーネント計画書 
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気象レーダーシステムの運用維持管理が円滑に開始され且つプロジェクト成果の持続性を最

低限確保するため、本プロジェクト実施中において、本計画書に記載したソフトコンポーネン

トを投入することが必要であると判断した。 

 

（2） ソフトコンポーネントの目標 

以下の 5項目をソフトコンポーネントの目標とする。 

 導入された各機材の適切な調整・故障探究・処理・復旧が実施される 

 気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要及びレーダーシステム保守管理台帳を

活用した、迅速且つ適切な気象レーダー運用・管理が実施される 

 気象現象を的確に把握し、気象レーダー観測データを予報業務に活用するため、雨量強度

及びドップラー速度観測のシークエンス・スケジュールに従った気象レーダー観測が実

施される 

 気象レーダープロダクトが、気象予報業務と航空気象業務へ反映される 

 DMH 独自による自動気象観測システムの設置が実施される 

 

（3） ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの成果は以下の通りである。 

表  ソフトコンポーネントの成果 
No. 活動（技術移転）項目 成果 

1 
気象ドップラーレーダーシステムの点検・故障

探求・処置・復旧 

適切な調整・故障探究・処理・復旧（a.測定器類を用いた定期

保守点検、b.予備品の実機への組入れ（交換）及び動作確認、

c.故障探求・処置・復旧確認作業）技術を DMH 技術者が習得す

る 

2 

システムマニュアル概要及びレーダーシステ

ムの保守管理台帳を活用した迅速且つ適切な

気象レーダー運用・管理 

システムマニュアル概要及びレーダーシステム保守管理台帳

を活用した、迅速且つ適切な運用・管理技術を DMH 技術者が習

得する 

3 
雨量強度及びドップラー速度観測のシークエ

ンス・スケジュールに従った気象レーダー観測

気象現象を的確に把握し、気象レーダー観測データを予報業務

に活用するため、雨量強度及びドップラー速度観測のシークエ

ンス・スケジュールに従った気象レーダー観測が開始される 

4 

39 種類の気象レーダープロダクト（雨量及びド

ップラー速度データ）の気象予報業務と航空気

象業務への反映 

気象レーダープロダクトが、気象予報業務と航空気象業務にお

いて活用される 

5 
自動気象観測システム設置・調整、点検・故障

探求・復旧 

自動気象観測システムの設置工事及び観測データ送信間隔設

定・故障処理・復旧（予備品の組入れ（交換）及び動作確認、

処置・復旧確認作業）技術を DMH 技術者が習得する 
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（4） 成果達成度の確認方法 

ソフトコンポーネントの成果達成度の確認方法は以下の通りである。 

表  ソフトコンポーネントの成果達成度と測定方法 
No. 活動項目 成果指標 確認方法 

1 

気象ドップラーレー

ダー点検・故障探求・

処置・復旧 

適切な調整・故障探究・処理・復

旧が実施される 

1)測定器類を用いた定期保守点検、2)予備品の実機

への組入れ（交換）及び動作確認、3)故障探求・処

置・復旧確認作業を実施し、習熟度を確認する 

2 

システムマニュアル

概要及びレーダーシ

ステム保守管理台帳

を活用した迅速且つ

適切な気象レーダー

運用・管理 

システムマニュアル概要及びレ

ーダーシステム保守管理台帳を

活用した、迅速且つ適切な運用・

管理が実施される 

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要の

利用頻度及びレーダーシステム保守管理台帳の記載

内容（各日、週、月）を確認する 

3 

雨量強度及びドップ

ラー速度観測のシー

クエンス・スケジュー

ルに従った気象レー

ダー観測 

気象現象を的確に把握し、気象レ

ーダー観測データを予報業務に活

用するため、雨量強度及びドップ

ラー速度観測のシークエンス・ス

ケジュールに従った気象レーダー

観測が実施される 

雨量強度及びドップラー速度観測データより、観測

シークエンス・スケジュールに沿った気象レーダー

観測の実施を確認する 

4 

39 種類の気象レーダ

ープロダクト（雨量及

びドップラー速度デ

ータ）の気象予報業務

と航空気象業務への

反映 

気象レーダープロダクトの気象予

報業務と航空気象業務において使

用される 

気象レーダープロダクトの気象予報業務と航空気象

業務における利用状況を確認する 

5 

自動気象観測システ

ム設置・調整、点検・

故障探求・復旧 

DMH の責任で設置工事を適切な調

整・故障探究・処理・復旧が実施

される 

DMH により、安全上、外国人が渡航できない数か所のサイ

トでの自動気象観測システム設置の実施及びDMHネピ

ドー早期警報センターでの良好な観測データの受信

状況を確認する 

 

（5） ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

本ソフトコンポーネントは以下の専門家が対応する。 

 気象レーダー調整・故障探求技術担当：成果1 

 気象レーダー運用・管理技術担当：成果2 

 気象レーダー観測技術担当：成果3 

 気象レーダープロダクト技術担当：成果4 

 自動気象観測システム運用・管理技術担当：成果5 
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ソフトコンポーネントの活動（投入計画）は以下の通りである。 

表  ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

成果 
必要とされる技

術・業種 

現況の技術と必要と

される技術レベル 

ターゲット

グループ
実施方法 

実施リソース 

投入量 

支援型 

成果品 

成果 1：気象

ドップラー

レーダー点

検・故障探

求・処置・復

旧 

気象レーダー調

整・故障探求を行

える技術を有す

る技術者 

DMHには、デジタル気象

レーダーシステムの調

整・故障探求を実施し

た経験を有する技術

者がいないことか

ら、独自に調整・故障

探求が実施できるレ

ベルの技術が必要 

下表に示し

た通り 

測定器類を用いた定期保守点

検研修 

＜実施リソース＞ 

気象レーダー調整・

故障探求技術担当コ

ンサルタント（派遣回

数：3） 

 

＜投入量＞ 

チャオピュー:1.13

人月 

ヤンゴン：0.97 人

月 

マンダレー：1.0 人

月 

 

＜支援型＞ 

直接支援型 

測定器類を用い

た定期保守点検

実施手順書 納入された予備品の実機への

組入れ（交換）及び動作確認

研修 
予備品の実機へ

の組入れ（交換）

及び動作確認手

順書 
故障状態を想定し、故障探

求・処置・復旧確認研修 

故障探求・処置・

復旧確認手順書実施手順書の作成 

成果 2：気象

ドップラー

レーダーシ

ステムマニ

ュアル概要

及びレーダ

ーシステム

保守管理台

帳作成 
気象レーダー運

用・管理を行える

技術を有する技

術者 

DMHには、デジタル気象

レーダーシステムの運

用・管理を行った経験

を有する技術者がい

ないことから、レー

ダーシステムマニュ

アル概要及びレーダ

ーシステム保守管理

台帳に沿った運用・管

理が実施できるレベ

ルの技術が必要 

下表に示し

た通り 

DMH 技術者との技術ディスカ

ッション 

＜実施リソース＞ 

気象レーダー運用・管

理技術担当コンサル

タント（派遣回数：3） 

 

＜投入量＞ 

チャオピュー:1.13

人月 

ヤンゴン：0.97 人

月 

マンダレー：1.0 人

月 

 

＜支援型＞ 

直接支援型 

気象ドップラー

レーダーシステ

ムマニュアル概

要 
気象ドップラーレーダーシ

ステムマニュアルから最重

要部分の選出と説明 レーダーシステ

ム保守管理台帳

· システム障害/

トラブルの発生

日時 

· システム障害/

トラブルの原因

（異音、部分的

な劣化、その他）

· 実施した復旧手

順 

· 交換した部品の

名称及び数量 

· 復旧/トラブル

シューティング

を行ったエンジ

ニアの氏名 

気象ドップラーレーダーシ

ステムマニュアル概要の作

成 

レーダーシステム保守管理

台帳の作成 

DMH 技術者による気象ドップ

ラーレーダーシステムマニ

ュアル概要及びレーダーシ

ステム保守管理台帳の使用 

成果 3：雨量

強度及びド

ップラー速

度観測のシ

ー ク エ ン

ス・スケジュ

ール作成 

 

 

気象レーダー観

測データよりク

ラッター及びブ

ラインドエリア

の特定が行え且

つミャンマーの

気象現象に即し

た観測のシーク

エンス・スケジ

ュールの作成を

行える技術を有

する技術者 

DMHには、デジタル気象

ドップラーレーダーシ

ステムによりCAPPI 観

測を実施した経験を有

する技術者がいないこ

とから、雨量強度及び

ドップラー速度観測

のシークエンス・ス

ケジュールに関する

技術を有していない 

そのためレーダー観

測シークエンス・ス

ケジュールの重要性

を認識し、作成がで

きる技術が必要 

下表に示し

た通り 

DMH 予報官及び技術者との技

術ディスカッション及び座

学 
＜実施リソース＞ 

気象レーダー観測技

術担当コンサルタン

ト（派遣回数：3） 

 

＜投入量＞ 

チャオピュー:0.97

人月 

ヤンゴン：0.97 人

月 

マンダレー：1.0 人

月 

 

＜支援型＞ 

直接支援型 

雨量強度及びド

ップラー速度観

測のシークエン

ス・スケジュール気象ドップラーレーダーシ

ステムのクラッター及び各

アンテナ仰角時（0.5 度間隔、

1～3度間）のブラインドエリ

アの特定 

各アンテナ仰角時（0.5 度間

隔、1～3度間）のブラインド

エリア図の作成 

雨量強度及びドップラー速

度観測のシークエンス・スケ

ジュールの作成 

雨量強度及びドップラー速

度観測のシークエンス・スケ

ジュールに従った気象レー

ダー観測の実施 

成果 4：39 種

類の気象レー

気象レーダープ

ロダクトの気象

DMH及び民間航空局は、

デジタル気象レーダ

下表に示し

た通り 

気象レーダープロダクト解

説書 

＜実施リソース＞ 

気象レーダープロダ

気象レーダープ

ロダクト解説書
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ダープロダク

ト（雨量強度

及びドップラ

ー速度デー

タ）の気象予

報業務と航空

気象業務への

反映 

予報業務と航空

気象業務への反

映技術を有する

技術者 

ープロダクトを気象

予報業務と航空気象

業務へ利用する技術

を有していない 

そのため 39種類の気

象レーダープロダク

トの内容を理解し、

業務へ反映するため

の技術が必要 

DMH 職員（予報官及び技術者）

及び民間航空局管制塔職員との

技術ディスカッション及び座

学（DMH ヤンゴン） 

クト技術担当コンサ

ルタント（派遣回数：

1） 

 

＜投入量＞ 

1.0 人月 

 

＜支援型＞ 

直接支援型 

気象レーダープロダクト解

説書と気象レーダープロダ

クトを利用した予報業務実

習（DMH ネピドー） 
気象レーダープロダクト解

説書と気象レーダープロダ

クトを利用した航空気象業

務実習（ヤンゴン国際空港管

制塔ビル） 

成果 5：自動

気象観測シス

テム設置・調

整、点検・故

障探求・復旧 

自動気象観測シ

ステムを設置・調

整・故障探求を行

える技術を有する

技術者 

DMHは、自動気象観測

システムを設置・調整

する技術及びシステ

ムの点検・故障探求・

復旧する技術が未熟

である 

そのためシステムの

設置・調整及びシステ

ムの点検・故障探求・

復旧する技術の強化

が必要 

 

下表に示し

た通り 

DMH 技術者への設置・調整に

関する手順とスケジュールの

説明 

＜実施リソース＞ 

自動気象観測シス

テム運用・管理技術

担当コンサルタント

（派遣回数：1） 

 

＜投入量＞ 

1.17 人月 

 

＜支援型＞ 

直接支援型 

自動気象観測シ

ステム設置工事手

順書 

自動気象観測システム設置工

事手順書の作成 DMHによる安全上、

外国人が渡航でき

ない数か所のサイ

トへの自動気象観

測 シ ス テ ム 設

置・調整工事の実

施及びDMHネピド

ー早期警報セン

ターでの良好な

観測データの受

信 

自動気象観測システムの運用

維持管理マニュアルの作成

DMHネピドー及びヤンゴンにお

いて自動気象観測システムの

設置・調整工事研修の実施 

DMHネピドー及びヤンゴンにお

いて自動気象観測システムの

運用維持管理研修の実施 

自動気象観測システム設置工

事手順書の見直し 

DMHによる安全上、外国人が渡

航できない数か所のサイトへ

の自動気象観測システム設

置・調整工事の実施 自動気象観測シ

ステムの運用維

持管理マニュア

ル 

DMH ネピドー早期警報セン

ターでの良好な観測データ

の受信確認 
自動気象観測システムの運用

維持管理マニュアルの見直し

 

 

各ソフトコンポーネントの活動のタイミングを以下に示した。 

表  ソフトコンポーネントの活動のタイミング 
ソフトコンポーネントの活動の技術担当 活動のタイミング 

気象レーダー調整・故障探求技術担当 

気象レーダーシステムを実際に稼働させて活動を行う必要が

あるため、気象レーダーシステムの機材設置工事完了は雨期を

予定している。設置工事完了約 1ヶ月前（気象レーダーシステ

ムの調整・試運転期間）より活動を開始する予定である。 

気象レーダー運用・管理技術担当 

気象レーダーシステムを実際に稼働させて活動を行う必要が

あるため、気象レーダーシステムの機材設置工事完了は雨期を

予定している。設置工事完了約 1ヶ月前（気象レーダーシステ

ムの調整・試運転期間）より活動を開始する予定である。 

気象レーダー観測技術担当 

気象レーダーシステムにより、実際に観測した雨量強度やドッ

プラー速度データを利用して活動を行う必要があるため、気象

レーダーシステムの機材設置工事完了は雨期を予定している。

設置工事完了約 1ヶ月前（気象レーダーシステムの調整・試運

転期間）より活動を開始する予定である。 

気象レーダープロダクト技術担当 

気象レーダーシステムにより、実際に観測した雨量強度やドッ

プラー速度のプロダクトを利用して活動を行う必要があるた

め、ヤンゴン国際空港の機材設置工事完了は雨期を予定してい

る。設置工事完了約 1ヶ月前（気象レーダー表示システムの調
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整・試運転期間）より活動を開始する予定である。 

自動気象観測システム運用・管理技術担当

本ソフトコンポーネントの活動は、ヤンゴン及びネピドーにお

いて実施することを計画していることから、乾期の自動気象観

測システム据付工事期間（30 ヶ所のサイトを踏破する必要が

あるため、乾期における実施は必須）において、ヤンゴン自動

気象観測システム基礎のコンクリート打設後、7日目より活動

を開始する予定である。 

 

下表の 3つの活動に関しては、チャオピュー、ヤンゴン及びマンダレーの気象レーダー塔施

設（本プロジェクトにより建設する予定）において、各ソフトコンポーネントの活動を繰り返

し実施することを計画している。その必要性を以下に記した。 

 

表  ソフトコンポーネントの活動を繰り返し実施する必要性 
ソフトコンポーネントの活動 各ソフトコンポーネントの活動を繰り返し実施する必要性 

気象レーダー調整・故障探求技術 
気象レーダー運用・管理技術 

気象レーダー観測技術 

チャオピュー、ヤンゴン及びマンダレーの気象レーダー塔施設建設は、

各々の時期をずらし、各気象レーダーシステムの機材設置工事完了が雨

期となるよう計画されている。そのため、本プロジェクト実施期間中に、

3 つのソフトコンポーネントの活動を 3 度の雨期を利用して、3 回、実

施することが可能である。気象レーダー技術を伝授するには、繰り返し

行うこと、即ち、使い慣れることが肝要である。更に 3ヶ所で実施する

ことにより、新たに配置される技術者はもとより、ソフトコンポーネン

トにより既に技術を習得して、気象レーダーシステム実運用中の技術者

も招集することから、未熟部分等に対する技術フォローが可能となる。

また新たに配置される技術者と気象レーダーシステム実運用中の技術

者との意見交換や DMH 技術者間の技術移転が可能となり、持続性がより

確かなものとなることが期待できる。 

 

各成果のターゲットグループを以下の表に示す。なお、成果 1、2 及び 5 のターゲットグル

ープについては、下表に示した通り、既存の技術職員に加えて、DMH は、気象レーダー運用の

ために、新たに 36 名の技術職員を雇用し、各地に必要な人数を配置する計画をしており、こ

れら新規雇用職員もターゲットグループに含まれる。 

 

表  各成果のターゲットグループ 

成果 1、2及び 5のターゲットグループ 成果 3及び 4のターゲットグループ 

人数 人数 

ネピドー技術職員（既存） 7 気象予報官（既存） 15 

ヤンゴン技術職員（既存） 5 空港気象事務所職員（既存） 4 

マンダレー技術職員（既存） 1 ヤンゴン国際空港管制職員（既存） 10 

新たに雇用する予定の技術職員 36   
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活動日程詳細計画は以下の通りである。 

 活動 No.1（チャオピュー） 活動 No.2（チャオピュー） 活動 No.3（チャオピュー） 

日 

気象ドップラーレーダー点検・故障探

求・処置・復旧 

気象ドップラーレーダーシステムマニ

ュアル概要及びレーダーシステム保守

管理台帳作成 

雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュール 

1 日本発-ミャンマー着 日本発-ミャンマー着 日本発-ミャンマー着 

2 事前準備 事前準備 事前準備 

3 気象レーダー塔施設において準備作業 DMH 予報官及び技術者との技術ディスカ

ッション及び座学 4 

測定器類を用いた定期保守点検の実施研

修及び実施手順書の作成 

DMH 技術者との技術ディスカッション及

び気象ドップラーレーダーシステムマニ

ュアルから最重要部分の選出と説明 

5 気象ドップラーレーダーシステムのクラ

ッター及び各アンテナ仰角時（0.5 度間

隔、1～3 度間）のブラインドエリアの特

定 

6 

7 

8 土（休日） 土（休日） 土（休日） 

9 日（休日） 日（休日） 日（休日） 

10 実施手順書の作成 
気象ドップラーレーダーシステムマニュ

アル概要（案）の作成 

 

レーダーシステム保守管理台帳（案）の

作成 

各アンテナ仰角時（0.5 度間隔、1～3 度

間）のブラインドエリア図の作成 11 

納入された予備品の実機への組入れ（交

換）及び動作確認研修及び実施手順書の作

成 

12 
雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュール（案）作成 

13 DMH 予報官及び技術者との技術ディスカ

ッション 14 

15 土（休日） 土（休日） 土（休日） 

16 日（休日） 日（休日） 日（休日） 

17 実施手順書の作成 気象ドップラーレーダーシステムマニュ

アル概要（案）の作成 

雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュール（案）見直し 

18 

故障状態を想定し、故障探求・処置・復旧

確認研修及び実施手順書の作成 

雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュールに従った気象レ

ーダー観測の実施 

19 DMH 技術者による気象ドップラーレーダ

ーシステムマニュアル概要（案）及びレー

ダーシステム保守管理台帳（案）の使用

20 

21 

22 土（休日） 土（休日） 土（休日） 

23 日（休日） 日（休日） 日（休日） 

24 実施手順書の作成 
気象ドップラーレーダーシステムマニュ

アル概要（案）及びレーダーシステム保

守管理台帳（案）見直し 

雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュールの完成 

25 

DMH による研修復習 

実施手順書の作成 

個別活動完了報告書の作成 
26 

DMH 技術者による気象ドップラーレーダ

ーシステムマニュアル概要及びレーダー

システム保守管理台帳の使用 27 DMH との技術ディスカッション 

28 個別活動完了報告書の作成 個別活動完了報告書の作成 帰国準備 

29 土（休日） 土（休日） ミャンマー発-日本帰国 

30 日（休日） 日（休日）  

31 個別活動完了報告書の作成 個別活動完了報告書の作成  

32 DMH との技術ディスカッション DMH との技術ディスカッション  

33 帰国準備 帰国準備  

34 ミャンマー発-日本帰国 ミャンマー発-日本帰国  

 

 

 活動 No.1（ヤンゴン） 活動 No.2（ヤンゴン） 活動 No.3（ヤンゴン） 

日 

気象ドップラーレーダー点検・故障探

求・処置・復旧 

気象ドップラーレーダーシステムマニ

ュアル概要及びレーダーシステム保守

管理台帳作成 

雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュール 

1 日本発-ミャンマー着 日本発-ミャンマー着 日本発-ミャンマー着 

2 事前準備 事前準備 事前準備 

3 気象レーダー塔施設において準備作業 DMH 予報官及び技術者との技術ディスカ

ッション及び座学 4 

測定器類を用いた定期保守点検の実施研

修 

DMH 技術者との技術ディスカッション及

び気象ドップラーレーダーシステムマニ

ュアルから最重要部分の選出と説明 

5 気象ドップラーレーダーシステムのクラ

ッター及び各アンテナ仰角時（0.5 度間

隔、1～3 度間）のブラインドエリアの特

定 

6 

7 

8 土（休日） 土（休日） 土（休日） 

9 日（休日） 日（休日） 日（休日） 

10 納入された予備品の実機への組入れ（交 気象ドップラーレーダーシステムマニュ 各アンテナ仰角時（0.5 度間隔、1～3 度
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11 換）及び動作確認研修 アル概要（案）の作成 

レーダーシステム保守管理台帳（案）の

作成 

間）のブラインドエリア図の作成 

12 
雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュール（案）作成 

13 DMH 技術者による気象ドップラーレーダ

ーシステムマニュアル概要（案）及びレー

ダーシステム保守管理台帳（案）の使用

DMH 予報官及び技術者との技術ディスカ

ッション 14 
実施手順書の見直し 

15 土（休日） 土（休日） 土（休日） 

16 日（休日） 日（休日） 日（休日） 

17 
故障状態を想定し、故障探求・処置・復旧

確認研修 

気象ドップラーレーダーシステムマニュ

アル概要及びレーダーシステム保守管理

台帳見直し 

雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュール（案）見直し 

18 
雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュールに従った気象レ

ーダー観測の実施 

19 DMH 技術者による気象ドップラーレーダ

ーシステムマニュアル概要及びレーダー

システム保守管理台帳の使用 

20 実施手順書の見直し 

21 DMH による研修復習 

22 土（休日） 土（休日） 土（休日） 

23 日（休日） 日（休日） 日（休日） 

24 DMH による研修復習 

DMH 技術者による気象ドップラーレーダ

ーシステムマニュアル概要及びレーダー

システム保守管理台帳の使用 

雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュールの完成 

25 
個別活動完了報告書の作成 個別活動完了報告書の作成 個別活動完了報告書の作成 

26 

27 DMH との技術ディスカッション DMH との技術ディスカッション DMH との技術ディスカッション 

28 帰国準備 帰国準備 帰国準備 

29 ミャンマー発-日本帰国 ミャンマー発-日本帰国 ミャンマー発-日本帰国 

 

 

 活動 No.1（マンダレー） 活動 No.2（マンダレー） 活動 No.3（マンダレー） 

日 

気象ドップラーレーダー点検・故障探

求・処置・復旧 

気象ドップラーレーダーシステムマニ

ュアル概要及びレーダーシステム保守

管理台帳作成 

雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュール 

1 日本発-ミャンマー着 日本発-ミャンマー着 日本発-ミャンマー着 

2 事前準備 事前準備 事前準備 

3 気象レーダー塔施設において準備作業 DMH 予報官及び技術者との技術ディスカ

ッション及び座学 4 

測定器類を用いた定期保守点検の実施研

修 

DMH 技術者との技術ディスカッション及

び気象ドップラーレーダーシステムマニ

ュアルから最重要部分の選出と説明 

5 気象ドップラーレーダーシステムのクラ

ッター及び各アンテナ仰角時（0.5 度間

隔、1～3 度間）のブラインドエリアの特

定 

6 

7 

8 土（休日） 土（休日） 土（休日） 

9 日（休日） 日（休日） 日（休日） 

10 

納入された予備品の実機への組入れ（交

換）及び動作確認研修 

気象ドップラーレーダーシステムマニュ

アル概要（案）の作成 

レーダーシステム保守管理台帳（案）の

作成 

各アンテナ仰角時（0.5 度間隔、1～3 度

間）のブラインドエリア図の作成 11 

12 
雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュール（案）作成 

13 DMH 技術者による気象ドップラーレーダ

ーシステムマニュアル概要（案）及びレー

ダーシステム保守管理台帳（案）の使用

DMH 予報官及び技術者との技術ディスカ

ッション 14 
実施手順書の見直し 

15 土（休日） 土（休日） 土（休日） 

16 日（休日） 日（休日） 日（休日） 

17 
故障状態を想定し、故障探求・処置・復旧

確認研修 

気象ドップラーレーダーシステムマニュ

アル概要及びレーダーシステム保守管理

台帳見直し 

雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュール（案）見直し 

18 
雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュールに従った気象レ

ーダー観測の実施 

19 DMH 技術者による気象ドップラーレーダ

ーシステムマニュアル概要及びレーダー

システム保守管理台帳の使用 

20 実施手順書の見直し 

21 DMH による研修復習 

22 土（休日） 土（休日） 土（休日） 

23 日（休日） 日（休日） 日（休日） 

24 DMH による研修復習 

DMH 技術者による気象ドップラーレーダ

ーシステムマニュアル概要及びレーダー

システム保守管理台帳の使用 

雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュールの完成 

25 
個別活動完了報告書の作成 個別活動完了報告書の作成 個別活動完了報告書の作成 

26 
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27 全体完了報告書の作成 全体完了報告書の作成 全体完了報告書の作成 

28 DMH との技術ディスカッション DMH との技術ディスカッション DMH との技術ディスカッション 

29 帰国準備 帰国準備 帰国準備 

30 ミャンマー発-日本帰国 ミャンマー発-日本帰国 ミャンマー発-日本帰国 

 

 

 活動 No.4 活動 No.5  

日 

気象レーダープロダクト（雨量及びドッ

プラー速度データ）の気象予報業務と航

空気象業務への反映 

自動気象観測システム設置・調整、点

検・故障探求・復旧 

 

1 日本発-ミャンマー着 日本発-ミャンマー着  

2 事前準備 事前準備  

3 
DMH 予報官及び技術者との技術ディスカ

ッション及び座学 

DMH 技術者への設置・調整に関する手順と

スケジュールの説明  

4 

気象レーダープロダクト解説書作成 

自動気象観測システム設置工事手順書の作

成 

 

自動気象観測システムの運用維持管理マ

ニュアルの作成 

5 

 6 

7 

8 土（休日） 土（休日）  

9 日（休日） 日（休日）  

10 DMH 職員（予報官及び技術者）及び民間航

空局管制塔職員との技術ディスカッション

及び座学（DMH ヤンゴン） 

DMHヤンゴンにおいて設置・調整工事研修の実

施 

 

DMHヤンゴンにおいて自動気象観測システ

ムの運用維持管理研修の実施 

 

自動気象観測システム設置工事手順書の見

直し 

 
11 

12 

気象レーダープロダクト解説書と気象レ

ーダープロダクトを利用した航空気象業

務実習（ヤンゴン国際空港管制塔ビル） 

 

13 

 
14 

15 土（休日） 土（休日）  

16 日（休日） 日（休日）  

17 気象レーダープロダクト解説書と気象レ

ーダープロダクトを利用した航空気象業

務実習（ヤンゴン国際空港管制塔ビル） 

DMHネピドーにおいて設置・調整工事研修の実

施 

 

DMH ネピドーにおいて自動気象観測システ

ムの運用維持管理研修の実施 

 

自動気象観測システム設置工事手順書の見

直し 

 

18 

 

19 

20 
気象レーダープロダクト解説書と気象レ

ーダープロダクトを利用した予報業務実

習（DMH ネピドー） 
21 

22 土（休日） 土（休日）  

23 日（休日） 日（休日）  

24 気象レーダープロダクト解説書と気象レ

ーダープロダクトを利用した予報業務実

習（DMH ネピドー） 

DMH による安全上、外

国人が渡航できない

数か所のサイトへの

自動気象観測シス

テム設置・調整工

事の実施 

DMH ネピドー早期警

報センターでの良好

な観測データの受信

確認 

 

自動気象観測システ

ムの運用維持管理マ

ニュアルの見直し 

 

25 
 

26 
完了報告書の作成 

 

27  

28 
DMH との技術ディスカッション（DMH ネピ

ドー） 
 

29 帰国準備 土（休日）  

30 ミャンマー発-日本帰国 日（休日）  

31  
完了報告書の作成 

 

32   

33  DMH との技術ディスカッション  

34  帰国準備  

35  ミャンマー発-日本帰国  

 

（6） ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

実施リソースは、本プロジェクトの機材調達に関わる本邦コンサルタントによる直接支援型
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とする。その理由は以下の通りである。 

 ソフトコンポーネントにおける技術移転には、気象業務及び導入される気象レーダーシス

テム、自動気象観測装置に関する高度な技術及び知識を有している人材が不可欠であるこ

と。 

 通常、上述のような人材は、気象業務を実際に行っている組織以外にはいないこと。 

 計画されている技術移転と同様の経験を有する人材が必要であること。 

これより、本邦コンサルタントの直接支援型とする。 

 

（7） ソフトコンポーネントの実施工程 

プロジェクト全体工程及びソフトコンポーネント実施工程を次頁に示した。 
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ソフトコンポーネントスケジュール表

ソフトコンポーネント

気象ドップラーレーダー点検・故障探求・処置・復旧（No.1）
システムマニュアル概要及びレーダーシステム保守管理台帳を活用した迅速且つ適切な気象レーダー運用・管理（No.2）
雨量強度及びドップラー強度観測のシークエンス・スケジュールに従った気象レーダー観測（No.3）

ソフトコンポーネント

気象ドップラーレーダー点検・故障探求・処置・復旧（No.1）
システムマニュアル概要及びレーダーシステム保守管理台帳を活用した迅速且つ適切な気象レーダー運用・管理（No.2）
雨量強度及びドップラー強度観測のシークエンス・スケジュールに従った気象レーダー観測（No.3）

ソフトコンポーネント

気象ドップラーレーダー点検・故障探求・処置・復旧（No.1）
システムマニュアル概要及びレーダーシステム保守管理台帳を活用した迅速且つ適切な気象レーダー運用・管理（No.2）
雨量強度及びドップラー強度観測のシークエンス・スケジュールに従った気象レーダー観測（No.3）

ソフトコンポーネント

39種類の気象レーダープロダクト（雨量及びドップラー強度データ）の気象予報業務と航空気象業務への反映（No.4）

ソフトコンポーネント

自動気象観測システム設置・調整、点検・故障探求・復旧（No.5）

39 40 41 42 43 4410 11 121 2 3 4 5 6 23

工事準備

自動気象観測システム機材輸送

自動気象観測システム機材据付／調整

13 14 15 16 17

ヤンゴン機材製作

マンダレー気象レーダー塔施設建設工事＋機材設置

19 20 21 22187 8 9

仕上工事

マンダレー機材据付／調整

外構工事

24 25 26

マンダレー機材輸送

工事準備

マンダレー機材製作

電気・空調・衛生設備工事

ヤンゴン気象レーダー観測所

ヤンゴン気象レーダー塔施設建設工事＋機材設置

電気・空調・衛生設備工事

外構工事

早期警報センターの機材製作

仮設・杭・土工事

躯体工事

仕上工事

自動気象観測システム機材調達・据付工事

自動気象観測システム機材製作

仮設・土工事

躯体工事

チャオピュー機材輸送

ヤンゴン機材輸送

ヤンゴン機材据付／調整

チャオピュー機材据付／調整

マンダレー気象レーダー観測所

早期警報センターの機材調達・据付工事

自動気象観測システム（AWS）

28 29 30 31 32 33

早期警報センターの機材輸送

早期警報センターの機材据付／調整

仕上工事

ヤンゴン国際空港の機材据付／調整

仮設・土工事

35 36 3727

早期警報センター（ネピドー）及びヤンゴン国際空港

電気・空調・衛生設備工事

外構工事

38

ヤンゴン国際空港の機材調達・据付工事

ヤンゴン国際空港の機材製作

ヤンゴン国際空港の機材輸送

チャオピュー気象レーダー観測所

チャオピュー気象レーダー塔施設建設工事＋機材設置

工事準備

躯体工事

34

チャオピュー機材製作

合計：19.0月

合計：23.0月

合計：20.0月

合計：16.0月

合計：13.5月

合計：16.0月

1.13人月
1.13人月
0.97人月

0.97人月

1.0人月

1.0人月

1.17人月

0.97人月
0.97人月

1.0人月
1.0人月
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（8） ソフトコンポーネントの成果品 

ソフトコンポーネントの成果品は以下の通り。 

表  ソフトコンポーネントの成果品（アウトプット） 
資料名 提出時期 ページ数 

1)測定器類を用いた定期保守点検、2)予備品の実機への組入れ（交換）及び動作

確認、3)故障探求・処置・復旧確認作業実施手順書 

技術移転実施後 

20 

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要 30 

レーダーシステム保守管理台帳 10 

雨量強度及びドップラー速度観測のシークエンス・スケジュール 10 

気象レーダープロダクト解説書 45 

自動気象観測システム設置工事手順書 20 

自動気象観測システムの運用維持管理マニュアル 20 

資料名 内容 提出時期 ページ数 

ソフトコンポーネント実

施完了報告書 

 活動計画と実績 

 計画した成果と成果の達成度 

 成果の達成度に影響を与えた要因 

 効果の持続・発展のための今後の課題・提言等 

 成果品一式 

ソフトコンポーネ

ント実施完了時 
60 

 

（9） ソフトコンポーネントの概略事業費 

ソフトコンポーネントの概略事業費は以下の通り（詳細は別添内訳書に記載）。 

 
項目 総額（千円） 

直接人件費  8,709 

直接経費   8,601 

間接費（諸経費＋技術費）  11,147 

合計  28,457 
 

（10） 相手国側の責務 

ソフトコンポーネントの実施に関して DMH 側の責務は、以下の通りである。 

1) 人的資源開発 

a) 継続的に次世代を担う人材を雇用する。 

b) 研修と人的資源開発計画を通じて、より優れた人材の育成を行う。 

2) プロジェクトにおいて調達された機材の長期運用 

a) 定期的にシステム運用維持管理に必要な予算を確保し、プロジェクトで供給された全

ての気象機材の交換部品、消耗品の調達を計画的に行う。 

b) 盗難や破損から機材を保護する。 
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上述に記述したDMH側の責務に関しては、DMHの組織的且つ人的能力を鑑みると、十分に実

施可能であると考えている。特に「継続的に次世代を担う人材を雇用」に関しては、気象レー

ダーの維持管理面において DMH が自立的発展するためには、技術者を継続的に補充し、全て

の技術職員に気象レーダーや自動気象観測システムの維持管理能力を継承していくことが必

要不可欠である。DMH も、有能な技術者を補充し、技術セクションを強化することの必要性を

深く認識している。本件に関しては、監督官庁である運輸省の理解と協力が必要となる。 
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調査名：ミャンマー国気象観測装置整備計画準備調査 

番号 名  称 

形態 

図書・ビデオ

地図・写真等

ｵﾘｼﾞﾅﾙ 

／ｺﾋﾟｰ／

電子ﾌｨｱﾙ

 

発行機関 

 

発行年

1 Hazard Profile of Myanmar 図書 電子ﾌｧｲﾙ Union of Myanmar 2009 年

2 

Diagnostic Study on the 

Changing of Ocean Atmospheric 

Pattern over the South East 

Asia Region during 1960-2008 

図書 電子ﾌｧｲﾙ
Department of Meteorology and 

Hydrology (DMH) 
2008 年

3 
Climatological Mean Monsoon 

Onset & Withdrawal Date 
図書 電子ﾌｧｲﾙ

Department of Meteorology and 

Hydrology (DMH) 
2012 年

4 
Flood Forecasting System And 

Flood Warning in Myanmar 
図書 電子ﾌｧｲﾙ

Department of Meteorology and 

Hydrology (DMH) 
2009 年

5 DMH-SERVICES 図書 電子ﾌｧｲﾙ
Department of Meteorology and 

Hydrology (DMH) 
2012 年
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